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第2章 情報通信政策の動向

高齢化社会への対応、経済の持続的発展、環境問題への対応等21世紀

に向けた我が国の諸課題を克服 し、真に豊かな社会 を実現 していくため、

情報通信に対す る期待 と情報通信政策の重要性はます ます高 まってい

る。

本章においては、情報通信政策の展開を、情報通信の高度化及び振興

のための総合政策、電気通信及び放送分野に関する政策、郵便事業の推

進及び郵便局ネットワークの活用、情報通信分野における国際政策及び

技術開発の視点か ら、5年 度に実施 した施策及び6年 度に実施予定の施

策を概観するとともに、外国の情報通信基盤整備施策について紹介する。

第1節21世 紀 に向けた情報通信政策の展開

1新 世代の情報通信基盤の整備

(1)情 報通信産業の新たな創造にむけて

郵政省は、6年1月 情報通信政策に関するビジョン 「情報通信産業の

新たな創造にむけて」を発表 し、情報通信産業は、21世 紀に向けた我が

国の経済改革の重要な柱であ り、雇用の創出、豊かな国民生活を実現す

るため、情報通信分野におけるニュービジネスの展開を積極的に推進す

ることを明らかにした。

情報通信の高度化のための具体的施策 としては、現在電気通信審議会

で精力的に審議が行われている情報通信基盤整備プログラム(仮 称)の

策定、マルチメディア ・パイロットモデル事業(新 世代通信網パイロッ
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トモデル事業)の 推進等通信 ・放送融合 問題へ の対応、簡易型携帯電話

システムの事業化 の促進等のニュー ビジネスの振興、国際間の連携 が重

要であるとしてい る。

(2)21世 紀に向 けた新た な情報通信基盤の整備の在 り方につ いて

情報通信基盤は、我が 国の産業経済活動、国民生活 を支 える重要 な社

会資本である。急速 に進展す る技術革新 を背景 として、新 世代の情報通

信基盤の整備は、高齢化社会へ の対応、一極集 中の是正、経済の持続 的

発展、環境保全等我が国の諸課題の解決の決 め手になるもの と考 えられ

る。

新世代 の情報通信 基盤 の整備については、膨大 な資金 と長期の期 間を

要す る一方、21世 紀に向か って高齢化が急速に進展す ることが予測 され

るため、官民が適切 に役 割 を分 担、連携 し、全国的に均衡 の とれ た形で、

諸外国の積極的 な動 きに協調 し、早急に情報通信基盤の整備 を進めてい

くことが必要 である。

そこで、郵政省では、21世 紀に向けた新 たな情報通信 基盤 の整備 の在

り方 を検討 し、「基盤整備プ ログラムの策定」等のため、5年3月 に電気

通信審議会に 「21世紀に向けた新 たな情報通信基盤 の整備 の在 り方につ

いて」諮問 を行 った。

電気通信審議会は、 まず5年8月 に 「情報通信基盤の整備 に関す る提

言」 を発表 し、将来の情報通信基盤整備 に向けて、地域の生活情報通信

基盤整備、マル チメデ ィア ・パ イロッ トモデル事業(新 世代通信網パイ

ロッ トモデル事業)、情報通信基盤整備へ の総合 的な取組について早急に

取 り組む必要が ある とす る緊急提言 を行 った。

同審議会 にお いては、電気通信審議会専門委員によ り構成 され る調査

団を欧米 に派遣 し、米国及び欧州 におけ る情報通信基盤の現状、整備 に

対する考 え方等 の調査 を実施 した。
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現在 、審議会 では、情報通信基盤 を総合的かっ円滑 に整備 して い く上

で必要 とな る政策展開について、精力的 に審議 を行 って いる ところであ

り、6年3月 現在、6年5月 に予定 され ている答 申にお いて新 しい情報

通信 基盤整備 プログラム(仮 称)を 策定す るこ ととして いる。

(3)地 域 ・生活情報通信基盤高度化事業

首都 圏への経済 ・文化機能や人 口の集 中に よ り、地方の過 疎化 、経済

基盤の弱体化 、生活格差等の問題が生 じてお り、その大 きな原因である

情報の一極集中の是正が重要 な政策課題 となってい る。

そこで情報の一極集 中を是正 し、国土の均衡 あ る発展 を図 るとともに、

経済活動 の持続的発展、高齢化社会へ の対 応、環境保全 等21世 紀 に向け

た我が 国の諸課題 を克服 し、真に豊かな社会 を実現す るために、 技術革

新 の成果 を活か した新 たな情報通信基盤 の整 備に向け、6年 度か ら公共

投資によるパ イロッ トモデル ・プ ロジェ ク トとして地域 ・生活情報通信

基盤高度化事業 を推進す ることとしてい る。

本事業は、公共投 資による先導 的 ・試行的 な情報通信基盤整備 プ ロジェ

ク トであって、米 国のNII構 想において、議会が情報通信基盤整備計

画 として推 奨 している22の パイロ ッ トモデル ・プ ロジェ ク ト(個 別具体

的案件 については、電気通信情報庁が、交付要綱 を作成 の上、現在募集

中)に 対応す るもの と位 置づ け られ る。

(4)マ ルチ メデ ィア ・パ イ ロッ トモデル事業(新 世代通 信網パ イ ロット

モデル事業)

「マルチメデ ィア ・パ イロ ッ トモデ ル事業(新 世代 通信網 パ イロッ ト

モデル事業)」は、㈱新世代通信網利用高度化協会が、通信 ・放送事 業者、

家庭電気製 品製造業者、総合 商社 等の参加 を得 て、6年7月 か ら3年 間、

関西文化 学術 研 究都 市 において実施 す る もの で、実際 にマ ルチ メディ

ア ・パ イロッ トモデル(新 世代通信網パ イロッ トモデル)を 整備 し、通
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信 と放送 の統合 を指 向 した試行 サー ビス実験 をす るこ とに よ り、利用

面 ・制度面 ・コス ト面 ・技術面 等の課題の検 討 を行 い、 ファイバー ・ツー ・

ザ ・ホー ムの21世 紀に向けての展望 を開 くこ とを 目的 とす る。

郵政省 では、20億 円の補助金 を同協会 に交付す る とともに、事業の円

滑 な推進 を図 るため、省 内に 「新世代 通信 網パ イロッ トモデル事 業推進

本部」 を設置す るなど積極的 に取 り組んでい る ところであ る。

同事業 では、実験 センター と300の 加入者 を光 ファイバ で結 び、ケーブ

ルテ レビ番組やハ イビジョン等の映像 サー ビス、 ビデオ ・オ ン ・デマン

ドサー ビス、 テレビ電話、 テ レビ会議サー ビスの基本 サー ビス及び実験

に参加 す る民間事 業者によ るカラオケの配信 やテ レシ ョッピングな どの

様々なサー ビスの提供 が予定 されて い ると ともに、FM多 重 波 の通信

サー ビスへの活用 として、FM多 重波 を利 用 したペー ジングサー ビスの

実験 を行 うこと としている(第2-1-1図 参照)。

⑤ 情報通信 ニュー ビジネ スの振興

21世 紀 に向けて、産業の構造調整 を進め、我が 国経 済の持続 的発展 を

図 ってい くためニュー ビジネスの 台頭が望 まれてい る。特 に、情報通信

産業 はニュー ビジネスが創 出され る分 野 として大 きな期待 がかけ られて

お り、 この分 野のニュー ビジネスの創 出 と発展 は、我が 国経済の将来 を

担 うもの と予想 され る。

郵政省 では、従来か ら特定通信 ・放送 開発事業実施 円滑化法 を制定す

る等ニュー ビジネスの振興に取 り組 んで きてい るが、情報通信産業 にお

け るニュー ビジネスの一層の発展 を図 るために、6年2月 か ら 「情報通

信 ニュー ビジネス研究会」 を開催 し、情報通信産業 においてニュー ビジ

ネス を展 開す る上 で直面す る課題及 び その振 興策 を検 討 す るこ とに よ

り、新規産業及び雇用の創造 を促 す方策 を研 究 してい るところである。
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⑥ マルチメデ ィアの実現 に向 けた振興施策の推進

マルチ メデ ィア社会 を展望 して、新世代 の情報通信基盤 の整備 、マル

チメディアを活用 した豊か な生活環境の実現や二山一 ビジネスの展開が

重要 な政策課題 となって いる。特 に、医療 ・教育 ・行政等 のニーズに対

応 したマ ルチ メディアに よるサー ビス等の開発、超高速マ ルチ メディア

ネ ッ トワー ク技術 の研究開発 な どへの取組 を促進す るこ とが喫急の課題

となっている。

この ような認識の下、郵政省 では、以下 のよ うなマルチ メデ ィア振興

施策 を幅広 く、積極的 に推進 している。

ア21世 紀 に向けた情報通信基盤整備 プログラム(仮 称)の 策定

21世 紀 に向けた新 たな情報通信基盤の整備 の検討 等の ため、5年3月

に電気通信審議会 に 「21世紀に向け た新 たな情報通信基盤の整備の在 り

方について」諮問を行い、6年3月 現在 、6年5月 に予定 されている答

申に向けて、マルチメデ ィア時代 を展望 した情報通信基盤の整備の在 り

方について、電気通信審議会 で精力的に審議が行 われている。

イ 先導的情報通信基盤の整備等のための予算措 置

マルチメデ ィア社会の実 現に向けた先導的 な情報通信基盤の整備等の

ため、5年 度補正予算及び6年 度予算案 にお いて、地域 ・生活情報通信

基盤高度化事業(6年 度予 算案補助金7.2億 円計上)、 マルチ メデ ィア ・

パイロッ トモデル事業(新 世代通信網パ イロッ トモデル事業)関 連(5

年度第一次、第二次、第三次補正予算計69億 円)、広帯域 インタラ クテ ィ

ブCATV実 験施設の整備(5年 度第二次補正予算5億 円)、 フルネッ ト

ワー ク支援セン ターの整備(5年 度第三次補 正予算15.5億 円)、 高度映像

通信利用技術研究開発センターの整備(5年 度第三次補正 予算50億 円)、

超高速通信網 テス トベ ッ ドの構築(5年 度第三次補正予算4.9億 円)等 の

マルチメデ ィア関連プ ロジェ ク トに対 し、総額約220億 円の予算措置がな
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されている。

ウ 電気通信基盤充実臨時措 置法 によ る新世代 の情報通信基盤 への支

援措 置

新世代 通信網 の整備 を国に よる支援 の下 に全 国的に推進す るため、3

年か ら電気通信基盤充実臨時措 置法 に基づ き、光 フ ァイバ、同期 デジタ

ル伝送装 置等 を用 いた新 しい通信網 の整備 を図 る高度通信施設整備事業

を推進 している。

エ ニ ュー ビジネスの振興

ケーブルテレビ事 業者に よる通信サー ビスを含めた 「フルサー ビス」

や、地域系NCCに よるマルチメデ,イアに対応で きるISDNサ ー ビス

等の新 しい高度サー ビスの実 現 を促進 して いる。

(なお、郵政省のマルチメデ ィア振興施策 につ いては、第3章 第3節 に詳

述)

2国 土の均衡ある発展のための地域情報化の推進

(1)電 気通信格差是正事業の推進

3年 度より、「生活関連」の公共投資として、「電気通信格差是正事業」

を実施 している。具体的な事業の内容 として、5年 度においては、①移

動通信用鉄塔施設整備事業、②民放テレビ放送難視聴解消事業、③沖縄

県先島地区民放 テレビ放送難視聴解消事業、④民放中波ラジオ放送受信

障害解消事業、⑤都市受信障害解消事業を実施した。6年 度は、既に事

業 を終了した沖縄県先島地区民放テレビ放送難視聴解消事業 を除 く4事

業を5年 度に引き続き行 うこととしているほか、新たに①地域 ・生活情

報通信基盤高度化事業、②小笠原地区テレビ放送難視聴解消事業 を実施

することとしている(第2-1-2表 参照)。

国は、これ らの施設の整備に要する経費について、事業内容に応 じて、
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第2-1-2表6年 度 電気 通信 格差 是正事 業

項 目 目 的

地域 ・生活情報通信 基

盤高度化事業

(新規)

首都圏内に、地方への 「情報還流促進セ ンター」を構築すると

ともに、地方において、同センター と接続可能な情報通信基盤

の整備 を進め、地方への円滑かつ迅速 な情報還流の実現を図 る。

小笠原地区テレビ放送

難視聴解消事 業

(新規)

東京都小笠原地区におけ るテ レビ放送の難視聴 を解消 す るた

め、放送番組伝送用衛星回線施設及びテレビ放送中継施設を設

置する東京都 に対 し、 その経費の一部 を補助す る。

移動通信用鉄塔施設整

備事業

(拡充)

携帯 ・自動車電話等の移動通信サービスを全国 どこでも使 える

ようにするため、移動通信用鉄塔施設 を整備する地方公共団体

等に対 して、その設置経費の一部 を補助す る。

民放 テレビ放送難視聴

解消事業

民放テ レビ放送の難視聴を解消するため、民放 テレビ放送 中継

施設及び民放テ レビ放送共 同受信施設を整備する者 を助成する

地方公共団体 に対 して、その経費の一部 を補助する。

民放中波ラジオ放送受

信障害解消事業

民放 中波 ラジオ放送の受信障害 を解消す るため、民放中波ラジ

オ放送施設を整備する者 を助成す る地方公共団体 に対 して、そ

の経費の一部 を補助す る。
'

都市受信障害解消事業 テ レビジョン放送の受信 障害の うち、その原因 となる建築物そ

の他の工作物 を特定で きない受信障害の解消 を図るための有線

テレビジョン放送施設に係る施設及び設備 を設置する地方公共

団体 に対 し、その経費の一部 を補助す る。

経費の4分 の1か ら3分 の1ま でを地方公共団体 に対 し補助す るもので

あ り、6年 度予算案 においては、25億5,400万 円が計上 されてい る。

② テレ トピア構想の推進

テレ トピア構 想は、ケーブルテレビ ・ビデ オテックス ・デー タ通信等

のニューメディア を活用 して地域の情報化 を促進 し、地域社会 の活性化

を図ることを目的 としてお り、6年3月 末現在 、127地 域 が指定 されてい

る。

具体 的な支援措置 としては、 日本開発銀行等か らの無利子融資及び低

利融資、そして、税制の特例措 置(指 定地域において債務保証 、利子補

給等 を行 う公益 法人(テ レ トピア基金)に 対 して、民間企業が出えん し
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第2-1-3表 テ レ トピア追 加指 定地 域 の計 画概要

地域名 テ ー マ(理 念) タ イ プ 構築予定 システム 主 な メデ ィア

コ ミュ ニテ ィタ ウ

ン型

福 祉 ・医療 型

都 市問題 解消 型

観光 ・レ ク リェー

シ ョン型

総合行政 システム
コミュニティ映像情報 シス

テム

防災情報システム

緊急通報 システム

観光情報システム

CATV、 データ通信、

防災行政無線、音声応答

装置、ビデオテックス、
LAN、 緊急通報用電話

さ の し

佐 野 市

(栃木県)

「水と緑と万葉のまち

佐野」

《忠 が や し

熊 谷 市

(埼玉県)

交流 と創造
個性豊かな20万都市熊

谷

コ ミュニテ ィ タウ

ン型

福 祉 ・医療型

都 市問題 解消 型

観光 ・レ クリェー

シ ョン型

コミュニティ情報 システム

文化情報システム

緊急時通報システム

防災情報システム

CATV、 デー タ通信、

フ ァ ク シ ミ リ、 ビ デ ォ

テ ッ クス、 緊急 通報用電

話、 防災行 政無 線、パ ソ

コ ン通 信、ハ イビジ ョン

こう と う(

江 東 区

(東京都)

伝統と未来の共生のた
めの情報化

コ ミュニ テ ィタウ

ン型

福祉 ・医療 型

都 市 問題解 消型

観光 ・レク リェー

シ ョン型

江東 区 イン7オ メー シ ョン

サー ビ スシ ステム

防 災情報 システム

CATV、 デー タ通信 、

防 災行政 無線 、 ファ クシ

ミリ、 ハ イビ ジョン、開

放端 末 、電話

をか の く

中 野 区

(東京都)

ともにつ くる人間のま

ち、いつまでも住み続

け られるまち中野

コミュニティタウ
ン型

福祉 ・医療型

都市問題解消型

物流 ・商流型

地域映像情報システム
地域センターシステム
コミュニティネ・ントワー ク

システム

生涯学習システム

福祉情報システム
防災情報システム

地域産業情報システム

CATV、 デー タ通信、

パ ソ コ ン通 信 、 ビデ オ

テ ックス、ファ クシ ミリ、

防 災行政 無線

こ 塞つ し

小 松 市

(石川県)

人と環境にやさしい、

世界に開かれた活力あ
る高度産業情報都市

コミュニ ティ タウ

ン型

福 祉 ・医療 型

伝 統地 域産業 型

観光 ・レク リェー

シ ョン型

市民生活支援 システム

健康 ・福祉情報報システム

空港情報システム

産業支援システム

CATV、 デー タ通信、

パ ソ コ ン 通 信 、 ビデ オ

テ ッ クス、フ ァ クシ ミリ、

電話 、光 カー ド、ハ イビ

ジ ョン、POSシ ステム

くわ 麿 し

桑 名 市

(三重県)

人と情報ネッ トワーク
がつ くるふれ あい シ

ティ桑名

コ ミュニティタウ

ン型

福祉 ・医療型

都市問題解消型

コミュニティ情報システム

生涯学習システム

緊急通報システム

防災連絡システム
リサイクル情報システム

CATV、 デー タ通信、

フ ァ ク シ ミ リ、 ビ デ オ

テ ッ クス、 緊急通報 用電

話、 パ ソ コン通 信、電話

寸 ず か し

鈴 鹿 市

(三重県)

楽 しさと創造性 あふれ

る ま ち 鈴 鹿 の 実 現

(ハ ッピー ・ク リエ イ

テ ィブネ ッ ト)

コミュニティタウ

ン型

都市問題解消型

すずかふれあいネットワー
クシステム

すずか行政窓ロネットワー

クシステム

すずかカルチャーサポー ト
システム

すずか1629道 路 ・駐車場情

報システム
すずかリサイクル情報システム

CATV、 デー タ通信、
パ ソ コ ン 通 信 、 ビデ オ

テ ッ クス、フ ァ クシ ミリ、

無線 、電話 、ISDN

に しの み 雫 し

西 宮 市
(兵庫県)

魅力あふれた地域社会
の創出

コ ミュニ テ ィタウ

ン型

福祉 ・医療 型

都 市 問題解 消型

観 光 ・レ ク リェー

シ ョン型

福祉支援システム

公共施設管理 システム

防災情報システム
市民ふれあい惰報 システム

大学情報提供システム

CATV、 デー タ通信、
パ ソ コン通 信、 フ ァクシ

ミ リ、衛星 通信 、無線、

LAN、 音 声応 答装置、

ビデ オデー タベー ス
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た場合 の損金算 入措置)が 講 じられてい る。

5年 度 においては、佐野市(栃 木県)、 熊谷市(埼 玉県)、 江東区、 中

野区(東 京都)、 桑名 市、鈴鹿市(三 重県)、 小松 市(石 川 県)、 西宮市(兵

庫県)の8地 域が新 たにテレ トピア地域 として指定 された(第2-1-3

表参照)。

(3)地 域情報化の新たな展開

テレ トピア構想が提唱 されてか ら10年 が経過 し、この 間社会 資本 とし

ての情報通信基盤の重要 性は ます ます高 ま りつつあ り、加 えて情報通信

技術の進展、経済社会環境 の変化等に よ り、我が国の地域情報化 は新 た

な段階 を迎 えてい る。

そこで、郵政省 では、地域社会 を取 り巻 くこれ らの諸情勢の変化 に対

応 し、地域情報化の推進 に関す る総合的 な施策の確立に資す るこ とを目

的 として、5年10月 か ら 「地域情報化 に関す る調査研究会」 を開催 し、

テレ トピア構 想 をは じめ とす る地域情報化に係 る課題の把握 とその対 応

方策等の検討 を行 ってきたが、6年3月 に中間報告 が とりまとめ られた。

本報告書 では、5年12月 に地方公共団体等 を対象に行 ったアンケー ト

調査等の結果明 らか になった地域情報化 の現状 と動 向を踏 まえ、地域 情

報化の円滑 な推進 のために早急に講ずべ き対応方策 として、①小規模 市

町村等に対す る支援の充実等均衡 ある地域情報化 の推進、②広域的 な連

携による地域間のネッ トワー ク化の推進 、③ ソフ ト面 での支援 の重視 等

生活者 ・利用者の視点に立 った施策の重点的 な推進、④異 なるメディア

間の相互 連携等 に よる情 報通信関連事 業の経営改善、⑤マ ルチ メデ ィ

ア ・パイロッ トモデル事業(新 世代通信網パ イロッ トモデル事 業)等 の

成果 を踏 まえた先導的な取組 の支援が提 言 されてい る。

なお、本調査研 究会 では、今後 、地域情報化 に関す る技術動向 と将来

展望及び これ らを踏 まえた新 たな地域情報化施策の展開等 について調査



一168一 第2章 情報通信政策の動向

研究を行 うこととしている。

(4)地 方拠点都市地域の整備

地方の自立的成長の促進 と国土の均衡ある発展 を図る目的で、4年8

月に施行された 「地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の

促進に関する法律」により、6年3月 末現在44地 域が地方拠点都市地域

として指定されている。郵政省 としても東京一極集中の是正や地方の活

性化については、情報通信基盤の整備が不可欠であるとの立場から、電

気通信の高度化による地方拠点都市地域の整備 を促進 してい くこととし

ている。

具体的な支援措置としては、以下のことが講じられている。

① テレビ会議、遠隔研修及び高速データ通信等の大容量の電気通信

を行 うための機能を備えた中核的施設(サ テライ トビジネスセン

ター)の 整備事業を行 う第3セ クターに対す る通信 ・放送機構から

の出資及び 日本開発銀行等からの無利子融資。

② 情報通信サー ビス提供関連施設等の整備に対す る日本開発銀行等

か らの低利融資。

③ 産業業務施設(電 気通信業、放送業に係 る事務所及び研究所を含

む)に 係 る税制特例。

④ 地方拠点都市地域の電気通信の高度化の促進のための調査。

⑤ 民活法施設整備事業の推進

民活法(民 間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関す

る臨時措置法、昭和61年 施行)は 、民間事業者の能力を活用して社会経

済の基盤の充実に資する特定施設の整備 を図ることにより、内需の着実

な拡大 と地域社会の活性化等に寄与することを目的としている。

支援措置 としては、日本開発銀行等からの無利子融資、低利融資及び

税制の特例措置等が講じられている。
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テ レコム プラザ(富 山市民 プラザ)

郵政省が所 管す る特定施 設 としては、 テ レコム ・リサーチパー ク(電

気通信研究開発促進施設)、 テ レコムプラザ(電 気通信高度化基盤施設。

映像 ソフ ト交流促進施設 を含 む)、 マルチ ・メデ ィア ・タワー(多 目的電

波利用基盤施設)、 テレポー ト(衛 星通信高度化基盤施 設)及 びこれ と一

体的に設置 され るインテ リジェン トビル(特 定高度情報化建築物)、 特定

電気通信基盤施 設及 びこれ と一体 的に設置され るインテ リジェン トビル

(特定高度情報化建築物)の5類 型があ り、6年3月 末現在 、17施 設が認

定 されてい る。

5年 度においては、東京テ レポー トセンターにつ いて、第一次補正予

算 一第三次補正予算で総額3億2千 万円 の拡充が認め られた。

⑥ 人材研修事業の推進

通信 ・放送分野の技術 者等 の能力の向上 を図 る措置 を講ず ることによ

り、 ソフ ト面 におけ る情報通信基盤の充実化 を図 り、情報社会の健全 な

発展 に寄 与す る 目的で、3年6月 に施行 された 「電気通信基盤充実臨時
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措置法」に基づ く人材研修事業が実施されている。

事業の概要 としては、通信 ・放送技術の研修 ・実習の実施、電気通信

システムの設計及び放送番組の制作の実践指導等が講 じられる。

支援措置 としては、日本開発銀行等からの無利子融資、通信 ・放送機

構からの出資、また、税制優遇措置として、民間企業か らの出えんにっ

いては、同事業 を公益法人が行 う場合、基金に係 る負担金の損金算入の

特例等が実施 される。

事業の認定に関しては、札幌市の「株式会社北海道テレコムセンター」

(3年 度認定)、金沢市の「株式会社北陸メディアセンター」(4年 度認定)

が認定 されている。

σ)大 阪湾臨海地域の開発整備

4年12月 に施行 された大阪湾臨海地域開発整備法に基づ き、世界都市

にふさわしい機能と住民の良好 な居住環境等 を備えた地域 として大阪湾

ベイエ リア(大 阪湾臨海地域及び周辺地域)の 整備に関す る総合的な計

画が策定、実施 されることとなっている。

郵政省は、国土庁等主務7省 庁の1つ として、大阪湾臨海地域(3府

県41市町村)及 び関連整備地域(7府 県250市 町村)の 指定(5年8月)、

整備等の目標、公共施設等の整備等を内容 とする基本方針の決定(5年

10月)を 行った。

また、大阪湾臨海地域開発整備法に基づ く承認計画の開発地域におい

て、情報通信関連施設等中核施設の整備を促進するため、6年 度税制改

正において、「大阪湾臨海地域開発法関連税制」の創設が認められたほか、

日本開発銀行からの無利子融資及び低利融資 として 「大阪湾臨海地域中

核的施設整備」が創設された。

(8)地 域振興のための電波利用

郵政省では、電波を利用 して地域社会の活性化及び地域住民の生活向
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上 を図ることを 目的 として、昭和63年 か ら各地 方電気通信監理局 を中心

に 「地域振興の ための電波利用プ ロジェク ト」を推進 して いる(第2-1

-4表 参照)。

モデル地域に おけ るニー ズ調査 、 システムの技術的実験 等を踏 まえ、

各地域特有の電波利用ニー ズの掘 り起 こ しと、システムイ メー ジの構築、

さらにそのシステムの実用化 を目指 してお り、これ までにスキー指導用

第2一 暦一4表 電 波利用 プ ロジ ェク トの5年 度 の検 討テ ーマ

局名 検 討 テ ー マ 主 要 な 検 討 シ ス テ ム

北海道 無線呼出端末の高度利用 ポケベ ル の 高度 利用(ホ ー ムセ キ ュ リテ ィ、

独 立老 人 対策 等)

東 北 地 方 の 地 域 活 性 化 施 策(ノ ル

ディック ・キャンパ ス構 想)に お

ける電波の活用

施設監理 ・運営、 イベ ン ト等の円滑な運営及

び利用者への各種情報の提供 のためのシステ

ム

地方都市 における電波の共同利用 MCAシ ステムによる移動通信システム

関 東 地域住 民 ・観光客への情報提供 コ ミ'ニ テ ィーFM等 を利 用 した情 報提 供

信 越 大規模 イベ ン トにおけ る電波利用 イベ ン ト来場者への各種情報 の提供

学校教育現場におけ る電波利用 教育現場の画像伝送システム

北 陸 参観地域におけ る電波利用 山間地域での災害の防止、地域産業振興のた

めの情報通信 システム

福祉分 野での電波利用 高齢者 ・身体障害者の野外活動に資す るシス

テム

東 海 伊勢湾地域におけ る電波利用 ベ イエ リア開発に適 した電波 システム

近 畿 近未来都市におけ る電波利用 新情報通信 システム

中 国 広島ア ジア大会 における電波利用 大規模競技会 に適 した情報通信 システム

四 国 広域救急医療におけ る電波利用 「医療の空 白」 を埋め る広域救急 医療無線

ネ ッ トワー ク

九 州 離島における電波利用 地理的に本土 と隔離 している有人離島におけ

る電波システム

沖 縄 各種 イベ ン トの ための電波利用 共 同利用移動通信 システム、放送 システム
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無線 システム ・観光地情報 システム ・市町村 防災行政無線高度化 システ

ム等が導入 されている。

地方において陸上で利 用で きる比較 的小規模 な共 同利 用型の電波利用

システムの需要が高いこ とか ら、 これ らの需要 に対処す るため、5年1

月に地域振興用の陸上移動通信 システム を制度化 した(第2-1-5図

参照)。 本 シス テムは、地域振興 におけ る電波利用のニー ズは、各地域に

おいて様 々であるこ とか ら、全 国的 に規定す る部分 を必要 最小限 に止め、

地域の実情 に応 じて柔軟 なシステムが構築 で きるように配慮 してい る。

これ までのプ ロジェ ク トの実施の結果、 電波利用基盤 とい うべ き汎用

性 のある無線 システムの ニー ズが高い ことが明 らかになったこ とか ら、

6年 度にお いては、地域の電波利用基盤 の実態、ニー ズを踏 まえ、全国

的 に普及が望 ましい電波利用 基盤 の導入方策 につ いて検 討 を行 うことと

してい る。

　　コ チ 　せ
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3宇 宙通信政策の展開

(1)パ ー トナーズ計画の推進

電波伝搬実験や衛星通信等の共 同実験 を通 じて、技術移転 ・技術交流

を行い、 国際協力の促進 を図 るこ とを目的 とするパー トナー ズ計画 は、

我が国においては郵政省 と宇宙開発事業団が中心 となって4年 度から推

進されてお り、アジア ・太平洋地域の開発途上 国 との間で、技術試験衛

星V型 を用 いて、衛星通信 回線構築のための電波伝 搬特性実験 、遠隔教

育、遠隔医療等の共 同実験 を行 っている。

5年 度 においては、赤道近傍地域 におけ る地磁気 と電離層の電子密度

の相関関係 の把握 に基づ き衛星電波の伝搬特性 を解析 す る実験等 を実施

した。

② 衛星遠隔医療 システムの検討

パー トナー ズ計画 の医療実験成果 を踏 まえて、開発途上 国における医

療活動の改善、向上 を図 るための衛星遠隔医療 システムの構築 に向けて

のあるべ き姿 を検討 するため、5年9月 か ら 「国際衛星遠隔医療 システ

ムに関す る調査研 究会」 を開催 している。

本研究会 においては、遠隔医療 システム、衛星遠隔医療 システムの現

状 と将来動 向を調査す る とともに、開発途上 国を対象 とした衛 星遠隔医

療システムのあ るべ き姿 と方策 を探 るこ ととしてい る。

(3)宇 宙通信システムの信頼性向上策 の検討

通信 ・放送分 野におけ る衛星利用が進み、宇宙通信 システムは社会に

とって不可欠な もの となってお り、 これ らに発生す る不具合 は、社会経

済活動、国民生 活に重大な影響 を与 えるもの である。

宇宙通信 システムの信頼性の 向上 を図 るためには、生 じた不具合の原

因を明確 に し、その分析 ・検討結果 をその後 の衛星 の開発に生かす こと

はもとよ り、将来的には衛星通信 システム全体 として信頼性の向上 を図
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る機能分散化、宇宙空間における不具合部分の復旧作業 も考えられる。

このため、郵政省では4年12月 から 「宇宙通信システムの信頼性向上に

関する調査研究会」を開催 し、宇宙通信システムの信頼性向上方策の検

討を行 ってきたが、6年3月 報告書が とりまとめられた。

本報告書では、今後の宇宙通信システムの信頼性の向上を目的とした

不具合の発生率の低減、不具合の被害の抑制、不具合の解消の3つ の観

第2-1-6図 ク ラス タ衛星 シス テム と静止 軌道 サ ー ビス衛 星 シ ステム

○クラス タ衛 星 システム

一 興響 興'1

静止編髄 ～
同一 軌 道 位 置(数10km～10数km間 隔)

一ざ

1機 障害にな って も

4/5の 容量 を確保 で きる

・打上 げ、運用 リス クの分散
・需要 に対応 した柔軟 な打上げが

、
＼ 可能

静止衛星軌道

ユーザー局

ノ外

ノ

●000.
o

O静 止軌道サービス衛星

糟麗 換

匿ヨ卿

無
/__

・不用衛星の軌直外投棄

GSV:静 止軌道サービス衛星

モニタ画面を見ながら不具合状況診断、遠隔操作を行う。
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点か ら、①衛星状態監視 ・不具合解析技術、② クラスタ衛星(注Dシステム

技術、③静止軌道サー ビス衛星(注2)技術の3技 術 に着 目し、それぞれにっ

いて検討すべ きシステム及 びその推進体制 を提案 してい る(第2-1

-6図 参照)。

4生 活者 ・消費者重視の情報通信政策の展開

(1)消 費者重視の視点に立った政策の推進

ア 総合的な消費者行政の推進

経済大国として既に経済的豊かさを実現した現在、国民生活のより一

層の充実を図るためには、消費者保護の観点が重要であ り、消費者保護

について行政の積極的な対応が求められている。

郵政省では、郵便局モニター制度の実施、電気通信サービスに関する

消費者相談窓口の設置等郵政事業、情報通信行政両面にわたって、消費

者保護の施策を積極的に推進しているところであるが、今後消費者行政

をより効率的 ・効果的に推進するため、全省的 ・統一的視点から総合的

に消費者行政を推進することとしている。

イ 電気通信モニター制度の創設

郵政省では、6年 度から電気通信サービスの利用をめ ぐる諸問題につ

いての消費者の意見 ・要望等を把握 し、これを踏まえて、消費者がより

安心 して電気通信サービスを利用することができる環境 を整備するた

(注1)同 一 軌道上 に複数 の小 型衛 星 を配 置す るこ とに よって、 大型衛 星 と同等 の

機 能 を実現 す る分 散衛星 であ り、障害 に対 す る衛星 通信 シ ステム全 体 として

の信頼 性 を高め るこ とが可 能 とな る。

(注2)衛 星 に対 す る適切 な運用 支援 や衛星 の不 具合 発生 へ の適 切 な対処 等 に有効

な静 止軌 道に関 す る映像 情 報等 の取得 、静 止軌 道 に存在 す る不 要衛 星や デ ブ

リ(宇 宙 に漂 って い る不用 物体)の 軌道外 投棄 、展 開で きな い太陽電 池パ ドル

の展 開等 の単純 な不具合 の復 旧、等 に必要 な機 能(高 性能 カ メラ、作業 用アー

ム等)を 有 す る衛 星 で あ る。
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め、全国の電気通信サービスの利用者か ら電気通信モニター を選定 し、

各地域でモニター会議を行 うとともに、モニターに対 してアンケー ト調

査 を実施することとしている。

(2)高 齢化社会への対応 と福祉社会の実現

ア 通信 ・放送身体障害者利用円滑化事業の推進

社会経済の情報化が急速に進展するなかで、身体に障害をもつ人々は

通信 ・放送サービスを十分に利用できない現状にある。このような現状

を踏 まえ、身体障害者がテレビなどの通信 ・放送サー ビスを十分に受け

られるようにするため、5年9月 「身体障害者の利便の増進に資する通

信・放送身体障害者利用円滑化事業の推進に関する法律」が施行された。

この法律に基づいて、字幕番組、解説番組の制作等の通信 ・放送身体障

害者利用円滑化事業への支援が、通信 ・放送機構を通 じて実施されてい

る。

イ 身体障害者 ・高齢者用情報通信システムの研究開発

21世紀の高齢化社会に対応 した情報通信基盤の構築 を円滑に遂行 し、

身体障害者や高齢者が便利に安心 して暮 らせる生活環境 を実現するた

め、身体障害者 ・高齢者のための情報通信システムの研究 ・開発を行 う

ための研究施設の整備が5年 度第三次補正予算で認められた。

具体的には、通信 ・放送機構が郵政省の出資を受け、外出が困難な寝

たきり老人等が家庭にいながらに して、健康診断や介護支援を受けるこ

とを可能 とする「遠隔健康相談システム」、聴覚等が不 自由な高齢者等が

デジタル補聴技術等により健常者 と同様に、自由に高度なコミュニケー

ションを可能にするシステムに、用途に応じて、俳徊老人等の位置を特

定する機能、疾患のある高齢者等が緊急時に屋外からセンター等に通報

する機能 を付加する 「高齢者通信 ・広域緊急通報 ・位置探査 システム」

等の研究 ・開発を行 うこととしている。
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ウ 高齢者や身体障害者のための情報通信技術等の調査研究

郵政省では、高齢者や身体障害者が盾報通信の恩恵を享受できるよう

な情報通信システム等の実現に必要な技術やその技術開発推進方策につ

いて検討するため 「高齢者や身体障害者のための情報通信技術に関する

調査研究会」を開催 し、5年6月 調査研究報告書がとりまとめられた。

報告書では、 まず各人の障害等により生 じるアクセス能力(発 声能力

や聴力)の不足を補助、代替するシステム機能を提案 している。例えば、

聴覚障害者のために電話の相手の音声を文字で表示するようなシステム

機能が挙げられてお り、音声認識技術等それ らシステム機能の実現のた

めの技術の開発が今後必要であるとしている。また、高齢者や身体障害

者特有の利用目的に特化 した情報通信システムとしては、例えば、視覚

障害者のために屋外で、現在位置 ・進行方向などの情報を携帯端末から

音声で知 らせ る行動誘導システムを提案 している。

さらに、これら高齢者'身 体障害者のための情報通信システムの実現

にあたっては、特に開発コス トの負担軽減を図る一方、医学、心理学、

社会学など幅広い分野での学際的な研究開発アプローチやユーザ と開発

者間の情報交流の確保が特に重要であるとしている。

また、6年 度においては、高齢者が便利で安心して暮 らせ る生活環境

を実現するため、高齢化社会における情報通信の役割 とその整備方策を

検討し、高齢化社会に向けた総合的な情報通信施策に資す るため、「高齢

化社会における情報通信の在 り方に関する調査研究会」を開催すること

としている。

5災 害対策の推進

(1)総 合的な災害対策の推進

災害対策は、地震 ・台風等に伴 う災害が多発する我が国にとって、積
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謹 懸義

災害復旧(奥 尻島)

極的に取 り組むべ き重要課題である。

郵政省は、通信 ・放送や、郵政事業に関して、従来よ り被災状況の把

握、防災通信及び緊急警報放送の普及促進 を図るとともに、災害時にお

ける通信料の減免、救助用の郵便物等の料金の免除等、速やかな復旧を

支援する施策等 を通 じて積極的に災害対策に取 り組んでいるところであ

るが、災害時において通信、放送及び郵便等情報通信の果たすライフラ

インとしての役割の大 きさに鑑み、今後災害対策への取組をより効果的

に推進するために、全省的 ・統一的視点から総合的に推進す ることとし

ている。
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② 情報通信 の安全 ・信頼性の確保

ア 信頼性向上施設整備事業の推進

昭和60年 の電気通信事業法施行 以来、競争環境の下、ネ ッ トワー クの

高度化、ネ ッ トワー クの相互接続が進展 し、様 々な電気通信サー ビスが

提供 されている。 この結果、国民生活、社会経済活動は ます ます電気通

信に依存す るよ うになって きてい る。

このような中で、災害等 によ り電気通信網 に障害が発生 した場合、社

会への影響が大規模 、複雑化す ることとなる。

このため、5年8月 、電気通信 基盤充実臨時措置法(3年 施行)の 一

部 を改正 し、収益性 に結 びつ きに くい、高度な信頼性実現 のための施設

を整備す る事業 を政策的 に支援す る制度 を創 設 した。

本支援制度の対象 となるのは、郵政大 臣の認定 を受 けた信頼性向上施

設整備事 業(信 頼性 向上施設 を整備す る事業)で あ り、税制支援措置、

日本開発銀行等に よる無利子及び低利融資、通信 ・放送機構に よる債務

保 証の各支援が行 われ ることとな る。

なお、6年3月 末現在 で、7事 業者が事業実施計画の認定 を受 けてい

る。

イ ネ ッ トワークの発展動向を踏 まえた安全 ・信頼性の向上

郵政省 では、情報通信ネ ッ トワー クにおける安全 ・信頼性対策 を電気

通信事業者等が 自発的に実施することに よって、ネ ッ トワー クの安全 ・

信頼性の向上 を図るこ とを目的 として、昭和62年 「情報通信 ネ ッ トワー

ク安全 ・信頼性 基準」 をガイ ドラインとして制定 している。

今般、最近の 自然災害、事故 等によるネ ッ トワー ク障害の状 況及びネ ッ

トワー クのデジ タル化、インテ リジェン ト化、広帯域化等の発展動向 を

踏まえ、今後 のネ ッ トワー クの安全 ・信頼性対策の在 り方について検 討

を行い、本 ガイ ドラインの見直 し等に資す ることとし、6年2月 か ら「情
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報通信ネットワー クの安全 ・信頼性に関する研究会」を開催 している。

(3)災 害に関する情報伝達システムの開発

ア 都市向け高度防災同報無線システムの開発

現在、多くの市町村で整備されている防災同報無線 システムは、主 と

して音声により、市町村内の出先機関等に設置された受信設備等で災害

情報等を伝達す る方式であることから、近年、住宅の高層化、密集化の

進む都市部では、情報の聴取が困難であるなど、都市部における無線シ

ステムの見直しを図る必要が生 じている。

このような現行の防災同報無線システムについて、住民に災害情報等

をより正確 ・迅速に伝達するため、郵政省では、4年7月 から 「都市に

おける高度防災同報無線システムに関する調査研究会」 を開催 し検討を

行ってきたが、6年3月 最終報告がまとめられた。

同報告書では、市町村防災行政無線の現状 と問題点を指摘するととも

に、小電力再送信子局、 ミニ子局、据え置き型文字表示子局等の新シス

テムと従来のシステムを組み合わせ ることにより、その市町村に最も適

した同報無線システムを構築することが可能であるとしている。

なお、5年8、9月 には、文字表示機能端末等の高度防災同報無線シ

ステムの実証実験を実施 し、その技術面及び運用面での課題、効果等に

ついて検証 した。

イ 災害情報緊急伝達システムの構築

地震は発生から秒単位で、津波は分単位で襲 って くる災害であり、こ

れら災害の発生情報 を直ちに防災関係機関 ・企業 ・住民等に伝達す るこ

とができればその被害を最小限にとどめ ることが可能 となると考えられ

る。

そこで、6年 度においては 「災割 青報緊急伝達システムに関する調査

研究」を行い、地震に関する防災情報の伝達における通信 システムの現
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状 と課題 を調査 、伝達 システムへのニー ズの集約 を行 うとともに、 こう

したニーズを踏 まえた地震 に関す る防災情報 を緊急 に伝 達す る通信 シス

テムの在 り方 について検討 を行 うこととして いる。

(4)首 都圏広域地殻変動観測施設の整備

近年、南関東地域 において直下型地震 の発生が懸念 されてお り、地震

関係各機関 ・組織において南関東地域 直下の地震へ の取組が急速に強化

されてきている。

郵政省では、通信 総合研究所 が開発 し、研 究成果 を挙げて きた超長基

線電波干渉計(VLBI:VeryLongBaselineInterferometry)及 び

衛星 レーザー測距(SLR)技 術 を活用 し、1cmの 精度で定常的に地殻

変動の3次 元的変化 を観測 で きる観測施設 を首都 圏の4地 点に設置 し、

首都圏におけ る地震の前兆 を監視す るシステム を整備す ることとしてお

り、5年 度には小金井局 、鹿 島局にVLBI観 測施設の整備 を行 った。

6年 度 においては、 さらに三浦半島局 にVLBI観 測施設の整備 を行 う

そ'萎 爆謬紳
夢唱際賜

VLBl観 測施設(通 信総合研究所)
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第2-1-7図 首 都 圏広域 地殻 変動 観 測施 設の 整備 の 概念 図

電波星からの信号

。、,。ピ._三 浦半島 灘 評 一VLBI魂 ・

・㎝/年 ◇.
踊 躍

～ ・ ヒ米 プ レー ト

§ 眞,・、 ◇
10・m/年10cm/年

プ レー ト境 界で地震発生

こ と と して い る(第2-1-7図 参 照)。

6環 境にやさしい社会の実現

(1)環 境改善 にむけた情報通信の活用

高度情報社会の基盤 として重要な役割を果たす情報通信は、国民生活

や事業活動を変化 させ、環境問題への対応を実現するための有効な手法

となりうるものであり、情報通信の活用等情報化による省資源 ・省エネ

ルギーなど国民生活や事業活動をはじめ とする環境負荷の少ないライフ

スタイルの変化などの分野で環境保全に貢献することができると期待さ

れている。

このような観点から、郵政省では、6年2月 か ら 「情報通信 と環境問

題に関する調査研究会」を開催 し、環境への負荷の総合的低減に資する

情報通信の活用について検討するとともに、情報通信の活用による国民

生活や事業活動の変化が環境保全に貢献す る効果について具体的な検討

を行 っている。
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さらに、テ レビ会議 システムにつ いて、5年4月 の景気対策の中で投

資促進 のために創設 された高度省力化 投資促進税制の対 象設備 として認

め られた。

② 環境監視のための技 術開発

地球 的規模 の気候変動 の メカニズム を解 明す るため、地球の水 ・熱の

収支 ・循環 を支配す る熱帯域 の降雨の状況 を観測す るこ とが世 界的 に緊

急かつ重要な課題 となっている。

9年 度打上 げ予定の熱帯降雨観測衛 星(TRMM)は 、世 界で初めて

降雨観測 レーダー を搭載す る衛星 であ り、 日米共同プロジェク トとして

その開発が進め られてい る。現在、郵政省通信総合研究所 と宇 宙開発事

業団が協 力 してTRMM搭 載用降雨 レー ダーの開発 を行 ってい る。

また、地球 的規模の気候変動 メカニズムの解明には、長期間にわた る

デー タの蓄積 が必要 であ ることか ら、観測 の継続 を確保 す るための後継

機の打上げが求め られてい る。 このため、熱帯降雨観測の継続 と観測機

蜘 、

熱帯降雨観測衛星(TRMM)
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能 の高度化 ・多様化 を図るためTRMM後 継機 であ る次世代 熱帯 降雨観

測衛 星の搭載 センサにっ いて、6年 度 に搭載用 ミッシ ョン機器 の概念設

計等 を行 うこ ととしてい る。

その他 に も、 オゾ ン等 の大気 中に微 量 ガス成分 を計測す る技術、上空

の風 ・気温等 を計測す る技術、航空機 か ら地表面 を高精 度 に観測す る技

術等の電波や光 を用 いた地球環 境計測 技術 の研 究開発 を拡 充 して実施す

るこ ととしてい る。

このほか、郵政省通信総合研 究所 では、今 後 日本 の宇宙開発が本格化

し、活発 に有人宇宙活動 の展開が予想 され るこ とか ら、その安 全 を確保

す るための 「宇宙天気予報 システム」 の研究 開発 を昭和63年 度か ら開始

している。

(3)環 境 にや さしい郵政 事業の推進

郵政事業 自らが、多 くの資源 ・エネル ギー を消費 して いる との問題意

識に立 ち、事業活動 その ものの環境負荷 の低減 を図 るとともに、全 国2

万4千 の郵便局 ネ ッ トワー クの活用に よって、 国民 と一体 となった環境

・き

論 癬 議瀧

電気自動車
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宇宙天気予報

地球大気の外側の宇宙空間には、字宙機器や人体に影響 を及ぼす危険な

粒子や放射線が飛び交っている。ひ とたび太陽フレア(太 陽表面の爆発)

が発生すると、X線 や高エネルギー粒子線による宇宙機器への影響や人体

への危険は増大する。

そこで、宇宙で活動する宇宙機器や人体 を守るため、21世 紀の実現に向

けて通信総合研究所平磯宇宙環境センターで 「宇宙天気予報システム」の

研究開発が進められている。

宇宙天気予報により、太陽の活動 と関係 した字宙環境の変化 を地上の観

測網や人工衛星の観測データから素早 く予測 し、宇宙基地などに伝えるこ

とが期待 される。

太陽と地球の問の宇宙環境
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問題への対処 を図 るこ とが重要 になって いる。

郵政事業 にお いては、低公害車の試行配備 と して、5年 度末 までに、

電気 自動車49両 、 メタノー ル 自動車1両 の導入 を行 って きてお り、今後

ともこの試行 配備の拡充を実施す る とともに、郵便 物輸送にお いて も、

現在 、 自動車及 び航 空機 を主体 としてい るとこ ろであ るが、排 気ガスの

総量 を削減 し、環境保全に資す るため、送達 速度の確保 が可能 な区間で、

かつ、荷量が ま とまる場合 につ いては、可能な限 り、鉄道 コンテナの利

用拡大 を図るこ ととしている。

また、郵便 葉書の再生紙の利用については、5年 度 においては、新た

に暑 中見舞用郵便葉書等5種 類の葉書に再生紙 の活用 を拡大 した。6年

度にお いては、更に絵入 り葉書等4種 類 につ いて再生紙活用 の拡大 を予

定 してお り、 これに より、年賀葉書、通常 ・往復葉書 を除 く官製葉書の

再生紙化が実現す るこ ととなる。

さ らに、郵便局 ネ ッ トワー クの環境 問題へ の活用 につ いては、寄附金

付年賀葉書 ・年賀切手及び寄附金付 き広告つ き葉書(グ リー ンエ コー)

の販売 によって集 まった寄附金 を、地球環境 の保全の ため の事業 を行 う

団体 に配分 し、地球環境保全事業 を支援 して いる。

また、国際 ボランティア貯金 にかか わる寄附金 につ いて も、環境保全

事業 を行 うNGOに 対 して配分 の対象 とし、海外援助 に役立て ている。

7電 気通信産業振興のための環境整備

(1)6年 度税制改正について

電気通信分野に関する6年 度の税制改正については、「新世代通信網促

進税制」が拡充され、特別償却対象設備に新たに光ファイバ等が追加さ

れたほか、第一種電気通信事業者による設備 のデジタル化 を促進するた

めの「第一種電気通信事業者の固定資産税の特例措置」、大阪湾臨海地域
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開発整備法の開発地 区において、整備計画に基づ く情報通信関連施設等

中核施設の整備 を促進す るための 「大 阪湾臨海地域開発 法関連税制」 が

それぞれ創設 され るな どの改正が行 われた(第2-1-8表 参照)。

②6年 度無利子融資 につ いて

地方公共団体の出資 または拠出に係 る法人(第3セ クター)が 行 う民

活法対象事業者等に対 して行 われ る無利子融資(Cタ イプ)に ついては

新たに、「大阪湾臨海地域 中核的施設整備事業」等 を追加 ・拡充す ること

としている(第2-1-9表 参照)。

③6年 度財政投融資につ いて

日本開発銀行等の融資対象 として、本格的 なハイ ビジ ョン放送の実施

に向けて、ハイ ビジ ョン放送番組の質 的 ・量的充実 を図 ることを目的 と

する「ハ イビジョン番組制作 設備の整備」、放送番組 を制作す るために使

用す る放送番組素材 を収集 ・制作及び保管 し、放送番組の制作 の用に供

する事業 に対 する 「放送番組素材利用促進事業」、「大阪湾臨海地域中核

的施設整備」 を新 たに創設 し、「省力化 設備投資促進」(制 度適用期 限5

年度末)を 存続す るこ ととしている(第2-1-10表 参照)。

通信 一放送機構 においては、産業投 資特別会計か らの出資 を原資 とし

て、継続事 業である 「人材研修事業」、 「地方拠点都市地域の電気通信 高

度化促進事業」及 び 「有線テ レビジ ョン放送番組 充実事業」に対す る出

資事業のほか、さ らに新規事業 として、「放送番組素材利用促進事業」に

対す る出資事業 を行 うこととしてい る。

(4)基 盤技術研 究促進セ ンターの 出融資 について

基盤技術研究促進セ ンター(以 下 「セ ンター 」とい う。)は 、民間にお

いて行われ る電気通信及び鉱工業に係 る基盤技術 に関す る試験研究 を促

進するための機関 である。 センターは、産業投資特別会計か ら出融資 さ

れ る資金 を原資 として、民間が行 う試験研究 に必要 な資金 を供給す るた
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第2-1-8表6年 度 情報 通 信分 野 に おけ る主 な税 制 改正 の概 要

項 目 内 容

1第 一種電気通信事業者の新

規取得資産 に係 る固定資産税

の特例措置の創設

「新規 に取得 したデジタル設備」

(固定資産税の課税標準3/4、 取得後5年 度分)

2大 阪湾臨海地域開発整備法

関連税制の創設

「大 阪湾臨海地域開発整備 法に基づ く開発地区におい

て整備 され る中核的施設」
・国税

(特別償却率:12%)
・地方税

(特別土地保有税非課税、事業所税資産割1/2・

新増設非課税)

3新 世代通信網促進税制 の延

長 ・拡充

・国税

中継系光 ファイバーケーブル、低 速対応型同期 デジ

タル伝送装置、複合通信変換装 置、通信網制御装置

(特別償却率:20%)
・地方税

光 ファイバーケー ブル、同期 多重デ ジタル伝送装置、

複合通信変換装置、通信網制御装置

(固定資産税の課税標準2/3、 取得 後5年 度分)

4一 般放送事業に係 る事業税

の軽減措置の存続

6年 度か ら9年 度までに開始する各事業年度において、

通常の方法に より算定 した所得か ら、当該 所得に次表

の割合 を乗 じて計 算 した金額 と350万 円のいずれか多

い金額 を控 除 した金額 を事業税の課税標準 とす る。

課 税対 象期 間 割 合

6年 度中に開始 する各事業年度

7年 度中 に 〃

8年 度中に 〃

9年 度 中に 〃

1/2(3/7)

3/7(1/3)

1/3(1/4)

1/6(1/8)

※表中の()内 は、所得金 額が前事業年度 に比 し、

増加 した場合、 その増加 した額 に対 す る割合

5そ の他

(1)メ カ トロ税制の延長・拡充

② エネ革税制の延長

(3)技 術等海外取引に係 る所

得の特別控除

(4)電 線類地中化税制の延長

㈲ 民活税制の延長

(6}多 極税制の延長

⑦ 拠点法関連税制の延長

2年 間

2年 間

2年 間

2年 間

2年 間

2年 間

2年 間



第2-1-9表 情報通 信分 野 に おけ るNTT-Cタ イ プ無 利子 融資制 度の 概要

項 目 対 象 地 域 対象資金 融 資 比 率 等
融資期間(据 置期間)返済方法

適用金利

テ
レ
ト
ピ
ア
指
定
地
域
内
事
業

ビデオテックス施設整備事業

地域通信システム施設整備事業(地 域総合ディジタル通信
施設整備事業 を含む)

情報処理型及び放送型有線 テレビジョン施設整備事業
(ケープルテレビ施設高度化 ・効率化促進事業を含む)

地域共同利用無線ネットワーク施設整備事業

ハイビジヨン施設整備事業

放送番組普及センター施設整備事業
(放送番組素材利用促進事業を含む)

ふるサットセンター施設整備事業

テレトピア指定地域内
に限る

直接工事
費
ただし、
土地取得
費、土地
造成費及
び運営費
は除 く

区 分
T
融資比率 [融資期剛

15年以内

[据置期間]
3年 以内

[返済方法]据置期間後元本均

等分割返済

[低利融資の適用金利]既 存融資制 度
の

3/4(た だし、3.5%
を下限 とする)。

首都圏整備法による既
成市街地、近畿圏整備法
による既成都市区域、

名古屋市の旧市街地

25%以 内

r

首都圏整備法による近
郊整備地帯、近畿圏整
備法による近郊整備区
域、中部圏開発整備法
に よる都市整備 区域
(名古屋市の旧市街地を除 く)

37.5%
以内

1その他の地域 50%以 内

民
活
法
施
設
整
備事

業

テレ コム ・リサー チパー ク

テレ コムプ ラザ
(映像 ソフ ト交流促 進施 設整備事業 を含 む)

マ ルチ ・メデ ィア ・タワー

テレポー ト及び インテ リジェ ン トビル 〔IB)整 備事業

特 定電気通 信基盤 施設 及びIB整 備 事 業

特に限定はない

ハ イ ビジ ョン ・システ ム地域整 備事業 ハ イビジ ョン ・シテ ィ

指 定地域 内に 限る

通信 ・放送共同開発事業 特に指定はない

竃気
通信
基盤
充実
事業

高度通信施設整備事業

信頼性向上施設整備事業
人材研修事業

特に限定はない

地方拠点都市地域の電気通信高度化促進事業 拠点法の承認計画に係
る拠点地域内に限る

特定研究開発基盤施設整備事業 特に限定はない

有線テレビジョン放送番組充実事業 特に限定はない

大阪湾臨海地域中核的施設整備事業 ベイェ リア法の承認計
画に係る大阪湾臨海地
域の開発地区に限る。

注: 部分の項 目が平成6年 度に追加されたもの。詳細は今後検討される。
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第2-1-10表6年 度情 報通 信分 野 に おけ る財 政投 融 資制 度の 概要

日本開発銀行一般枠
対 象 事 業 金利及び融資比率

.大 項 目1噸 目 小項目

情報・通信基盤
整備

情報処
理 ・通
信振興

1電 気通信 高度利 用基盤整備

(1)第 一種電気通信事業 用通信 システム
併設外国方式 自動 車 システム
セル分割方式 自動車 システム

伝送路地 中化
無線呼出 し 県域 内
無線呼出 し 県域超

② 第二種 電気通信事業用通信 システム
県域内
県域 超
県域 超 ・安 信付 き

(3)電 気通信 システム設計
(4)電 気通信安全対 策整備促進

・デー タ通信バ ックア ップセ ンター
・電気通信安全管理 シ ステム

うち集 中管理 システム ・暗号化 シス テム
⑤ 情報通信利用機会 均等整備

・障害者等に配慮 した システムの新設に係 るもの

その他の もの

特 利 ㈲ 、40%

特 利 ⑤ 、50%

特 利(5)、50%

(注2)、40%

特 利(4)、40%

特 利 ㈲ 、40%

基 準 、40%特 利
(4)、40%

特 利 ⑤ 、40%

特 利 ㈲ 、40%

特 利(4)、40%

特 利(3)、40%

特 利(4)、40%

特 利(4)、40%

特 利 〔3)、40%

2放 送高度利用基盤整備

(1)放 送 型CATVシ ステム
放送 型CATV施 設
CATV番 組 供給施設 通信衛 星利用

〃 その他

② 放送事 業の整備(テ レビジ ョン ・FM)
多重放 送設備 の整備(3)
・文字放 送
・ファ クシ ミリ放 送

(4)コ ミュニティ放送施 設整備事業

都市受信 障害解消 の促 進(5)
うち電波 吸収体、SHF

(6>ハ イビジ ョン基盤整備
・ハ イビジ ョン ・シス テム地域整備事 業

・ハ イビジ ョン番 組制作設備の整備

⑦ 放送番組普及 セ ンター施設整備事業
放送番組素材利 用促 進事業(8)

特 利(4)、40%

特 利 ⑤ 、40%

特 利(4)、40%

特 利 ③ 、40%

特 利 〔4)、40%特

利 ② 、35%

特 利(3)、40%

特 利 ③ 、40%

特 利(4)、40%

特 利(4)、40%特 利

(4)、40%特

利(4)、30%

特 利 ③ 、40%

3通 信 ・放 送高度化促進

(1)衛 星 通信 ・衛星放送施 設等整備

:離灘繍 叢羅 難 翻
・衛星 管制施設(民 聞)
・衛星放 送受 信 システム

(2)周 波数 の有効 利用促進
(3)電 婆地下利用普 及基盤施 設整備促 進
(4) 通信 ・放送共 同開発事業

特利㈲、40%
特利⑤、40%
特利(5)、40%
基 準、40%
特利〔4)、40%
特利(4)、40%

(出資 のみ)

4情 報処理 ・通信 システム化促進
(1)い わゆ るVAN及 び情報処理型CATV

いわゆ るVAN県 域内
〃 県域 超
〃 県域超 ・安信付 き

情報処理型CATV
② ビデオテ ックス事 業関連 システム
(3)轡鱗 撃羅蕪 看♂痛 瀦灘

を含 む)
(4)電 磁環 境整備促進

(電磁環 境対策促進 を含 む)(
5)OSI対 応情報処理 ・通信 システム

基 準 、40%

特 利(3)、40%

特 利(5)、40%

特 利(3)、40%

特 利(3)、30%

特 利(4)、40%

特 利 ② 、40%

特 利(4)、40%
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日本開発銀行一般枠
対 象 事 業 金利及び融資比率

大項目 中項目 小項 目

生活 ・
都市基
盤整備

都市開
発

都市機
能 ・産
業基盤
総合整
備

5地 域 高度情報通信基盤整備
(D電 気通信研究開発促進施設整備事業

(テ レコム ・リサーチパー ク)
② 電気通信高度化基盤施 設整備 事業

(テレコム ・プ ラザ)
(映像 ソフ ト交流促進施設整備事業 を含 む)

(3)多 目的電波利用基盤施 設整備事業
(マ ルチ ・メデ ィア ・タワー)

(4)テ レポー ト及 びこれ と一体的 に設置されるイン
テ リジェン トビル整備事 業

㈲ 特定電気通信基盤施 設及びこれ と一体 的に設置
され るインテ リジェン トビル整備事 業

6一 極集 中是正関連
7大 阪湾臨海地域 中核的施設整備

特利⑤、50%

特 利㈲ 、50%

特 利⑤ 、50%

特利⑤ 、50%

特利⑤、50%

特 利(3)、50%特 利
㈲、50%

産業技術振興 新技術
開発

8産 業技術振興(新 技術開発) 特 利⑤ 、50%

国際化 ・産業構
造調整

省力化
設備投
資促進

9省 力化設備投資促進
・労働時間短縮計画を有する者 特 利(4)、50%'
・その他 の事 業者 特利②、50%

日本輸出入銀行(輸 入 ・

投 資)
(製品輸入)
(一般投資)

10電 気通信分野の国際協調の推進
(1)通 信衛星 ・放送衛星の輸入促進
② 通信機器の輸入促進
(3)国 際電気通信事業者の海底ケーブル敷設等海外
事業の促進

(注3)特
利 ⑤ 一 α、70%

特 利 ⑤ 一 α、70%

特 利 ㈲ 一 α、60%

注:1部 分 は平成6年 度に新 設され るもの、下線部分 は制度適用期限(平 成5年 度末)

の撤廃 が認め られた ものである。

2金 利 は原則 として、共 同溝 方式又は単独地 中化 方式が、特利〔5)-0.5%、 自治体 管路方式

又はキャブ方 式が特利(5)-0.25%で ある。 ただ し、3,5%が 下限。

3特 利⑤ か ら引かれる αは、金利情勢や輸 入・投 資の内容及び融資期間 によって変動す る。

めの出融資事業 を行 うほか、国立試験研 究機関 と民間 とが行 う共 同研究

のあっせ ん、海外か らの研究者の招へい等の事業 を行 っている。

5年 度において、新 たにセ ンターの出融資対象 として採択 された案件

は、出資関係が5件(5年 度出資額3.0億 円)、 融資関係 が22件(5年 度

融資額5.9億 円)と なっている。 この うち、電気通信関係 の出資案件 は、

「次世代の移動体衛 星通信 ・放送 システムの研 究開発」、「高能率移動体通

信 システムに関す る試験研究」及び 「超高速ネ ッ トワー ク ・コンピュー

タ統合化 技術 の試験研究」の3件(5年 度出資額1.6億 円、第2-1-11

表参照)、 融資案件は12件 となっている。

また、6年 度 においては、 センター は産業投 資特別会計か らの資金等
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第2-1-11表 基 盤技 術研 究促 進 セ ン ターの5年 度 新規 出 資案 件

(電気 通信 関係)

テ ー マ 名 会 社 名 概 要

次世代 の移動体衛星

通信 ・放送 システムの

研究開発

㈱次世代衛星通信 ・放

送システム研究所

移動体衛星通信 ・放送 システム を実現

するために必要な衛星関連技術 及びポー

タブル型超 小型地球局関連技術 の研究開

発。

高能率移動体通信シス

テムに関す る試験研究

㈱移動体通信先端技術
研究所

次世代の移動体通信 システムにおいて

求め られ る高い通信 品質 と周波数利用効

率 を低 コス ト、低消費電力で実現 させる

ための高能率受信機 システム構築技術の

試験研 究。

超 高 速 ネ ッ ト ワー

ク ・コ ン ピュー タ統合

化 技 術 の 試験 研 究

㈱ 超 高 速 ネ ッ ト ワー

ク ・コン ピュ ー タ技 術

研 究所

構 内あるいは広域 の超高速通信 基盤の

構築 に必要 な各種高速情報装置 とネ ット

ワー クの統合技術 の試験研究。

基盤 技術研究促進セ ンター資料によ り作成

(注)「 超高速 ネッ トワー ク・コンピュータ統合化技術 の試験研 究」は電気通信及び鉱工

業に係 るものである。

(出資209億 円、融資51億 円、 自己資金21億 円)を 原資として、209億 円の

出資事業、72億 円の融資事業を行 うこととしている。

⑤ 新 しい通信 ・放送サービスの振興

高度化 ・多様化する情報通信 に対するニーズに応えてい くためには、

通信・放送分野の新規サービスの展開が必要である。このような新規サー

ビスを支援することにより、情報流通の円滑化 を促進 し、均衡の取れた

情報化の推進を図る目的で、2年 に 「特定通信 ・放送開発事業実施円滑

化法」が制定 された。支援対象事業 としては通信衛星を利用 した移動体

データ通信等の新 しいサービスの提供や既存サー ビスの改善を目的 とし

た通信 ・放送新規事業、広帯域のケーブルテレビ等の地域における電気

通信の高度化のための地域通信 ・放送開発事業、高度な電気通信技術の

企業化や需要の開拓等を行 う通信 ・放送共同開発事業の三事業がある。

支援措置としては、通信 ・放送機構を通 じた出資、債務保証、利子補

給による金融支援及び情報提供面における支援、また、基金に係 る負担
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金の損金算入の特例、無利子融 資及び 日本開発銀行か らの出資等が講 じ

られている。

8外 国の情報通信基盤整備施策の動 向

各国において も、21世 紀 に向けた情報通信基盤の整備 が重要 な課題 と

認識されてお り、情報通信基盤の整備 に向け たビジョンの策定、情報通

信基盤整備 に向け た実験 プロジェ ク トの実施等様 々な施策が行 われてい

る。

ここでは、各 国の情報通信政策 を概観 しつつ、情報通信基盤 の整備 の

向けた施策 を紹介す る。

(なお、本項の記述 は、1994年3月 末現在の状況 を踏 まえた ものである。)

(1)米 国

米国では、1982年 の修正 同意審決(MFJ)に よ り、1984年 にAT&

Tは 、長 距離通信事業者 と7社 のRHC(地 域持株会社)の 下に組織 さ

れ る22のBOC(ベ ル系電話会社)に 再編成 され た。

長距離通信事業については、AT&Tの 分割以降、市内電話加 入者 に

対するイコールア クセスが実現 したこ とも手伝 って、長 距離事業者間の

料金、サー ビス競争が激化 してい る。地域通信事業 は、CAP(競 争 ア

クセス提供事業者)が 、地域通信事業に参入す るとともに、ケーブルテ

レビ会社 も新規通信事業へ進 出す るな ど、地域通信市場 における独 占体

制が崩れ、競争が激 し くな りつつあ る。

ケーブルテレ ビ事業につ いて は、1984年 ケーブル通信政策法が、通信

事業 とケーブル テレビ事業 の兼営 を禁止 してお り、地域電話会社が営業

区域内でケー ブルテレビ事業 を営む ことが できないな ど、地域 内におい

ては、実質的 にほ とん ど独 占かつ非規制 とい う状況になった。このため、

急激な料金値上 げ等が行われ、米国民の不満が高 まったため、1992年ケー
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ブルテレビ消 費者保護及び競争法の改正 に よ り、料金規制 を中心 とす る

ケー ブル テレビ事業者に対す る規制 強化 が行 われた。

その後、電話会社 の映像伝送サー ビス を許可 す るFCCの ビデオ ・ダ

イヤル ・トーン裁定等規制緩和や 電話会社 との競争 を促進す る動 きが相

次 いでい る。

アNlI構 想

米国では、情報通信ネ ッ トワー クの高度化 は米国の産業競争力 を強化

す るため不可欠 である、とい う基本戦略に基づ き、全米 に「情報 スーパー

ハ イウェイ 」を構築す るNII構 想 に積極的 に取 り組んでい る。

NII構 想 は、①相互連結 され た電気通信 ネ ッ トワー ク、②情報機器、

③情報 ソフ ト ・デー タベー ス、④ 人材 で構成 され る情報通信基盤の総合

的 な整備 を進 めよ うとす るものである。

NIIの 導 入に関す る政策 を策定、実施す るため、情報通信政策に関

係す るすべ ての連邦政府機 関によって構成 され る情報基盤 タスクフォー

ス(IITF)が 設置 され、1993年9月 には、「NII(NationalInforma・

tionInfrastructure:全 米情報基盤)に 関す る行動 アジェンダ 」を発表 し

てい る。

このNIIの 促進 に よ り、米国が直面す る広範囲の経済 ・社会 問題の

解決 に大 き く貢献す ることを言明す る とともに、伝 統的に民間事 業者に

よって行 われてい る情報通信基盤整備 の取組 を補完 、強化す るため、政

府が次 のような広範な役割 を担 うこ とを表明 してい る。

① 適切な税 制 ・規制政策に よる民間投資の促 進

② 全国民に負担可能 な料金 で情 報資源のア クセス を保証 す る 「ユニ

バーサルサー ビス」の概念の普及

③ 技術革 新 と新規 ア プ リケー シ ョンの促 進、民 間部 門の技術 の開

発 ・実証 のための政府の研究プ ログラムや補助金 の交付 の実施
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④ 対話型かつ ユーザー主導型 の運用の促進

⑤ 情報 の保護 とネ ッ トワー クの信頼性の保証

⑥ 周波数管理 の改善

⑦ 知 的所有権 の保護

⑧ 政府部内や諸外国 との調整 、

⑨ 政府情報へのア クセス拡大 と政府調達 の改善

情報基盤 タス クフォー スは、現在、電気通信政策、情報政策、アプ リ

ケー ションの3委 員会で検討が進め られ てい る。また、実業界、労働 界、

学界、公益 グループ、州政府、地方 自治体等の代表27名 で構成 され るN

II諮 問委員会が設置 され、情報基盤 タス クフォー スへの提 言を行 うこ

ととしてい る。

ゴア副大統領 は、1993年12月 の演説で、NII構 想の推進に向け、近

く発表す る予定 の法案パ ッケー ジの5原 則 として、①民間投資の促進、

②競争の促進 と保 護、③ネ ッ トワー クの利用 の確保 、④情報 に関 して「持

つ者」 と 「持 たざる者」が生 じることの防止、⑤政策の柔軟性の確保 に

つ いて発表 した。 それに続 く1994年1月 の演説では、2000年 までに情報

通信基盤に よ り学校 ・図書館 ・病院等を結ぶ教育 ・医療の高度化の実現、

民間投資 と競争 の促 進、地域通信市場 におけ る電話 ・ケーブルテレビの

相互参入に よる競争の導入等 について説明 を行 ってお り、 この電気通信

改革に関す る方針 は、同月に行われた クリン トン大統領 の一般教書演 説

でも言及 されている。

米国議会 にお いて もNIIの 一環 として、1994年 度政府機関歳出法 に

より、地方公共 団体 、学校、医療機 関等の団体 が行 う、高速 ネ ッ トワー

ク構築、光 ファイバや通信衛星 を用いたネッ トワー クの相互接続等の通

信基盤プ ロジェ ク トに対す る補助金 「情報基盤補助金(lnformationIn-

frastructureGrants)」 を新設 した。
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現在 、電気通信情報庁 では 「情報通信支援 プログラム(TIIAP)」

として、補助金 の交付対象プ ロジェ ク トを募集 中である。 また、議会は

交付対 象 としてあわせて22の 通信 基盤整備計 画 を推奨 してい る。

イHPCCプ ログラム

1991年 高性能 コンピューテ ィング法(High-PerformanceComputing

Actof1991)に 基づ いて推進 されて いるHPCC計 画(High-Perfor-

manceComputingandCommuicacion)計 画 は、①次世代 コンピュー

ター システムの研究開発 、② 高度 ソフ トウェア技術 とア ルゴ リズムの開

発、③全米研究教育ネ ッ トワー ク(NREN)の 構 築、④基礎 研究 と人

的資源の開発、⑤情報基盤技術 ・アプ リケー シ ョンの開発等 のプ ログラ

ムか らな り、1992年 か ら1996年 の5年 間に約29億 ドルの資金 を投入する

こ ととされてい る。

この うちNREN(NationalResearchandEducationNetwork

Program)は 、研 究・教育機関 を結ぶ高速ネ ッ トワー クを構築 し、研究・

教育用の情報通信基盤の構築及 びこれ に必要 な技術開発 を促 進す るため

のプ ロジェ ク トとして位 置づ け られ、 コンピュー タ、電気通信、情報の

各産業 との協 力によ り進め られている。1996年 までにギガビ ッ トクラス

のデー タ伝送能力 を 目指 してい る。

ウ 州政府の動向

1980年 代後半か ら、主 として交通 問題 、環境対策 として、カ リフォル

ニア州、フロリダ州 をは じめ とす る7州 で通勤 削減法 の制定が進め られ、

通勤 を代替す る手段 として情報通信 基盤 の活 用が図 られた。 これ ととも

に、運輸省 の補助 を得て、 ロスア ンジェルス、 シア トル等 の都市 で、テ

レコミュー テ ィングセンター も建設 された。

1990年 代 にな ると、①州経済の活性化 、②住 民生活 の向上(教 育、医

療等)、③企業 誘致、④州政府情報の開示 等 を目的 として、州政府が光 ファ
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イバを使用 した通信網 を構築 す る他、電話会社 の高度化 プロジェク トを

支援す る等、州内の情報通信基盤の高度化に積極的 に取 り組 んできてい

る。前者の例 として、 アイオワ州 、 ノー スカロライナ州 が、後者の例 と

しては、ニュー ジャー ジー州、テネシー州があげ られ る。

② 欧 州

ア ドイツ

ドイツ(旧 西 ドイツ)で は、1989年 の第1次 郵電改革に より、従来 の

郵電省 を行政部 門 と事業部 門に分離 し、事業部 門は、 テレコム、 ポス ト

サー ビス、ポス トバ ンクの3つ の公共事業体 に分割 され るとともに、電

気通信市場の再編成が行 われ、ネ ッ トワー ク ・インフラにおいては ドイ

ツテレコムの独 占を維持 す るものの衛星通信 と移動通信 に関 しては競争

を導入、サー ビス、端末分 野にお いては競争 を導入す る ものの、例外的

に電話サー ビスにつ いては ドイツテレコムの独 占を維持 した。 また、 ド

イツテレコムは、基本的に電気通信事 業を独 占的に運営す るとともに、

ケーブルテレビ伝送 について も、 ケーブルを一元的に敷設 ・運営 してい

る。通信 とケー ブルテレビの各ネ ッ トワー クは、現在別個 に敷設 されて

いるが、今後は幹線部分 は光 ファイバ化 し共有す る予定 であ る。

なお、第2次 郵電改革の一環 として、現在、 ドイツテレコムの民営化

が検討されてお り、1994～1995年 に民営化、1996年 に株式の一部市場放

出が予定 されている。

(ア)情 報通信基盤整備

東西 ドイツの統一 に伴 い、 旧東 ドイツ地域の情報通信 インフラ整備 が

ドイツの喫急の課題 となってお り、ドイツテレ コムでは、「テ レコム2000」

計画によ り1997年 までに旧西 ドイツの通信 ・ケーブルテレビの水準に引

き上げるこ とを目標 に、総額600億 マ ル クを投 じ、旧東 ドイツ地域の電気

通信インフラを整備 し、 また、1995年 までに120万 世帯に通信 ・ケーブル
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テ レビ共用の光 ファイバ網 を普及 させ る計画である。

(イ)情 報通信基盤整備 に向けた実験 プロジ ェク ト

ドイツでは、情報通信 インフラ を社会活動 を支 える最 も基本的 なイン

フラの一つ として位置づ けてお り、1980年 代か ら市 内網 と市外網 の双方

で光 ファイバ を利用 した研究開発 に積極的に取 り組ん でいる。

(BERKOMプ ロジェク ト)

広帯域ISDNの アプ リケー シ ョン と端末 システムの開発促進等 を目

的に、1986年 か ら総額約3億 マル クをかけてベル リンで行 われてい る。

ドイツテレコムの子会社DeTeBerkomが 中心 とな り、各種実験 に取

り組ん でお り、特 に、遠隔医療 、 テレパブ リッシング、オフ ィスコ ミュ

ニケー シ ョンの3分 野のアプ リケー ション開発 に力 を注いでい る。

(OPALプ ロジェク ト)

光 ファイバ の早期提供のため、1990年 か らケル ンな どの7都 市で実施

さてい る加 入者 回線 に光 ファイバ を利 用 した通信 ・ケーブル テレビ網の

試行 プ ロジェ ク トで、 ネッ トワー クの形態、 コス トな どについての実験

が行 われてい る。

も(広帯域ISDNパ イ
ロッ トプ ロジェク ト)

ドイツテレ コムでは、広 帯域ISDNの サー ビス とアプ リケー シ ョン、

技術 及びネ ッ トワー ク運営の各分 野におけ る経験 を得 るため、ベ ル リン、

ハ ンブルグ、 ケルン/ボ ンを結 んだパイ ロッ トネ ッ トワー ク を導入する

広帯域ISDNパ イロッ トプ ロジェク トを1994年 か ら実施 している。

利用者 としては、事業所の分 散 した企 業や生産過程の分散 している企

業の他、学術研究機関、医療機 関等 を想定 している。

イ 英 国

英国政府 は、1991年3月 に発 表 した白書 「競争 と選択:1990年 代の電

気通信政策」で、BT、 マーキュ リー による複 占を見直 し、電気通信全
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分野において新 規参入 を促進す る方針 を打 ち出 した。特 に、ケー ブル テ

レビ事 業者の電話 サー ビス提 供 に関 す る規制緩和 を行 う一 方、BTの

ケーブルテレビ提供 を当面制 限す ることによ り、加 入者網の競争促進策

をとっている。

(ビ ショップ ・ス トー トフォー ドでの実験)

BTは ビシ ョップ ・ス トー トフォー ドにお いて、実験のため のケーブ

ルテレビ事業 を行 う特別免許 を1989年 に付与 され、1990年 か ら1993年 ま

で、同地域 で光 ファイバ を用 いた21世 紀 の商用 通信 システ ムのため の

デー タ収集 を 目的に実験 を行 った。

実験 内容 は、光 ファイバ を利用 して合計301の 事業所 と住宅 に電話サー

ビス、ISDN等 の狭帯域サー ビス とケーブルテレビ、 ステ レオPCM

放送、 ビデオテ ックス等 の広帯域サー ビスを単一 ネ ッ トワー クで提供す

るものであ る。

BTの 今後の光 フ ァイバ敷設計画は、娯楽サー ビスの伝送が認め られ

ていないことか ら、当面銅線 よ りもコス トメ リッ トがあ る場合に限って

更新敷設する計画であ る。

(ビデオ ・オン ・デマ ン ド・サー ビス)'

1991年 「白書」は、 ケー ブルテ レビ事業者 を保護す るため に、今後10

年間はBTに よる娯楽サー ビスの伝送 を認めない等の方針 を打 ち出 した

が、独立テレビ委員会は、1993年9月 に 「ビデオ ・オン ・デマ ン ドは娯

楽サー ビスに該 当せず、 したが ってBTは 現在の規制下 で も一定の条件

の下に ビデオ ・オン ・デマ ン ドを提供で きる」 との見解 を示 した。

BTで は、 これを受 けて1994年 中に約2,500世 帯 を対象 に ビデオ ・オ

ン ・デマン ドの実験 を実施する予定 であ る。

ウ フランス

フランスは、端末機器(1985年)、VAN(1987年)の 自由化及び移動



一200一 第2章 情報通信政策の動向

通信部 門への競争 導入(1989年)を 行 ってい る。

1990年 には、電気通信公共事 業体 法が制定 され、フ ランステ レコムが

郵電省か ら分離 され、1991年 には、経営 の 自主性 を持 った公 共事業体 と

して発足 した。

1991年 に電気通信事業規制法が制定 され、公 衆網 はフ ランステ レコム

の独 占とす るが、公衆無線網、基本 デー タ伝送 は全 国サー ビスの提供義

務等の認可約 款の遵守義務 と認可 を得 る ことで競争 に開放す る、 ケーブ

ルテレビは認可制 とす るなど自由化措 置 を行 った。

現在は、1998年 のEU域 内音声 自由化 及び国際通信市場 での競争激化

に対応す るため、 フランステ レコムの民営化が検討 され てい る。

(ア)情 報通信基盤整備

移動体通信 等 を除 き通信 事業分 野 を独 占して いるフ ラ ンステレ コム

は、早 くか らネ ッ トワー ク整備 に取 り組ん できてお り、1987年 にISD

Nの 商用サー ビス 「ニュ メ リス」 を開始 している。デ ジタル化 も世界で

最 も普 及 している(交 換機83%、 市外伝送88%、 市内伝 送ほぼ100%)し

てお り、光 ファイバは中継機 で1万700km、 加入者系で1万2,000km敷 設

されている(1992年 現在)。

フランスの光 ファイバ ケー ブルテレビ計画は、1982年 か らプ ランカー

ブル計 画 として スター トし、 国内の約50都 市 で光 ファイバ を使 ったケー

ブルテ レビ網の建設及び運営 が始 まって いる。 フランステ レ コムがケー

ブルテレ ビ網 を建設 し、各都市が フランステレ コムか ら回線 を借 り受け

てケー ブルテレビ事 業の運営 を行 うとい う形 を取 った ため、経営 を軌道

にのせ るこ とが できなかったため、1986年 に同計画の見直 しが なされ、

各地区の運営 は次第に民間 系のケーブル テレビ会社 に移行 してい る。

(イ)情 報通信基盤整備 に向 けた実験 プロジ ェク ト

フランステ レコムでは、光 ファイバ の普 及 に向けて各種 の 実験 プ ロ
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ジェク トを行 ってい る。

(Brehat(ブ レア)プ ロジ ェク ト)

1990年 か ら開始 されたATM実 験プ ロジェク トの一 っで、34Mb/sで

のテレビ会議、映像伝 送及びLAN間 接続 を主 な目的 としたシステムに

より、 フランス全土 をカバ ーす るネ ッ トワー クとして、実験が行 われて

いる。本プロジェク トは、欧州18か 国が参加す るATMパ イロッ ト計画

へ と発展 しつつ ある。

(Renater(レ ナテール)プ ロジ ェク ト)

1992年 か ら行 われて いる34Mb/sで フ ランス国内の200地 区に ある教

育・研究機関の700のLANを 接続す るプロ ジェク トで、主 にテレビ会議、

共同研 究作業 、遠隔教育に利用 されてい る。1994年 にはATM交 換機に

より140Mb/sの 高速サー ビスが提供 され る予定 であ り、スイスの学術機

関 と結ぶBetelネ ッ トワー クへ と国境 を越 えて発展 しつつある。

(一般家庭 でのFTTH利 用実験 プロジェク ト>

1994年 か ら、フランス国内の4地 域で、FTTC、FTTB、FTT

Hの 各システムによ り試行実験が行 われ る予定であ る。プ ロジェ ク トの

目的は通信 と放送 のマルチサー ビスを一般家庭に提供す ることにある。

工EU

1993年1月 、EU統 合 市場が スター トしたが、この人、物、サー ビス、

資本の移動が 自由なEU共 同市場 を完成す るために、欧州電気通信の強

化が重要 な要件 の一つであ るとの認識がある。

EUで は、 これまでは基本サー ビス(音 声電話サー ビス)提 供 につい

ての主管庁の排他的権利 を認め る一方、基本サー ビス以外のサー ビスの

提供については 自由化すべ きとしていたが、1993年4月 には、「1998年 ま

でに域 内音声音声電話サー ビスの完全 自由化」 を打 ち出 してい る。
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(ア)情 報通信 基盤整備

(TEN構 想)

汎欧州 ネ ッ トワー ク(TEN;TransEuropeanNetwork)は 、1987

年に調 印され た 「単一欧州議定書」 で打 ち出された構想 で、運輸、エネ

ル ギー、電気通信 の インフラ分野 でEU全 域に またが るネ ッ トワー クを

構築 しよ うとす るものであ り、そのプ ログラム として、EDI(電 子デー

タ交換)、ISDNが 検討 されている。

また、最近 の提案 では、汎 欧州 ネ ッ トワー クとしてのISDN(TE

N-ISDN)を 推進す るため に、ユー ロISDNに 関す る官民アプ リ

ケーシ ョンの結集、ユー ロISDN端 末利用の促 進等について、検討 ・

開発 を行 うためのプ ロジェ ク トを設け るこ ととなってお り、EUの 資金

援助(利 子補給、債務保証)が 検討 されてい る。

(成長、競争力 と雇用 に関す る白書)

深刻 な不況 と増大 す る失業 に直面 して いる欧州 経済の再 建策 を協議す

るため、1993年12月 欧州委員会 か ら、EU首 脳会議 に、「成長、競 争力 と

雇用に関す る白書」 が提 出され、EU債 発行 等の予 算関係 部分 を除 き、

採択 され た。

白書 のなかで、特 に 「産業競争力強化のためには社会 基盤整備 が不可

欠」 として、交通、通信 な どの分野におけ る汎 欧州 ネ ッ トワー クの整備

が必要 とされてお り、これ らの汎欧州ネ ッ トワー ク整備 のため、1994年

～1999年 の6年 間に毎年200億ECU 、計1,200億ECUをEUが 投 資

すべ きと提案 されてお り、通信分野 では総合 デ ジタルネ ッ トワー クを含

む インフラの構築 、デー タベー スなどのサー ビスの開発 、 テレワーキン

グな どのアプ リケー ションの開発促進 を含んだ 「インフォメー ション ・

ハ イウェイの システム」の構築 を提示 してい る。
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(インフラ整備計画の策定)

欧州委員会 は、1995年1月 までに電気通信 インフラ及 びケーブルテレ

ビネッ トワー クの将来政 策に関す るグ リー ンペーパー を発表す る予定 で

ある。

1993年6月 に理事会が発表 したEUの 電気通信政策の将来に関す る声

明では、「1995年1月 までに電気通信 インフラ とケーブルテレビの分野に

おける将来のEU政 策 を開発 し(短 期的政策 目標)、 その結果出 されるグ

リーンペーパー を受 け、広範な協議 を行 い、将来のEUの 電気通信 イン

フラ政策 を策定(長 期的政策 目標)」 す ることとしてい る。

(イ)情 報通信基盤整備 に向けた研究開発 プ ロジ ェク ト

RACE(ResearchanddevelopmentinAdvancedCommunication

inEurope)計 画 は、統合広帯域通信網(IBC)をEU全 域に構築す る

こと及び統一規格 に基づ く電気通信設備 及びサー ビス市場 を構築す るこ

とによ り、EU市 場統合の促進 を図ることにある。RACE計 画は1987

年に開始 され、この最初のプ ロジェ ク トはRACE-1と 呼ばれてお り、

現在 は、RACE-2計 画(1991年 ～1995年)が 実行 に移 されてお り、

統合広帯域通信、インテ リジェン トネ ッ トワー クの研究 開発 を推進 して

いる。

(3)ア ジア

シンガポール政府 は、 島国 シンガポール をアジア ・太平洋地域 の総合

ビジネスセンターに発展 させ るため、一貫 して情報通信基盤の整備 を重

要視 して きてお り、1992年 には 「IT2000:イ ンテ リジェン ト・ア

イラン ドに向けて」 とい う報告書 を発表 し、2000年 に向け た今 後10年 間

に、新 しい国家情報 インフ ラ(NII)の 確立 によ り、 シンガ ポール を

完全 にネ ッ トワー ク化 された インテ リジェン トな島に変 え る とい うビ

ジョンを策定 した。
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IT2000構 想 の中心 をなす ものは、Conduits(伝 送路:情 報 を運

ぶ物理 的 なネ ッ トワー ク)、Contents(内 容:伝 送路 を流れ る情報)、

Computing(処 理:内 容 の電算機処理)を 高度化、統合化す る新 たな国

家情報 インフ ラス トラクチ ャ(NII)の 構築 であ り、 それによって①

世界的ハ ブへ の発展、②経 済の推進力部 門の後押 し、③ 個 人の潜在力の

高度化、④ 内外の コ ミュニティー間交流、⑤ 生活の質の改善 を図 ること

を目的 としてい る。

今後数年間は、現有 の電気通信 インフラとITを 活用 したアプ リケー

ションに焦点 を絞 り、 その後、先端 技術 のアプ リケー シ ョンや高速 ネッ

トワー クの実験 を行 うこ とが予定 されてい る。
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第2節 多様なサー ビスの実現に向けた電気通信の展開

1電 気通信事業政策の着実な推進

(1)電 気通信産業政策 の新 たな展 開

アNTTの 在 り方 に関 する政府措置の推 進

郵政省 は、2年3月30日 に決定 された 「日本電信電話株式会社法附則

第2条 に基づ き講ず る措置」(い わゆる 「政府 措置」)に つ いて、広 く国

民 ・利用者への周知 に努め ると ともに、 その具体的推進につ いて、電気

通信審議 会に適宜検討状況 を報告 し、同審議会での審議 結果 を踏 まえつ

つ取 り進めている。政府措 置は、公正有効競争 を促進す るため、NTT

について、長距離通信事業部、地域別事業部制の導入 ・徹底、移動体通

信業務の分離、デ ジタル化 の推進 等の措置 を講ずること、NTTの 経営

の向上等のため合理化 の推進等の措 置を講ず るこ と、 これ らの措置の結

果 を踏 まえNTTの 在 り方 について7年 度に検討 を行い結論 を得 るこ と

などを内容 としてい る。

5年 度においては、4年4月 か ら実施 された長距離通信事業部、地域

別事業部制 の導入 ・徹底 を受け、5年6月NTTに おいて初めて事業部

制収支状 況が発表 された。 これに より各事業部 の財産 目録及 び損益計算

書が4年 度決算か ら開示 され、事業部単位の総収益、総 費用、経常収支

等が明 らかにな った。 また、5年7月 、NTT移 動通信網㈱は、全 国を

9ブ ロックの地域に分割 し、NTT北 海道移動通信網㈱等地域 ごとの9

社体制 に移行 し、 さらに、5年10月 、業務 の一部 を委託 していた受託会

社 とこの9社 が地域 ご とに合併 した(第2-2-1表 参照)。
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第2-2-1表 NTTの 在 り方 に関す る政府 措 置の 推進 状況 の概 要

(6年4月1日 現在)

政府措置の項目 推 進 状 況

公

正

有

効

競

争

の

促

進

①事業部制の徹
底等

02年9月 事業部制の導入 ・徹底等の基本的考え方を決定
資産 ・負債等の区分及び収支分計の基準 を決定04年2月

04年4月 事業部制の導入 ・徹底等を実施
05年6月NTTが 、事業部制導入に伴 う最初の収支状況を発表

②接続の円滑化 03年3月NTTが 、POI設 置に伴 う空管路情報 等の提供、ID化 計画の
開示 等の措置 を発表

05年7月ID工 事 費用の利用者 負担分 の無料化
05年9月ID化 率97.4%
05年10月NTTと 長距離系NCCと の間の事業者間接続料 金 を認可
05年10月 長距離系NCCに おけ るエ ン ドエ ン ド料金 を認可

③ ネ ッ トワー ク
のオープン性
の確保

03年7月NTTと 二種事 業者 との間 で 「オープ ン ・ネ ッ トワー ク協議会」

を設立
04年3月NTTが 、二種 事業者 に対 す る網機能 ・網情 報の提供計画 を策定

し、発 表
05年3月NTTが 、上記計画 を見 直 し、発表
06年3月NTTが 、上記計画 を再見直 し、発表

④内部相互補助
の防止

02年3月 会計規 則 を改正(電 話役務損益 明細表の作 成 を義務付 け)
03年3月 会計規 則 を改正(デ ジタルデー タ伝送役務 等の細 目別収支作成)

(4年 度分 か ら公表)

05年6月NTTが 、平成4年 度 「電話役務 損益明細表」 を発表

⑤情報流用の防
止

03年3月NTTが 、社 内体 制の整備、情報 利用の適正化 に関す る社 内規定
の整備等の措 置を発表

04年4月NTTが 、上記措置の実施状 況 を報告

⑥情報の積極的
開示

02年5月 報告規 則 を改正(単 位料金 区域MA間 の トラ ピック情報 を開示)

03年3月NTTが 、技術 情報の開示範 囲の明確化等 の措 置 を発表
05年6月NTTが 、報告規則 に基づ き平成4年 度分 を報告

⑦研究開発成果
の普及

03年3月NTTが 、研究開発成果 の普 及手続の明確化 等の措置 を発表
05年6月NTTが 、研究開発成果 の公開状況(平 成4年 度分)を 報告

⑧移動体通信業
務

03年2月 分離の基本 的枠 組み を発表
04年4月 移動体新会社 の概 要 を発表
04年7月NTTか ら移動体 通信業務 を分 離 し、移動体 新会社(エ ヌ・テ ィ・

ティ移動 通信網㈱)が 営業開始

05年7月 エ ヌ・テ ィ・ティ移 動通信網㈱ の地 域別運営へ の移行(エ ヌ・テ ィ・
ティ北海道移動通信 網㈱等地域会社8社 が営業 開始)

05年10月 受託会社 と各地域 ごとに合併

⑨端末機器販売業務 02年7月NTTが 、地域端末機器部門を一般電気通信業務部門から組織的
に峻別するため組織改正を実施

⑩衛星通信業務 05年7月 衛星通信 サー ビスにつ いて平 成4年 度の収 支状況 を発表

⑪デ ジタル化の前
倒 し

02年12月NTTが 、「中長期 デジ タル化計画」の前倒 し実施 を発表(9年 度
末完了)

05年2月NTTが 、今後 のデジタル化促進への取 り組 みについて方針を発表

05年12月 デ ジタル化率67,2%

⑫番号計画の在
り方

03年5月 「21世紀に向けた電気通信の番号に関する研究会」が報告書を提

。、年,月出麟 魏 蝶 難 離 研究会」が報鵠 を提出

⑬単位料金区域
の設定の在 り
方

04年6月 「近距離通 話の在 り方 に関す る調査研究会」が 報告 書 を提 出(M
Aの 在 り方等にっいて検 討)
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政府措置の項目 推 進 状 況

N
T
T
の

経
営
の

向
上
等

⑭電気通信事業者
用割引料金

の導入

02年12月 国際一種事業者 に対 し、コス トベ ースの割 引料率 を設定す るこ と
に よ り、業務委託 費を軽減

03年1月 特二事業者に対 し、ISDNサ ー ビスの接続及 び通信料軽減 を内

容 とす る約款外役 務 を提供

⑮合理化の推進 05年2月NTTが 、合理化計画 を発表(8年 度末に20万 人体制実現 を目標)
05年8月NTTが 、希望退職 の具体 的内容 を発表(5、6年 度において計

1万 人 を募集)

05年10月 希望退職(第1回 募集)に 対 し、約3,300名(管 理職 を含 める と約
4,100名)が 応募

05年12月NTTが 、設備 の調査 ・点検 等一部 業務 の子会社 への移管 につ い
て発表

06年2月NTTが 、テ レホンカー ド販売業務の子会社への移管について発表

⑯保守部門 ONTTに おいて保 守拠点の統廃合等 を実施中(保 守拠点:470箇 所(元 年度末)
→350箇 所(4年 度末))

⑰株主への利益還元 ○各年度10%配 当認 可(元 年度決 算では2%の 記念増配)

⑱規制の在 り方 02年6月 フ リーダ イヤルに大 口割引制度 を導入
03年3月 事業 法施行 規則改正(変 更許可の一部を許可か ら届出に〉
04年4月 特定時間帯におけ る通話料金の 月極め割引制度 を導入
04年8月NTT法 の一部 改正(NTT株 式についての外国人等所有の規則

緩和等)
04年10月 高速デ ジタル伝 送サー ビスの高額利用割引 を導入
04年12月 「移 動機の在 り方に関す る調査研究会」が報告書 を提出(移 動機

の完全売 り切 り実施等 を提言)
05年6月 自動車 ・携帯電話以外の移動機 につ いて も、売 り切 り実施す る旨

の方針 を発表
05年11月 全時間帯 におけ る通話料の 月極め割 引制度 を導 入
05年11月 移動機の完全売切 り実施 に向け、端末設備等規則等 を改正
05年12月 事業法施行規則改正(試 験サー ビスに関す る認可 を廃止)

05年12月CATV網 を利用 したデジタル通信(電 話等)の 実用化促進及 び
CATV事 業者の ニュー ビジネス展開 のため環境整備 を行 う旨発表

⑳研究開発の推進 03年6月 電技審 が「21世紀 を展望 した情報通信技術開発に関す る基本方策」
につ いて答 申(長 期的 ・総合的研究 開発指針 の策定 等)

04年5月 郵政省 が、情報通信 技術 に関 する研 究開発指針 を発表

⑳電気通信の安全・

信頼性の向上

03年7月 専用線 の伝送 品質 に関する告示 改正
04年5月 「電気通信 システムの安全 ・信頼性 に関す る研 究会」 が中間報告

発表(事 業者間連携推進 のための施策 等につ いて検討)
04年9月 ㈹電気通信事業者協会が安全 ・信頼性協議会 を設置
05年4月 「電気通信 システムの安全 ・信頼性 に関す る研究会」が最終報告

発表
05年8月 電気通信網の信頼 陸向上 に資す る施 設 ・設備 の整備 を支援す る制

度 を創 設するため電気通信基盤充実臨時措置法が一部改正され、施行

イ 規制緩和

(ア)携 帯電話等に関する売切 り制の導入

昭和60年 の電気通信制度の改革による競争原理の導入後、通信料金が

低廉化す ると同時に、移動機の小型化、高度化、軽 量化等が進み、移動

通信サー ビスは急速に普及 している。 このよ うな状 況を背景に月額基本
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料金等の低廉化、事業者間の競争に よる移動機 の多様化等 、利用 者に対

して大 きな メ リッ トを もた らす こ とが期待 され ることか ら、移動機 の売

切 り制 が実施 され るこ ととなった。6年4月 、携帯 ・自動 車電話、マ リ

ネッ ト電話、簡易陸上移 動無線電話について売切 り制度 が導入 され、無

線呼出 しにつ いては7年3月 に導入 され る予 定であ る。

(イ)電 気通信事業者の試験 サー ビスに関 す る料金等の認可制 の廃止

交換機 のデ ジタル化 の進展等最近 の電気通信技術 の進展や利用者ニー

ズの高度化 ・多様化 に対応 して、電気通信事業者 に対 してはサー ビスの

多様化 を図 るこ とが求め られてい る。郵政省 としては、開発 ・改善後直

ちに本格的に提供す るこ とが難iしい ようなサー ビスにつ いて、本格実施

前、試験的に行 う環境 を整 えることによ り、消費者の視点 に立 ったサー

ビス開発 ・改善 を電気通信事業者が行 うことを促進 させ る観点か ら、関

連省令 の改正 を行い、5年12月 公布 ・施行す るこ とによ り電気通信事業

者の試験サー ビスに関す る料金 等の認可 を廃止 した。

(ウ)衛 星通信 の利用 の拡大

国際通信用の衛 星は従 来インテルサ ッ ト(国 際電気通信衛 星機 構)が

一元的に提供 して きたが、1990年 代 に入 り国際電気通信需要の増大、顧

客ニー ズの多様化等に伴 い、米 国のパ ンナムサ ッ ト等 インテルサ ッ トに

競合 す る国際衛星(非 イ ンテルサ ッ ト衛 星)が 数 多 く出現 してお り、諸

外国では これ らあ衛 星利 用に関す る自由化が進め られて いる。 この よう

な衛星通信 をめ ぐる情勢 の変化 に対応す る とともに、国境 を越 えて広域

をカバーす る とい う衛星 の特性 を最大限に活か した、 よ り多彩 な衛 星利

用 を可能 とす るこ とが必要 となっていることか ら、郵政省では、5年9

月、我が国の第一種国際電気通信事業者が非 インテルサ ッ ト衛 星 を利用

できることとした。
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ウ ニュー ビジネスの振興

(ア)地 域情報通信市場の活性化

昭和60年 の電気通信制度改革 によ り電気通信事業分野 に競争原理が導

入された結果、事業者間の競争 を通 じて、料金の低 廉化等が着実 に進展

してきている。 しか し、国 内電気通信 市場 を通話回数べ一 スでみてみ る

と、4年 度で、市場全体の5分 の1に 当た る長距離通信(県 間通話)市

場ではNCC(新 事業者)の シェアは26.8%と なっているのに対 して、

市場全体 の5分 の4を 占め る地域通信(県 内通話)市 場 では、NCCの

シェアは1.0%に とどま り、NTTの 事実上の独 占状態 となってい る。さ

らに、市場構造か らみて も、大部分 のNCCはNTTの 地域電話網 と接

続することによ り初めて その事業展開が可能 になるとい う状況にある。

しか しなが ら、技術革新の成果 をサー ビスに反映 させ、高度化 ・多様

化 してい くためには、 この地域通信市場 における競 争を実現す る必要が

あ り、米国や英国等において も、近年、CATVや 無線通信等 を活用 し、

この分野に競争 を導入 しようとす る積極 的な取組がみ られ るようになっ

ている。

このため、郵政省 が6年1月 に発表 した 「情報通信産業 の新たな創造

にむけて」において も、CATV事 業者に よる通信 を含め たフルサー ビ

スや地域系新 事業者 によるISDN等 の新 しい高度サー ビスの実現の促

進を重要施策 として盛 り込み、これ を通 じて、地域通信市場 を活性化 し、

情報通信 の一層の高度化 を図 るこ ととした ところであ る。

(イ)簡 易型携帯電話システムの事業化の促進

「いつ でも、 どこで も、だれ とで も」通信 で きる新 しいパー ソナル通

信サービスとして期待 され る簡易型携帯電話 システムにつ いて、で きる

だけ早期 に事 業化 を図るための条件整備 をする方策 として、 その社会的

受容性確認、技術確認 のため、5年10月 か ら1年 間の予定 で実用化実験
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エ ン ドエ ン ド料金

従来、長距離系新事業者を利用する場合、利用者が支払 う料金は長距離

系新事業者が設定す る中継部分の料金 とNTTが 設定す る足回り部分の料

金の合計であったが、5年11月 か らは長距離系新事業者が発信者か ら着信

者までを通 して(エ ン ドエン ドで)料 金設定 を行 うエン ドエン ド料金が導

入された。

エン ドエンド料金 とは、従来の足し算料金に比べ、

(1)POI(NTTと 長距離系新事業者の接続点)か らの距離に係わらず

通話距離が同 じであれば同一料金 となるため、利用者に分か りやすい料

金となる、

(2)長 距離系新事業者に とって自由な料金設定が可能 となる、

という利点を有 している。

【エ ン ドエ ン ド料金 】
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【参 考 】

【足 し算 料金 】

◆長 距離系新 事業 者固 有の 設備 であ る中継 回線部 分の料 金 と足 回 りのNTT部

分 の料金 を別 々に計 算す るため、接 続点 か らの距離 か遠 いほ ど足 回 りの部分

の料 金か 高 くな り、 利用 者か支 払 う料金 の合計 額 も高 くな る。

【例 】・大 阪市 ～東京23区:170円 〔10円+150円+10円)

・A市 ～B市:210円(40円+150円+20円)

〔大阪府〕 〔東京都1

接続点1501T]「長距離系新事業者固有の料金〕 接続点
NTT利 用NTT利 用
1足回 り部分}1足 回 り部分)

が実施されている。

郵政省 としても、この実験の実施状況等を踏まえながら、早期に簡易

型携帯電話システムの事業化を推進すべ く可能な限 り速やかに検討を進

めることが必要 と考えてお り、6年1月 に発表 した 「情報通信産業の新

たな創造にむけて」においても、年内に事業化への道を開 くとの方針を

明らかにしたところである。

工 電気通信料金の在 り方の検討

郵政省では、利用者の利便の向上、公正かつ有効な競争の条件整備等

の観点から、電気通信料金の在 り方に関する検討 を行っている。

この中の主要な検討として、事業者間の接続料金制度の導入、移動機

の売切 り制導入に伴 う回線使用料 ・通話料等が検討されている。
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事業 者間の接続料金制度については、郵政 省が開催 した 「事 業者間接

続料金研 究会」 の結果(5年6月)を 基に、5年10月 、NTTと 長距離

系新事業 者3社 の間の接 続料金の設定 等 を内容 とす る接 続協定が定めら

れた。 また、5年11月 には、長 距離 系新事業 者3社 に よ りエ ン ドエン ド

料金が導入された。

さらに、移動機の売切 り制導 入に向け、郵政省が 開催 した 「自動車 ・

携帯電話の料金 に関す る調査研 究会」 の結果(5年10月)を 基 に、6年

4月 の売切 り制導入の際、各事業者 によ り利用者 の選択の幅が広が る新

たな利用料 金の制度 が導入 され ている。

オ 電気通信 の番号計画

現在の番号計画は、昭和36年 に当時の 日本電信電話公社 が電話サー ビ

スを念頭に策定 した もの を基本 としてい る。今 日のISDNサ ー ビスや

移動体 通信 サー ビス等の 多様 なネ ッ トワー クやサー ビスの形態 を反映 し

つつ、今後利用者が大 きく伸び るこ とが予想 され る携帯 ・自動 車電話サー

ビスや新 たに導入 が考 えられて いるパー ソナ ル ・ハ ンデ ィホ ン、 さらに、

通信ニーズのパー ソナル化 ・高度化 等に対応 で きるように番 号計画を検

討 してい くことが必要 となって いる。

この ような状況 の中、郵 政省で開催 した 「電気通信 の番 号に関する研

究会 」の報告書(5年5月)で は、「多様 な網 ・サー ビスの識別 等が可能

な統 一的な番号体系の検 討が必要 であ ること」、 「番号管理 は電気通信分

野に競争原理が導入 されてい る中で、中立・公正 に行 われ る必要 があ り、

番号管理 の透明性 ・客観 性 を確保 し、様 々な観 点か ら幅広 く意見 を聴取

す るための体制確立が必要であ ること」な どが提言 されてい る。

② 新世代通信網の整備

国民生活や 国民経済に果 たす情報通信 の役 割は増大 してお り、情報伝

送に対す るニー ズ もよ り高度化 ・多様化 している状況に ある。 しか し、
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電話網を基本 とした既存の通信網では、伝送速度等通信能力の限界から

ユーザーのより高度化したニーズに対応できない状況となってお り、既

存の電話網に代わる高速 ・大容量でかつ高機能な新 しい通信網(新 世代

通信網)に 対する必要性が高まっている。そこで、郵政省ではこれを推

進するため、次の施策を講 じている。

ア 電気通信基盤充実臨時措置法による高度通信施設整備事業の推進

3年 から 「電気通信基盤充実臨時措置法」により、光ファイバーや同

期デジタル伝送装置等の電気通信の利便性 を飛躍的に高める高度通信基

盤である新世代通信網の整備 を図る高度通信施設整備事業が推進されて

いる。5年12月 現在、13社の事業が高度通信施設整備事業として認定さ

れ、税制優遇措置としての特別償却、固定資産税の特例措置、 日本開発

銀行等からの低利融資等の支援措置が実施されている。

イ 新世代通信網の実用実験の推進

広帯域ISDNを 中心 とす る新世代通信網の普及促進 を図るために

地 下での 光 フ ァイバケ ー ブル の 光 ファイバ ケー ブル(光 ファイ

接続 工事 バ心 線数1,000心)
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は、実用実験 を通 じ、実際に通信網 を利用する観点か らアプ リケーショ

ンを考 えることが重要である。このため、6年 度か ら2年 間の予定で関

西文化学術研究都市を中心 とする京都 ・大阪 ・奈良地域において、新世

代通信網の第1期 の実用実験が実施 されることとなっている。

この実験では、広帯域通信網研究開発施設を実験地域 に整備 し、新世

代通信網実験協議会が推進母体 となり、14テ ーマに関する実験が予定さ

れている。実験の主な内容 としては、①名所 ・旧跡、水族館等に設置し

た高精細カメラか らの リアルタイムの映像 を3面 マルチ画面に伝送する

環境映像の研究、②図書、資料をデータベース化 し、遠隔検索等を行う

電子図書館の研究、③商品を電子カタログ化 して リアルタイムでのブ

リーアクセスが可能な通信販売の研究、④マルチメディア端末を用いて

多地点で会議や企画研究の共同作業を行 うマルチメディア在席多元会議

の研究、⑤ATM交 換機 を介 して高速LANの 相互接続及び超高速伝送

の実験を行 う高速LANの 研究等がある。

(3)電 気通信の国際化への対応

衛星通信技術の発展に伴い私企業による別個衛星(非 インテルサット

衛星)が 登場 しつつあ り、 また、衛星による画像通信等国際専用線サー

ビスに対するニーズが高 まっている中、このような国際衛星通信を取り

巻 く環境の変化に対応し、利用者が多彩な衛星通信サー ビスを利用でき

るようにするとともに衛星通信事業の一層の活性化を図 る必要がある。

6年1月 の 「国際化の進展に対応するための衛星通信制度の改正」に

ついての電気通信審議会の答申によれば、我が国及び外国の衛星通信事

業者が我が国の国際衛星通信分野に参入することを可能 とす ることは、

利用者利便の向上、市場の拡大及び活性化等を実現できるため、

① 電気通信事業法の運用を変更し、我が国の衛星通信事業者が行 う国

際電気通信事業について、国内 ・国際を区分 して参入を認める政策を
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変更す るこ と、

② 電気通信事業法 を改正 し、外 国の衛 星通信事業者が行 う国際電気通

信事業 について、外資規制 を廃止す ること、

を内容 とす る制度改正 を行 うことは適当 とした。 また、具体的な制度改

正については公正競争の確保 、国際通信 市場 の健全 な発達 の確保、国際

約束の遵守、利用者の利益 の保護等に関す る措置 を講 じる必要 があると

してい る。

この答 申を受 け郵政省では、国内及び外 国の衛星事業者 による画像 通

信等の国際専 用線サー ビスの提供 の実施 に向け所要 の準備 を進 めて い

る。

一方
、我が国の国内電気通信事業者が、外 国内における電気通信事 業

の初めての展開事例 として、4年11月 、NTTは タイ国のTT&T(Thai

Telephone&Telecommunication)社 と正 式調印 を行 い、現地資本の

合弁企業TT&T社 に経営参画 し、 タイ国のバ ンコク首都圏 を除 く全 地

方部 において100万 回線の市内電話網 を敷設 し、電話事業 を運営すること

とした。 また、NTTは 、6年1月 に米国の移動体通信事業者 のネクス

テル社 と最終契約 に調印 し、同社 の戦略パー トナー として米国において

初めて電気通信事業へ参 画す るこ ととしている。

2電 波利用の促進

(1)電 波環境保護の促進

電波利用の拡大に伴い、免許を取得せずに開設 ・運用する不法無線局

や免許は受けているものの電波法に違反して運用している無線局が、電

気通信業務、放送業務又は人命若 しくは財産の保護に係る無線通信業務

等の重要な無線通信等に妨害を与える事例や不要な電波による障害が多

発している。



一216一 第2章 情報通信政策の動向

このような状況から、多発する混信 ・妨害をなくし、信頼できる電波

利用環境 を実現するため、次のような施策 を展開 している。

ア 電波監視施設の整備

5年4月 から施行 された電波利用料制度による電波利用料を財源とし

て、5年 度から不法無線局の取締 り等の電波監視 を効率的 ・効果的に行

うための電波監視施設を整備 している。

(ア)遠 隔方位測定設備

遠隔方位測定設備は、地方電気通信監理局に設置されるセンター局及

びセンサー局か ら構成され、電波の発射地点を測定 しセンター局の地図

上に表示する設備であり、5年 度は札幌、東京、名古屋及び大阪に整備

するとともに、遠隔方位測定設備 と衛星通信回線で接続 し不法無線局を

探索する不法無線局探索車を併せて整備 した。6年 度以降は政令指定都

市を中心にして1頂次全国に整備する予定である。

(イ)遠 隔受信設備

遠隔受信設備は、遠隔方位測定設備の電波監視区域を補完するための

設備であり、電波の発射を確認する設備である。5年 度は、旭川、秋田、

新潟、富山、宇都宮、静岡、岐阜、奈良、和歌山、岡山、高松、長崎及

び鹿児島に整備 した。6年 度以降は、遠隔方位測定設備の整備が遅れる

第2-2-2図 電波監 視 施設 の イ メー ジ図

遠隔方位測定設備 と不法無線局探索車 遠隔受信 設備
センタ局画面鵬

罐轟 臨 伽
センサ局

蝋 高速専用回線

馨 、
樵 ・局 セン甥 嬉

・旗 露 撫 線局卿 不灘 爵。
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地域 を対象に整備す る予定であ る。

(ウ)短 波監視施設

短波監視施設は短波帯以下の周波数の電波の到来方向 を測定す る設備

であ り、現有設備 の更改及 びネ ッ トワー ク化 に より電波監視機能 を向上

す ることとしてお り、5年 度は石垣 島の設備 を整備 した。

イ 免許情報 告知制度等の導入

不法無線局 の未然 防止対策 を強化す るために、5年6月 の電波法 の一

部改正によ り、免許情報告知制度が創設され、6年4月 か ら施行 された。

本制度は、「指定無線設備 」(不 法無線局に使用 され るおそれのあ る無線

設備 として郵政大 臣が指定 す るもの)㈹ の小売業者 に対 して、無線局の免

許取得が必要な旨等 を指定 無線設備の購 入者に対 して告知す る義務 を課

してお り、 この告知 によ り無線局 の不法開設の未然防止 を図 ろうとす る

ものである。郵政大 臣は、告知義務に違反 した小売業者 に対 し、違反行

為 を是正 させ るための指示 を行 うこ とがで きることとなってお り、 また

この指示 をするの に必要 な限度で、報告徴収及び立入検査ができること

となっている。

また、本制度 の導入 とともに電波法違 反の罰金額 の引上げ等 が実施 さ

れた。

ウ 不要電波問題 に関 す る対策

無線機器、電子機器等か ら放射 され る不要電波 によ り、電子機器 に与

える不要電波障害が増加 してお り、不要電波の抑制、不要電波 に対す る

妨害排除能力(イ ミュニティ)の 向上が重要 な課題 になっている。

電子機器等の製品か らの妨 害波等の規格、測定法 については、CIS

(注)電 波法施 行規 則 にお いて27MHz帯 又 は900MHz帯(不 法 市民 ラ ジオ又は不 法

パー ソナ ル無線 が 多発す る周 波数帯)の 周波 数 の電波 の 送信 に使 用す る無線 設

備(自 動車 電話 、MCA無 線等不 法無 線局 に使 用 され るお それが少 ない もの を除

く)と され てい る。
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PR(注Dに おいて検討 されてお り、5年9月 に開催 されたCISPRロ ッ

テルダム会 議においては、既存製品の範疇に属 さない製 品に対 して適用

す る妨害波の共通規格案(注2)の作成作業が終 了 し、今 後国際規格 とす る手

続 きが とられ ることになった。 また、情報技術装 置のイ ミュニテ ィに係

る具体的 な試験方法、1GHzを 超え る周波数の不要 電波障害について

の審議 に着手等す ることとなった。

国内では、CISPRの 国際規格 を基に電気通信 技術 審議会 答 申にお

いて妨害波等の国内規格 の策定等 を積 極的に進 めて いる。5年 度 は 「車

両、モー タボー ト及び火花点火 エンジン駆動 の装置か らの妨 害波の許容

値及び測定法」の答 申を得 た。

また、不要電波問題 に関す る協調 を図 るこ とを目的に関係省庁、関係

業界団体 、学識経験者等 で構成す る 「不要電波問題 対策協議会」 を設置

し、技術 的検討、情報の収集、 関係審議機関 におけ る審議 の支援、不要

電波問題 に関す る周知啓発活動 を行 ってお り、5年 度 は、電話機の伝導

イ ミュニティ評価 に関す る測定系 の検討 を行 った。

(2)総 合無線局監理 システム(PARTNER)(注3)の 構 築

無線局の急増 に対処 し、混信妨害処理、不法無線局等 の排 除等 の迅速

化、電波利用料徴収業務 の効率化、周波数利用計画作成 の円滑化等の無

線局監理全体 の効率化 を図 るために、郵政省 では、無線局 の周波数、空

(注1)CISPR(国 際 無 線障 害特別 委員 会)はIEC(国 際電 気標 準 会議)の 特

別委 貝会 で、無線 障害 に関 して国際 的 に合 意す るこ とに よ り、国際 貿易 を推進

す るこ とを 目的 としてお り、電子 機器 等 の製 品 につ いて の妨 害波 等 の許容値、

測 定法 に 関 して検討 、勧 告 等 を行 う国際 的 な審 議機 関 で あ る。

(注2)CISPRで は、製 品か らの妨害 波等 につ いて、電 子機 器 、電気 機器 、自動

車 等 に分 類 して検討 が行 わ れて い るが、 時代 とと もに この よ うな分類 に合 わ

な い製品 が現 れ るこ とが 予想 され る こ とか ら、 これ らの 製 品 に対 して適 用す

る妨 害波 の規格 の検 討 を行 っ た もの で、共通 規格(GenericStandard)と 言 う。

(注3)PARTNER:ProductiveAndReliableTelecommunicationsNEtwork

forRadio-stations
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中線電力等の諸元 をデー タベー ス化 し、大型 コンピュー タを活用 した総

合無線局監理 システム を、5年 度か ら3か 年計画で、7年 度末の運用開

始 を目途に構築す るこ ととしている。5年 度は、業務 システム と制御系

システムにつ いて基本 設計 と詳細設計の一部が行 われた。

当該 システムの導入によ り、無線局 に関す る諸元が一元的に管理 され、

これ らの検索 ・照合 ・帳票作成等が迅速化 され、無線局監理事務 の効率

化が図られる とともに審査事務 等の迅速化が可能 とな り、利用者の利便

向上が図 られ ることとなる。

③ 電波利用促進のための規制 緩和

ア 無線局の再免許制度の改正

無線局は、原則 として、5年 に1回 一斉に免許の有効期 間が満了す る

制度にな っている。免許 の有効期 間が一斉に満了す る場合、免許 を取得

した時期 に より免許 の有効期間に差が生 じるこ とか ら、郵政省では、今

回、陸上移動業務 の無線局、携帯移動業務 の無線局、無線呼出局及 び地

球局について、毎年1回 の再免許 の時期 を設定 し、最初の免許 の有効期

間 を最低4年 間確保 す ることを目的に関係省令 を改正 し、5年12月 に施

行 した。

イ ヨッ ト等の小型 レーダーの操作資格制限の緩和

近年のマ リンレジャー ブームに よリプ レジャー ボー トが増 え、これ ら

の船舶 に よる海難事故 も増加傾 向にあ り、航行の安全確保が重要 な課題

となっている。 このため、他 の船舶や海岸局等 との電話連絡 がで きる無

線電話に加え、他 の船舶 との衝突 防止や座礁の防止等のための レー ダー

の設置の要望 が高 まってい る。 このような要望 に対 して、郵政省 では、

5年12月 関係政令 の一部 を改正 し、 これ ら船舶 に設置されている無線電

話の操作が可能 な第三級海上特殊無線技士 の資格 に より、 コンパ クトで

簡便 な操作性 を有す る空 中線電力5キ ロワ ッ ト以下 の小型 レー ダーの操
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作がで きるよ うに し、 もってその普及 を図 るこ とに よ り航 行の安 全に資

す ることとした。

(4)周 波数資源の開発

ア 未利用周 波数帯の開発

現在使 用 され てい ない周波数 の 高 い電 波、例 えば ミリ波(30GHz

～300GHz)は これ まで使用 されてい る周波数 の約10倍 と広い帯域 を有

してい る。 このため、 ミリ波の特質 を生か して、オ フィス等の構 内をは

じめ として、 自由に端末 を移動 して、高速 デー タ通信 ・画像通信 を行 う

ことを可能にす る ミリ波構内通 信技術 等の研究 開発 が行 われてい る。5

年度 は、郵政省において開催 された 「電波資源 開発利用 に関す る調査研

究会」において、 ミリ波 を利用 したB-ISDNサ ー ビス ・高速無線L

AN・ 画像伝送 につ き中長期 的 なモデル システムの策定 を行 った ところ

である。

また、サブ ミリ波(300GHz～3,000GHz)に つ いて も、サブ ミリ波

を実用可能 にす るために、高機能 デバ イス技術 の研究開発 を郵政省通信

第2-2-3図 ミ リ波構 内通信 の利 用 イ メー ジ図

ミリ波帯 を利用す ることによ り、広帯域ISDNな ど大容 量の情報や画像 の伝

送が可能

自由に端末 を移動 して情報 のや りとりが可能
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総合研究所において行 ってい る。

イ 既利用周 波数帯の再開発

近年の移動通信需要の伸 びは著 しく、現在割 り当て られ ている周波数

だけでは対応で きないこ とが予想 されてい る。

これまで徐々 に高 い周 波数 を実用化 して準マ イ クロ波 帯(1GHz

～3GHz)ま ではほぼ開発が終了 している段階にあるが、今後は、地上

固定通信 ・衛星 通信等 に現在使用 されてい るマ イクロ波帯(3GHz～10

GHz)を 移動通信に利用す るための研 究開発 を行 って い く必要があ る。

このため、郵政省 では5年 度 は「電波資源開発利用 に関す る調査研究会」

において、要素技術の現状 と動 向についての調査 を行 うとともに、移動

通信へ のマ イクロ波帯利用の可能性等に関す る展望及 び実現可能時期、

開発方策等の検討 を行 った。 また、郵政省通信総合研究所では、5年 か

ら7か 年計画でマ イクロ波帯移動通信 システム を実現す るための研究開

発が行われている。

ウ 周波数有効利用技術の開発

主に移動通信需要の増大 に対処 す るため、電波の伝搬状況や利用状況

等の環境に応 じて、無線局が使用す る周波数 ・電力 ・周波数帯域幅等 を

時間的に動的(ダ イナ ミック)に 変化 させ、周波数の高度利用 を図るイ

ンテ リジェン ト電波利用技術の研究開発が重要 になって きている。 この

ため、郵政省 では、5年 度 には 「インテ リジェン ト電波利用に関す る調

査研究会」において、基地局 間で周波数 を融通 しあ うダイナ ミックチ ャ

ネル割 当技術 等 を実際に適用す る場合 の望 ま しい条件や課題について検

討す るとともに、郵政省通信総合研究所 にお いて研 究開発 を進 めてい る

ところであ る。

このほか、5年 度か ら 「電波 資源開発利用 に関す る調査研究会」にお

いて固定無線通信の需要 に対処す るため に、 同一 回線の上 りと下 りに同
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一の周波数 を利用す ることに よ り、周波数利用効率 を従 来の2倍 とす る

単一周波数 中継技術について検討 を始め た。 また、郵政省通信総合研究

所 にお いて、放送局の 多局化 、難視聴解消、 コ ミュニティ放送の普及等

の需要に対応するために、電波の干渉妨害 を逓減 し、隣接す る区域にお

いて同一周波数 を使用可能 とす るFM同 期放送技術等の研 究開発 を開始

している。

(5)移 動通信 の普及促進

ア デジ タル携帯 ・自動車電 話 システム

アナ ログ方式に比較 して通話品質が良 く、 多様 なサー ビスの提供が可

能なデジタル携帯 ・自動車電話 システムについては、需要 の急激な拡大

に今後対応 してい く必要が ある。 こうした観 点か ら、㈲ 電波 システム開

発センター(RCR)に おいて、現在 のデ ジタル方 式の 自動車電話シス

テムの加 入者容量 を2倍 に増加す ることを可能にす るハ ー フレー ト音声

CODEC方 式について、標準化作業 を進めてい る。5年 度は標 準規格

案の策定 を行 い、5年11月 か らは、21機 関の参加 を得て相互接続試験 を

実施 している。

イ デジタルMCA

MCAシ ステ ムの加 入者増加 に伴 う周波数 資源 の逼 迫 に対応す るた

め、現在のアナ ログ方式に比べ 周波数利用効率が高 く、 デー タ通信等の

高 度なサー ビスの提供 が可能 なデ ジ タルMCAシ ス テム を導入す るた

め、郵政省では、5年3月 、本 システムの導入 に必要 な無線設備規則等

の一部 を改正 した。5年10月 には、制御局 の設 計に必要 となるサー ビス

エ リアの条件 を明 らかにす るための実証実験が行 われてお り、6年 度の

本格的 な運用 に向け準備が進め られてい るとこ ろであ る。

ウ 公共デジ タル移動通信 システム

国、地方公共団体 及び公益事業者が運用す る公共業務 用の移動通信 に



第2節 多様なサービスの実現に向けた電気通信の展開 一223一

対する需要の増加 に伴 い、公共業務 において特 に利用度 の高 い400MHz

帯 を使用 し、①周波数 の利用効率が高 く、② 高速 デー タ通信、音声 ・デー

タ同時通信等 多様 な機能の実現 が可能 な、公共デジタル移動通信 システ

ムを導入す るため、郵政省 では、5年11月 、本 システムの導入に必要 な

無線設備規則等の一部 を改正 した。

工 将来の公衆陸上移動通信 システム(FPLMTS)

現在の携帯 ・自動車電話の発 展形態 である将来の公衆陸上移動通信 シ

ステム(FPLMTS:FuturePublicLandMobileTelecommunica-

tionSystems)は 、通信の究極 的な 目標であ る 「いつで も、 どこで も、

だれ とで も」通信 を可能 とす るグローバルなパー ソナル移動通信 を目指

してお り、ITUに お いて、2000年 のサー ビス開始 を目標 として標準化

活動が行 われてい る。5年11月 にスイスの ジュネー ヴで開催 されたIT

U無 線通信総会(RA-93)で は、今後2年 間の研 究委員会(SG)の

研究課題 として引 き続 き承 認 され た ところである。我が国においては、

ITUに おける標準化活動 に積極的に寄与す るとともに、欧米等の標 準

化組織 と連携 を図 る必要性 が高 まってい ることに対 応 し、5年4月 、(財)

電波 システム開発セ ンター(RCR)に 学識経験者、関係電気通信事 業

者、 メー カー等か らなるFPLMTS研 究委員会 を設置 し、本格的な検

討 を開始 している。

⑥ 道路交通情報通信 システム(VlCS)の 推進

渋滞 ・交通事故 ・規制等の道路交通情報 を ドライバーに提供す るこ と

に よる交通の安 全円滑化、環境保全及 び経済性 の向上への寄与 を目的 と

して、郵政省 ・警察庁 ・建設省 の支援の もと、道路交通情報通信 システ

ム(VICS)推 進協議会においてVICSの 実用化に向けた検討が行

われてい る。VICS(VehicleInformationandCommunication

System)は 、① 道路 に沿 って設置され た通信装 置であ る情報 ビー コンか
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第2-2-4図 道 路交通 情報 通信 システ ムの イ メー ジ図

〉遡 交通鷲

O

◎
CD-ROM

ら、走行地点に特有 の情報 を提供す る方式、②広域 情報 を一括 して大量

にFM放 送局の放 送電波 に多重化 して伝送す るFM多 重方式、③ 将来的

には、 ドライバーの必要 とす る情報 を双方向で伝 送す るテ レター ミナル

方式等に より、所要時間や渋滞 ・事故等の道路交通 晴報や駐車場 等の関

連情報 を リアル タイムで提 供す ることによ り、 ドライバーの経路選択等

を支援 し、道路交通全体の 円滑化 を図 るこ とを 目的 としてい る。5年11

月には、VICSの 一層の理解 を得 るため に、東京都 内において体験試

乗 等の公開デ モンス トレー シ ョンが行 われた。

(7)GMDSSの 推進

船舶が世界中 のいか なる海域 を航行 していて も、衛 星通信 技術や デジ

タル通信技術 を使用 して、陸上 の捜索救助機関や付近 を航行 してい る船

舶 と常に遭難通信がで きることを目的に、「海上 におけ る遭難及び安全 に

関す る世 界的な制度(GMDSS:GlobalMaritimeDistressand

SafetySystem)」 が1992年2月 か ら導入 されてい るが、対 象 となる船舶

は1999年 までに段 階的 に移行 を完了す るこ ととされてい る。

これを受けて郵政省 では、4年 度か ら3力 年計画で 「GMDSSの 導
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入に伴 う海上通信の整備 ・再構 築に関す る調査研 究会」 を開催 し、5年

度は全国の約800局 の海岸局 を対象に現状等 の調査 を行 ってお り、6年 度

はこれらの調査の結果 を踏 まえて、GMDSS体 制への 円滑な移行のた

めのガイ ドラ インの策定等 を行 うこ ととしている。
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第3節 放送政策の新たな展開

1放 送産業政 策の推進

(1)「 新時代 に おけ る放送産業の在 り方 に関す る懇談会」 の開催

近年 の放送技術の進歩、国民 の情報ニー ズの高度化 ・多様化 を背景 と

す る多 メデ ィア ・多チ ャンネル化の進展に よ り、 メデ ィア間におけ る競

争が活発化 してい くことが予想 され るが、 郵政省では、5年4月 か ら、

「新時代 におけ る放送産業 の在 り方 に関す る懇談会」を開催 し、今後 とも、

放送産 業が調和 ある発展 を遂 げるよ う、放送産業全 般につ いて経営的観

点か ら多角的 な検討 を行 っている。

6年2月 に発表 され た中間 と りまとめ では、①視聴者の利益 となる場

合 には、放送事業者 に割 り当て られた帯域の範囲 内で 自由 な周波数の利

用 を可能 とす る制度の導入についての検討が必要、② メディアの実情に

応 じて、 また、視聴者 の利益増進 とな り、放送事業者が希望す る場合に

は、他 者の設置 した設備 を利用 した参 入 を認め る、③地上 系民放の放送

対象地域の県域 原則 については、少数 チャンネル地域解消 のため、一定

の条件の下で例外 を認め る、④ マ スメデ ィア集 中排 除原則が適用 されて

い るメデ ィアについて、 メデ ィア特性 、地域 におけ る情報提供主体の多

元性等 を踏 まえ、同原則 を緩和 す る、⑤ 映像 国際放送 の円滑 な受信 ・発

信 を実現す るための国内的枠組み を整備 す る等、幅 広い分 野に対 し、具

体 的な提 言が なされてい る。

(2)規 制緩和等の推進

放送 ニュー メデ ィアの振興 を図 ってい くとともに、各 メデ ィアが事業

経営について よ り一 層の創意工夫 を発揮 し、健 全な競 争が行 われてい く

よ う環境整備 を行 うとの観点か ら、5年 度にお いて、種 々の規制 緩和等
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の措置が とられてい る。主 なものは、つ ぎの とお りである。

ア 有線テ レビジ ョン放送事業の地元事業者要件の廃 止等

5年12月 に、有線テ レビジョン放送施 設者が地元に活動基盤 を有す る

ことが望 ましい とす る地 元事業者要件 の廃止、及び複数の市区町村の区

域を施設区域 とす ることを全面的に可能 とす る規制緩和が行 われ、有線

テレビジ ョン放送事業の広域的展開への道が開かれた。

また、有線 テ レビジ ョン放送施設の許可 申請書の添付図面等 の簡素化

を実施 した。

イ 衛星放送事業 に係 る規制緩和等

①一般 放 送事 業者 の衛 星放 送事 業 に係 る放送 時 間の有 料比率 規制

(50%以 上)の 撤廃、②一般放送事業者のBSテ レビジョン放送について

の総合放送規 制の適用除外 、③衛星系のテ レビジ ョン音声 多重放送(独

立利用)に ついてのマ スメデ ィア集 中排 除原則の適用除外の措置が、6

年3月 か ら実施 され、衛星放送の普及 ・発達 に貢献 している。

ウ 国境 を越 え るテ レビ放送の 受信 ・発信の実現

国境 を越 えるテ レビの受信 ・発信 については、現在、我が国か らの映

像 国際放送の発信、外国か らの越境 テレビの受信の円滑化のための措置

について、法改正 の必要性 を含め、幅広 く検討 されている。

工 多重放送の料金規制の緩和

多重放送(音 声 ・文字 ・ファクシ ミリ ・デー タ)の 料金 について、認

可を届出に緩和す るための放送法 の改正が検討 されている。

(3)株 式上場のための環境整備

昭和41年 以降、マスメデ ィアの集 中排除原則等 との関連において、放

送局の予備免許に当たっては、株 式譲渡に取締役会の承認 を要 す る旨を

定款で定め るこ とが条件 とされてお り、 このため、放送事業者の株式上

場 は事実上 困難 となっていた。
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しか しなが ら、株 式上場 は、放送事業者 に とって、資金調達 ・人材確

保、 多 くの意見の経営へ の反映 を可能 とす るこ と等の観 点か ら有益 であ

り、 多メデ ィア ・多チャンネルの下 での経営体質の強化等 に資す るもの

であるこ とか ら、6年2月 、従来の上場抑制的 な行 政方針 を転換 し、予

備免許時の上 記の条件付 け を廃止す る等、放 送事 業者が 自由 に株式上場

を行 える環境 の整備 を行 うこ ととした。

2放 送の国際化への対応

郵政省では、社会経済活動の国際化が進展す る中で、放送による情報

の国際交流の促進を図るため、NHKが 委託 して人工衛星による国際放

送をさせ ることができるようにするとともに、受託国内放送制度を拡大

して一般放送事業者が外国に向けて放送 を行 うことができるようにする

こととし、そのための放送法の改正を検討 している。

また、アジア地域においては映像国際放送に関する共通のルールが存

在 しないため、アジア地域における映像国際放送に関する一定の国際的

ルール作 りに資することを目的に、6年 度に、アジア地域における映像

国際放送に関する国際共同研究を実施 し、各国政府機関 と共同で国際会

議を開催するとともに、社会的 ・技術的課題の調査 を実施することとし

ている。

3放 送メデ ィアの多様化の ため に

(1)放 送衛星3号(BS-3)後 継機の段階 における衛星放送の在 り方

につ いての答 申 をふ まえた行政上の必要な措置の策定

放送衛星3号(BS-3)後 継機の段階におけ る衛星放 送の在 り方に

ついて、5年5月 、現在 のハ イビジ ョン と同 じMUSE方 式、お よび現

在の衛星放送 と同 じNTSC方 式の放送方式が適 当であ るなどとす る内
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容の答申が電波監理審議会 か ら出 され た。

郵政省 では、この答 申を受 けて、事業主体別 ・放送の種類別チ ャンネ

ル数等の放送普及基本計画について、策定作業 を進めてい る。

また、 同答 申で、衛星放送の普及 を図 る上 で必要 な行政上の措置を講

ず ることとされたの を受 けて、前述 した ように、種々の規制緩和にかか

る措置が とられている。

②CS放 送 の普及方策につ いて

5年9月 に取 りまとめ られた 「CS放 送研究会」の報告書において、

CS放 送の普及 方策が幅広 く提 言されたのを受けて、CS放 送 の健全か

つ円滑な普及 ・発達の ための環境整備 を行 うため、前述 した規制緩和に

係 る措置 に加 え、つ ぎの ような措置が実施 されてい る。

ア セ ッ ト割引料金制 度の導入

5年9月 及 び11月 に認可 された契約約 款か らセ ッ ト割 引料金制度が導

入され、複数のCS放 送 サー ビスを受 け る場合の視聴料 についての割引

料金が設定され るこ とになった。

イ 多チャンネルサー ビスの実現

都市型ケー ブルテ レビ並みの 多チャンネルサー ビスを目指 し、5年7

月に4社4チ ャンネルを追加認定 し、10社10チ ャンネル によるCS放 送

の実施が可能 となった。

③ 衛星によ るデータ放送の実用化 に向 けて

'郵政省は、5年6月 、電気通信技術 審議会か ら、「放 送衛星 によるデー

タ放送に関す る技術的条件」について、ファ クシ ミリ信号、 テレソフ ト

ウェア信号、静止画信号、文 字(基 本)信 号及 び時刻信号 の各信号 の方

式並びにこれ らに共通 して使 用する伝送制御方式及び有料方式の技術的

条件に関す る一部答 申を受けた。

郵政省 では、 この答 申を受け、放送衛 星に よるデータ放送の実用化 に
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必要 な関係省令等の改正 を行 う予 定 としてい る。

また、通信衛 星に よるデー タ放 送及び文字放送 の技術的条件 につ いて

も、現在、電気通信 技術審議会 において審議 中である。

(4)ハ イ ビジ ョンの普及促進

ア ハイ ビジ ョン ・シテ ィモデル都市の指定

「高度映像都 市(ハ イ ビジ ョン ・シテ ィ)構 想」は、高度映像 メディ

ア であ るハ イ ビ ジョン を導 入 し、 映像 の持 つ ヒューマ ン コ ミュニ ケー

シ ョン機能 を活用す るこ とで、地域の活性 化 と魅 力あ る都市づ くりを目

指す ものであ り、郵政省 は、 モデル都 市の システム構築 に対 し、財政投

融資、 無利子融 資、税制等の各種 の支援措置 を講ず るこ とによ り、 この

構 想の推進 に積極的 に取 り組んでいる。ハ イビジ ョン ・シティモデル都

市 としては、5年 度 に、新 たに岡山県高梁市、 島根県 邑智町が指定 され

た ことに より、5年 度末現在、37地 域が指定 されてお り、 この うち29地

域(48か 所)に ハ イビジョンシステムが導入 されてい る(第2-3-1

図参照)。

イ ハ イビジ ョン番組制作設備 の整備

ハ イビジョン番組 については、従 来のNTSC方 式に比べ て、番組制

作機器(カ メラ、VTR等)の 価格が3倍 以上す るこ とが、ハ イビジョ

ン放送の普及 を阻害す るひ とつ の要 因 となってい る。例 えば、(社)ハ イ

ビジ ョン推進協会 による試験放 送において も再放送 の割合が半分程度に

なってお り、ハ イピジ ョン放送 の本格 的な実施 のため には、放送番組制

作の促進 が不可欠 となってい る。

このため、郵政省では、6年 度か ら、放送事業者や番組制作事業者が

ハ イビジ ョン用 ソフ ト制 作設備 を取得 す る場合 に財政的支援 を与 えるこ

とに より、番組制作 を促進す るこ ととしてい る。
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第2-3-1図 ハイ ビジ ョン ・シテ ィモデ ル都市 の指定 状況

(6年3月 末現在)

○ハ イ ビ ジ ョ ン ・シテ ィ モデ ル都 市 数=37地 域(33市 ・3町 ・2村)
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(5)ケ ーブル テ レビの普及促進

ア 「CATV発 展 に向 けての施策」

5年12月 、郵政省 では、①事 業展開の広域化、② ケー ブルテ レビ事業

者の電気通信事業への展開、③ 通信 ・放送融合 に対 応 したパ イ ロッ トモ

デル事 業の実施、④外国企業 との連携促進(ノ ウハ ウ、 資本 の導入)、 ⑤

道路 占用料 ・電柱共架料の減免等 など、ケー ブルテ レビに関す る各方面

か らの振興策 を取 りま とめ、「CATVの 発展 に向けての施策」として発

表 した。

これ を受 けて、郵政省で は、同月、有線 テ レビジ ョン放送施設者の地

元事業者要件 の撤廃、施設区域 の広域化 の規制緩和 を実施す るな ど、こ

の振興策の具体化 に向けて取組 を行 っている。

イ ケーブル テ レビの将来 ビジ ョンに関 する調査研 究会

郵政省では、 ケー ブルテ レビが、多チャンネル ・双方 向機能 とい う優

れた特性 を活か し、地域情報基盤 として、一 層発達普及す ることに資す

るため の将来 ビジョン を示す ことを目的 として、5年5月 か ら、 ケーブ

ルテレビの将来 ビジ ョンに関す る調査研 究会 を開催 中であ る。

ウ フルネ ッ トワーク支援セ ンター

ケー ブルテ レビ網 を利用 して、高度通信 を含 めたサー ビス を提供す る

フルネ ッ トワー クを実現す るこ とによ りケー ブルテ レビ事業 の展 開を図

るため、通信 ・放 送機構 において フルネ ッ トワー ク支援 セン ター を整備

す る事業が5年 度の第3次 補正予算で認め られた。

この事業で は、通信 ・放送機構が15億5千 万円の一般会 計出資 を受け、

それによ り、 フルネ ッ トワー ク支援セ ンター を建 設 し、同セ ンターにお

いて、映像圧縮技術 等の研究 開発、 多様 な分野において利 用可能 な情報

通信 を活用 した様 々 な技術 開発 を行 うこ ととしてい る。
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⑥ コ ミュニテ ィ放送の全国展 開の推進

超短波放送(FM放 送)用 の電波 を利用 して市町村等の一部 の区域 に

おいて、地域住民に密着 した きめ細かな情報 を提供 し、 当該地域の振興

その他公共の福祉 の増進 に寄 与す るこ とを 目的 として放 送 を行 う 「コ

ミュニティ放送」は、5年 度には、大 阪府守 口市(5年7月)、 愛知県豊

橋市(5年11月)、 北海道旭川市、神奈川県葉山町(5年12月)及 び香川

県坂出市(6年3月)で 開局 し、5年 度末 では6局 となった。

これに続 くもの として、5年 度末 までに、栃木県栃木市、神奈川県平

塚市、新潟県新津市及 び静岡県浜松市におけ るコミュニティ放送局に予

備免許が与 えられている。

郵政省 では、コ ミュニティ放送の全 国展開 を図るため、① コミュニティ

放送局のための免許手続 き及び運用面での改善 を図 る、② コミュニティ

放送専用の周波数 を複数波用意す るといった環境整備 を図ることとして

いる。
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コ ミュニテ ィ放 送

平成5年 度末で開局 しているコミ⊥ニティ放送局は下表の とお り。

これらの放送局は、地域密着型の 「電波のタウン誌」 として、その日生

まれた赤ちゃんの情報(FMHANAKO)や 夜景の観光案内(FMい

るか)な ども含む個性豊かな放送を行っている。

社 名 局 の 愛 称 開 局

函 館 山 ロープ ウ ェイ

エ フエ ム も り ぐち

エ フエ ム豊 橋

葉 山 コ ミ⊥ニ テ ィ放 送

旭 川 シ テ ィネ ッ トワー ク

エ フ エム ・サ ン

FMい るか

FMHANAKO

FMDINO

ハ ヤ マFM

FMリ ベ ー ル

FM761

4年12月

5年7月

5年11月

5年12月

5年12月

6年3月

(7)FM放 送の多様化に向けて

郵政省では、①在 日外国人の増大に対応するため、FMに よる外国語

放送を実現するための環境を整備する、②文字や図形などのデジタル ・

データを放送する等、FM多 重波 を利用 した新サービスの実施 を促進す

るといったFM放 送の多様化に向けた検討 を行っている。

4放 送ソフ トの充実

(1)放 送番組素材利用促進事業

放送の健全な発達及び普及を図るためには、放送を通 じて提供される

情報である放送番組の充実 を図ることが必要である。特に、近年、放送

における多メディア ・多チャンネル化が進展 し、各放送メディアはその

メディア特性を生かした放送番組 を放送することが求め られているが、

全ての放送事業者が十分 な放送番組の制作能力を有 しているわけではな
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いのが現状であ る。

このため、放送番組の制作に係 る環境整備 を図ることが喫緊の課題 と

なってお り、 その一環 として、郵政省 では、放送番組 を制作す る者が、

テープ等に記録 された映像等(放 送番組素材)を 円滑に入手 し、放送番

組の制作 に使用 し得 るようにす るため、「放送番組素材利用促進事業」を

6年 度か ら推進す ることとしてい る。 この事業 の具体 的業務 内容 は、以

下の とお りである。

① 放送番組素材 を収集 し、及び制作 し、保 管 して、放送番 組の制作

の用に供す る業務

② 放送番組素材に関す る取引のあっせん及び情報の提供 を行 う業務

郵政省では、本事業 を行 う者に対 し、産業投資特別会 計か らの出資を

原資 とす る通信 ・放送機構か らの出資、 日本開発銀行等か らの無利子融

資及び低利融資による支援 を行 うこととし、関連 の法律 を整備す るこ と

としてい る。

② 放送番組情報デー タベースの整備

放送番組は、社 会や世相 を記録 した貴重 な国民的財産であ り、従来、

消去され散逸されが ちであった放送番組 を収集 ・保管 し、広 く公衆に視

聴 させ る とともに、放送番組 に関す る情報の整理 ・提供 を行 う業務 を効

率的に実施す るこ とは、社会的 ・文化的 な見地か ら極めて重要 である。

このため、郵政省では、6年 度、勧放送番組センターに補助金 を交付

し、放送番組 に関す る文字情報及び画像情報 を収集 ・蓄積 し、検索 を可

能 とす る放送番組情報デー タベース を構築 させ ることとしている。 この

データベー スに蓄積 された情報 は、放送番組セ ンターの館 内において、

利用者に提供す る とともに、広 くネ ッ トワー クを通 じて一般 に提供 され

る。
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(3)字 幕放送 、解説放送の充実

視聴覚 障害者 は、その障害 に よ り放 送 を利用 してい く上 でハ ンデ ィ

キャ ップがあるが、我が国 では、解 説放送 、字 幕放送、 手話放送 の実施

状況が十分 とはいえないなど、視聴覚障害者 向けの放送 につ いて、一層

の充実 に取 り組 んでい く必要 があ る。

このため、 「身体障害者の利便 の増進 に資す る通信 ・放送 身体障害者利

用 円滑化事業 の推進 に関す る法律」が5年9月 に施行 されたのを受け、

郵政省では、耳 の不 自由な方 のため の字幕放送や 目の不 自由 な方のため

の解説放送 とい う視聴覚 障害者 向け放送 の放送 番組 の充実 を図 るため

に、放 送番組制作費に対 して助成 を行 うこ とと してお り、5年 度には、

4番 組 の字幕番組に対 し助成が行 われ た。

(4)「 映像 ソフ トの知 的財産権 に関す る協議会 」の開催

多メデ ィア ・多チ ャンネル化、 ソフ トのマルチユース化 等の進 展する

中で、放送 ソフ ト等の映像 ソフ トの円滑 な制 作 ・流通 を促 進す るため、

その知 的財産権に係 る問題 に関す る対 応が重要になってい る。このため、

郵政省 では5年1月 か ら、 「劇 象ソフ トの知 的財産権 に関す る協議会」を

開催 し、関係 す る諸 問題について検討 を行 ってい る。

⑤ 有線テ レビジ ョン放送番組 充実事 業の推進

郵政省は、ケーブルテレビの放送番組 の制作、流通等 を促進す ること

に よって、ケー ブルテレビの発 達 ・普 及による情報 流通 の円滑化 を図る

ことを 目的 として、4年 度か ら、①番組共 同制作業務、②番組配信業務 、

③番組1青報提供業務及 び④番 組保 管 ・視聴業務 のすべ ての業務 を、必要

な施設 を整備 して行 う者に対 し、通信 ・放送機構か らの出資や 日本開発

銀行等か らの無利子融資等の支援 を行 う、「有線 テ レビジ ョン放送番組充

実事業」 を推進 している。

これ まで、金沢市 の 「株式会社北陸 メデ ィアセ ンター」、札 幌市の 「株



第3節 放送政策の新たな展開 一237一

式会社 北海道テ レコムセンター 」(い ずれ も4年 度認定)の2事 業が認定

されてい る。

5放 送の利用格差の是正 に向 けて

① 民放 テ レビ放送 難視聴解消事業等の実施

国は、電気通信格 差是正事業の一事業 であ る民放 テレビ放送難視聴解

消事業 として、3年 度か ら民間テ レビジ ョン放送が1波 も良好 に受信 で

きない地域の解消 を図 るための 中継局 の設置に対す る経費の一部補助 を

行 ってお り、5年 度には、50件 、5億4千 万円の事業が実施 された。

また、4年 度 と5年 度 の2か 年間で、沖縄先島地 区(平 良市等2市 、

5町 、2村)の 難視聴 を解消す る事業 では、海底 ケーブル、マ イクロ回

線及び中継局 の設置経費の一部について国が補助 を行い、5年12月 か ら

先島地区にお いて民放 テ レビ放送の視聴が可能 となった。

さらに、6年 度 か らは、本土か ら遠 く離れているために、現在 、地上

系の放送が全 く視聴 で きない東京都小笠原地 区を対象 とする事業 が実施

される予定 となっている。

② 民放 中波 ラジオ放送受信障害解消事業の実施

国は、民放 中波 ラジオ放送が外国波混信や地形的条件 等によ りよく聞

こえない地域 を解消す るため、中波 ラジオ放送 中継施設 の設置に対す る

費用の一部補助 を行 ってお り、5年 度には、新潟県小 出村等、5件 、2

億9千 万円の事 業が実施 された。

(3)都 市受信 障害解 消事業の実施

高層建築物等に よるテレビジ ョン放送の受信障害の解消は、原因者費

用負担の考 え方に基づ く当事者 間協議に よりその解決が図られ るべ きで

あるが、最近 では、林立す る高層建築物等 が複雑に関連 して受信障害 を

引 き起 こし原 因者 の特 定が 困難なため解決が 難 しい障害 も発生 してい
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る。 このため、郵政省では、5年 度、電気通信格差是正事 業の新 規施策

として、 「都市受信障害解消事業」 を創設 し、 これ を推進 して いる。

この事業 は、市町村又は特別 区が事業主体 となって、建築物等に起 因

す る原因者 の特定が 困難なテ レビジョン放送の受信障害 を解消す ること

を 目的 として、受信 障害解 消のための共同受信施設 を設置す る場合 に、

その設置に必要 な経費の一部 を補助す る もので あ り、5年 度には、東京

都 中野区で事業が実施 された。

(4)衛 星放送受信対策基金 によ る難視聴解 消への取組

NHKの 難視聴については、昭和59年 度か ら衛星放送に よる解 消の取

組が行 われているが、その支援策 として、NHKテ レビジ ョン放 送の難

視聴地域 における衛 星放 送受信設備の設置 に対 し、地方 自治体 の助成 を

前提 として、通信 ・放送機構 の 「衛星放送受信対策基金 」か ら、その費

用の一部 を助成す る事業 が行 われ ている。

5年 度は、2,436件 、約5,500万 円の助成が行 われてい る。

6放 送の デジ タル化の推進

(1)「 放送の デジタル化 に関す る研究会」の開催

郵政省では、5年5月 か ら 「放送 のデ ジタル化 に関す る研究会」 を開

催 し、放送 の各 分野へ のデ ジ タル技術 の導入 につ いて総 合 的に検討 を

行 ってい る。

研究会では、放送に対す る高度化、多様化す るニー ズへの柔軟 な対応、

受信機の高性能化 ・多 目的化 、移動体受信の容易性、適切 なサー ビス品

質 の確保、電波 資源 の高度利用等の社会的要請 に応 えるため には、放送

システムにデジ タル技術 を導入す ることによ り、放送の インテ リジェン

ト化(高 機能化 ・多チャンネル化 ・双方 向化)を 図 るこ とが必要 である

とされ ている。 また、 その基本方針 として、①ISDB方 式 の採用、②
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適切な周波数帯域幅の設定、③ 地上放送の変調 方式 としてOFDM方 式

の開発 ・実用化の推進、④圧縮方式 としてMPEG-2方 式の実用化の

推進、⑤必要 なビ ッ トレー トを確保で きる周波数 帯域幅 を単位 とした免

許の導入、⑥委託放送事 業者の一般的導入が提案 されている。

② 放送衛星 による広帯域テ レビジ ョンの開発

4年3月 に開催 された国際電 気通信連合(ITU)の 世界無線通信主

管庁会議(WARC-92)で 、「広帯域HDTV」 の衛星放送の ために、

日本の属す る第3地 域(ア ジア ・太平洋地域)に 対 して21.4～22GHz

の周波数帯が分 配 され、国際電気通信連合無線通信部門(ITU-R)

で、現在のハ イビジョン(HDTV)で 使用 されている27MHzの4倍

近 く広い1チ ャンネル 当た り100MHz程 度の周波数帯幅 を使用 した広

帯域HDTV衛 星放 送が研 究され るな ど、広帯域 テ レビジ ョンへの取組

が行われてお り、郵 政省 で も、8年 度 に打上 げが予定 されている通信放

送技術衛星(COMETS)で 広帯域HDTVの 伝送実験 を行 うことと

している。

また、 この新 たな周波数帯 では、広帯域HDTVの ほかに も、広帯域

であるこ とを活用す る各種 の 「広帯域 テ レビジ ョン」のサー ビスが想定

されている。

③ デジタル音声放送技術 の開発推進

郵政省では、4年 度か ら、「音声放送技術研究会 」を開催 し、地上系の

移動体 デジタル音声放送について、放送方式、周波数等 に関す る調査研

究を行 うなど、移動受信が可能な高音質デジタル音声放送 を実現す るた

めの技術 について調査研究 を進めて きたが、6年2月 、デ ジタル音声放

送(DSB:DigitalSoundBroadcasting)の 導入の推進等 を内容 とし

た最終報告書 を取 りまとめ た。
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第4節 郵便 事業 ・郵 便局 ネ ッ トワー クの新 た な展 開

1郵 便事業運営基盤の整備 ・充実

(1)高 性能な郵便処理機械類の配備等

郵政省では、郵便物を効率的に処理 し、安定 した郵便サービスを提供

するため、昭和43年 の郵便番号制の導入以降、「郵便物あて名 自動読取区

分機」・「郵便番号自動読取区分機」・「郵便物 自動選別取 りそろえ押印

機」等の配備 を行ってきた。6年 度は、取扱郵便物の増加の著 しい大都

市及びその周辺に所在する郵便局 を中心に、これら郵便処理機械等の配

備を推進するとともに、書留郵便物や外国来郵便物の区分作業の効率化

及び大型郵便物の選別取 りそろえ押印作業の効率化を図るため、新たに

「書留郵便区分機」・「外国来郵便物 自動読取区分機」・「大型郵便物 自動

選別取 りそろえ押印機」を配備する予定である。

「書留郵便区分機」には、郵便物に記載された郵便番号 を読み取 り、

あて局ごとの区分 を行 う機能やあて局別通数 をカウン トし、送達証の作

成を行 う機能のほか、郵便番号 と同時に郵便物に貼付 されたバーコード

を読み取 り、追跡システムへのデータ転送 を行 う機能がある。 また 「外

国来郵便物自動読取区分機」には、外国来の郵便物の郵便番号 を読み取

り、あて局別に区分する機能がある(当 面はある範囲内に書かれたもの

で印刷活字によるものが中心)。

(2)配 達局における局内作業の情報機械化

これまで主に手作業で行われてきた配達郵便局における局内作業の機

械化方策を検討するため、4年5月 から 「郵便処理システムの情報機械

化に関する調査研究会」が開催 され、5年5月 、報告書が取 りまとめら

れた。同報告書は、住所の細部までの具体的なコー ド化方策、機械処理
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システム案の基本的方向性等について提言 してい る。今後、 この調査研

究の結果 を参考に、新 しい郵便番号制や郵便処理 システムの在 り方の検

討及び情報機械化に必要 となる機械 、 システムの技術開発研究 を行 う予

定である。

③ 要員確保 への対応

郵政省では、労働 力の安定的確保及 び効率的配置並びに郵便局におけ

る高齢者や女性 の就業機会 の拡大 を図 るため、6年 度か ら郵政短時間職

員を試行する予定であ る。 同職 貝は、1日4時 間勤務 で、任用 ・服務 ・

処遇は常勤職員 とほぼ同様 の扱 い とす る長期継続的な勤務 の非常勤職員

であ り、郵便局 において、朝夕の郵便物 区分作業 等に従 事する予定 であ

る。

(4)新 大阪郵便局等の設 置

郵政省 では、特に大都 市圏におけ る郵便物数の増加に対処す るととも

に郵便サー ビスの維持 向上 を図 るため、拠点局 の整備 を実施 してお り、

らみ ノノ

噸 嚢'…

・、ド

珊r'

噂

新大阪郵便局 ・大阪小包郵便局の完成予想図
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2年8月 に営業 を開始 した新東京郵便局に続 き、近畿における新たな郵

便ネットワー クの拠点局 として、大阪市此花区に新大阪郵便局 ・大阪小

包郵便局 を6年8月 に開局する。郵便局舎は、低階層 ・大作業場 とし、

機械設備は最新鋭のものを導入して、大量の郵便物の迅速かつ効率的な

処理と高水準の品質管理 を目指 している。

また、国際化が進展する中、国際郵便は国際間の基本的通信手段 とし

て、ますますその重要性が増大 してきてお り、21世 紀 を展望 した国際郵

便の基盤整備 を図るため、大阪湾南東部泉州沖の関西国際空港国際貨物

ター ミナル内に大阪国際郵便局を6年9月 に開局する。

(5)不 在持戻 り郵便物の効率的な交付

近年のライフスタイルの変化等による昼間帯不在世帯の増加に伴い、

不在持戻 りとなる小包や書留郵便物が増加 しており、郵政省ではその授

受 ・保管 ・照会に対する調査及び交付等の事務処理に多大な労力を要し、

業務運行に支障が生 じている。このような事態に対処するために、5年

度に、持戻 り郵便物 と保管棚 をコンピュータ管理する不在持戻 り郵便物

保管管理システムの取扱いを開始 した。

2豊 かな暮 ら しづ くりに向けた郵便サー ビスの提供

(1)高 速郵便サ ービスの拡 充

6年 度 か ら、全国の主要20局 にG4フ ァクシ ミリ端末機 を設置 し、こ

れ をISDN回 線で結 び、 図面等の送受 信に充分対 応で き、送信 時間を

更に短縮す ると ともに大量 の送信 を可能 とす る高品質 な レタ ックスサー

ビス を試行 実施 す る予定 である。

また、電話に よるレタ ックス引受サー ビスの改善 のため、6年 度には

全 国に12の モデル局 を設置 し、新総合 通帳 の口座 か らの 自動引落 しによ

る料金支払い方法の簡便化 の勧奨やパ ンフレッ ト ・例文集等 の配布等を
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第2-4-1図 パ ソ コン通信 に よ るレタ ック ス引受 サー ビスの概 念 図
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実施す る予定である。

さらに、近年の多様化 ・高度化す るニーズに応 えるため、6年 度か ら

パ ソコン通信に よるレタックス引受サー ビスを開始す る予定である。 こ

のサー ビスでは、利用者がパ ソコン通信会社 のコンピュー タに登録 され

ているレタックスのメニュー を選択 し、必要 な情報 を入力す るこ とに よ

り、パ ソコン通信会社ヘ レタックスを申し込 む。 さらに、パ ソコン通信

会社 か らレタックスの通信 文等 のデー タが 引受局 のパ ソ コンに送信 さ

れ、引受局においては、受信 したデー タをレタックスの様 式に変換後、

ファクシ ミリ端末 で配達局 あて送信す る。なお、利用者 はパ ソコン通信

会社 を通 して、 レタックスの料金 を支 払 う(第2-4-1図 参照)。

② 郵便切手 ・はが き発 売機の配備

郵政省 では、休 日や夜間におけ る郵便切手 ・はが きの購入 を容易にす

ること及び大都 市や その周辺 に所在す る局の窓 口混雑の緩和 による郵便

窓ロサー ビスの一層の向上 を図 るこ とを目的 と して、郵便切 手 ・はが き

発売機 を配備 してお り、 さらに、6年 度 には、東京特別区及 び政令指定

都市に所在す る無集配特定郵便局に対 し、532台 の郵便切 手・はが き発売

機 を配備す る予定 である。
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(3)新 型郵便 ポス トの開発 ・試行設置

現在、全 国に約16万 本設置 されてい る郵便 ポス トは、郵便事 業におい

て最 も利用者に近 い窓 口であ る。 現在 の郵便 ポス トの規格が定 め られた

のは昭和20年 代 か ら同40年 代 にか けてである。

近年、社会経 済環境 の変化 に伴 い、郵 便物数 の増大、郵便 物の大 型化

や モー タ リゼー ションの進展等に よる生 活様 式の多様化 に対応 した郵便

ポス トの機能 の改善が求め られてい るとともに、その色 、デザインにっ

いて も地域 ・町並への調和 を求め る声が 多 く、郵便 ポス トの規格 を見直

すべ き時期 に きている。5年 度 に新型郵便 ポス トを試行 設置 したが、6

年度にはその結果 を踏 まえ、更に利用者ニー ズに対応 で きるよ う、改善・

検討 を加 えた新 型の郵便 ポス トを開発 し、全 国に試行 拡大す る予定 であ

る。

～
新型郵便ポス トの試行晶
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④ 多様 な郵便切手の発行

普通切手のデザ インについては、 日本の 自然 ・文化等 を題材 とした も

ののほか、昭和57年 か ら慶事 ・弔事用切手 を発行 してい るが、近年の社

会生活様式の変化等に対 応 して、 多様 な切手 の発行 に対 するニーズが高

まっている。 こうしたニー ズに応 え、郵政省が推進 している個 人間通信

の振興に資す るため、6年 度 には入学 ・就職 ・誕生 日のお祝 いや母 の 日・

クリスマスのメ ッセー ジ用等、時季に応 じて楽 しく使用で きる魅力あ る

デザインのシー ル式 グ リー テ ィング用 の切手 を発行す る予定 である。

(5)国 際エクスプレスメール(EMS)の 補償制度の改善

現行 の国際エクスプ レスメール(EMS)の 補償制度は、郵便物 の重

量区分 に基づ き、実 損額の範囲内で最 高2万7,100円 を限度 として損害賠

償 を行 うこととしているが、6年 度 には、補償制度の改善 によるEMS

のサー ビス向上 を予定 して いる。

改善 の概要 は、利用者 がEMSを 差 し出す際 に損害要 償額の 申出 を

行 った場合 で、当該EMSに 盗難や損傷等の事故が生 じた場合、損害要

償額(上 限200万 円の予定)の 範 囲内で損害賠償請求がで きるようにす る

とい うものであ る。

3社 会の基盤 と しての郵便局ネ ッ トワークの活用

〔1)ふ るさと小包の振 興

ふ るさと小包の5年 度 の利用状況 は、取扱品 目数7,900、 取扱個数1,913

万個 となってお り、昭和58年 のサー ビス開始以来順調に増加 してい る。

6年 度には、生産者 ・郵便局 ・地方 自治体 ・利用者等で構成す る 「ふる

さと小包推進協 議会」 を設置 し、郵便局等か ら必要な指導 を行 うととも

に、郵便 ネ ッ トワー クの活用 ・利用者の需要動向 ・品質管理 についての

情報 ・意見交換 を行 い、集約 した情報や ノウハ ウを生産者 にフィー ドバ ッ
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クす るこ とによ り、ふ るさと小包 の需要拡大 を通 じて、地域産業 の活性

化や地域 の活性化 に貢献 す るこ ととしている(第2-4-2図 参照)。

第2-4-2図 ふ るさ と小 包推 進協 議会 の概 念 図
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ふ るさと小包

ふ る さ と小 包 は 日本 全 国 の特 産 品 ・名 産 品 を産 地 か らゆ うパ ッ ク(郵 便

小 包)で 直 接受 取 人 へ 届 け るサ ー ビ ス。

利用の 多 い品 目及 び利用 数(上 位10位)

(5年 度 と昭和63年 度 との比 較)

『
貝

⊥星∬{

5年 度 昭 和63年 度

商 品 名 都道府県 利用数
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② 地場産業を活用 した新素材葉書の開発

日本は世界第2位 の紙 ・板紙の消費国であ り、郵便事業においても郵

便葉書 ・郵便切手の発行等、大量の紙を消費している。

こうした状況の中、郵政省 としては、資源の有効利用、森林資源の保

護等地球環境保全のため、4年 度 ・5年 度 と再生紙 を利用 した郵便葉書

を発行 しているが、今後は再生紙のほか、非木材紙 と呼ばれる新素材の

活用にも注目してい く。

非木材紙は草や産業廃棄物 といったこれまで見捨てられていたものが

原料であり、これを有効利用することにより、森林資源の保全 とともに、

地場産業の振興 を通 じた地域の活性化が期待される。

非木材紙は、今後製造コス トの逓減化等に伴い、次第に普及 していく

ことが予想され、郵便事業 として も、6年 度に新素材紙の生産実態の把

握、利用者意識の調査等の調査研究を行い、非木材紙 を葉書に活用する

ための取組を開始す る予定である。

(3)「 活き活 き情報交流サービス」の情報提供市町村の拡大

郵政省では、地方公共団体が発信す る観光 ・イベン ト・産業 ・就職 ・

住宅等に関する各種情報を郵便局ネットワー クを通 じて、都会等で生活

する人々や企業に提供する 「活き活き情報交流サー ビス」 を5年1月 か

ら実施 している。6年4月 からは、情報提供市町村 をこれまでの20市町

村から50市町村に拡大するとともに、サービス実施地域についてもこれ

までの41市町村から78市町村に拡大 した。

(4)寄 附金付お年玉付年賀葉書等の寄附金による地域社会への貢献

お年玉付年賀葉書 ・年賀切手に付加 された寄附金は、昭和24年 の制度

発足以来(年 賀切手は3年)、 社会福祉の増進 ・がん等難病の治療研究・

青少年の健全育成 ・地球環境の保全等10の分野の事業に配分 され、地域

社会に大 きく役立っている。
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寄附金付お年玉付年賀葉書等の寄附金による環境保全事業

6年 用寄附金付お年玉付 年賀葉書 ・年賀切手及び寄 附金付広告つ き葉

書(4年 度 に制度発足)の 販売 を通 じて集め られた寄 附金 は、323団 体 に

対 し、16億0,356万 円配分 された。

⑤ 郵便局 におけ るファクシ ミリによる住民票の交付請求の取扱 い

住民票の写 しの交付請求 の際、市町村が郵便局に設置 したファ クシ ミ

リを利用 して交付請求 を行 い、郵送に よ り住民票の交付 を受 けるサー ビ

スの取扱 いを4年2月 か ら開始 し、6年3月 末現在 、2市9町2村 内の

郵便局 において実施 してい る。 このサー ビスの取扱 いによ り、 それ まで

の郵便 による住 民票交付 請求及 び受理 を行 うサー ビスに比べ、住民票の

受取 までの時間が短縮 され、地域住民の利便性の向上が図 られている。

⑥ 郵便局における国際ボラ ンテ ィア貯金 による国際貢献

郵政省 では、国民参加 に よる民間 レベ ルでの海外援助の充実 に資す る

ことを目的 として、3年1月 か ら国際ボランティア貯金の取扱 いを開始

してお り、4年 度 は約24億 円の寄附金が寄せ られた。
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5年6月 、 この寄附金 の うち21億8,563万 円 を全国185団 体が実施する

240の 援助事業 に対 し配分 を行 い、アジア・アフ リカを中心 とした世界58

か国において、貧困や災害で苦 しむ人々のための医療 ・保健衛生指導や

食料援助、教育関係、 自立 を促 すため の職業 訓練、農業等 の技術指導、

さらには環境保全対策等に役 立て られてい る。

5年 度末に は国際 ボランテ ィア貯 金の加入者 は1,379万 人に達 す るな

ど、国民の間に着実 に根付 いて きている。

(7)郵 便局の外貨両替サー ビスの改善

3年10月 に開始 した外国通貨 の両替及 び旅行小切手 の売買 サー ビスは

5年 度、新規 に60局 を加 え、現在全 国の260局 で取 り扱 ってい る。

取扱通貨 は、外貨両替が米 ドル、フランス ・フラン、 カナダ ・ドル、

英 ポン ド、 ドイツ ・マル ク、オース トラ リア ・ドル及 び5年 度か ら取扱

いが開始 されたスイス ・フ ランの7通 貨 で、旅行小切手 は、 これ ら7通

貨 に 日本円 を加 えた8通 貨建 て となってい る。5年 度 の取扱状況 は、総

取扱件数約14万5千 件、総取扱金額約126億 円 で、対前年度 比伸 び率 は

各々75.4%、71.1%と 順調に推 移 した。6年 度 において も、 取扱局 を40

局拡大す る予 定であ り、利用者の一層の利便 向上 を図 るこ ととしている。

(8)郵 便貯金 資金 ・簡保資金 の運用 を通 じた貢献

財政投融資の主要 な原資 として活用 され る郵便貯 金資金や財政投融資

へ の協力 を通 じて活用 され る簡保資金は、全国約2万4千 の郵便局 ネッ

トワー クを通 じて集 め られ、社会資本の整備 ・国民生活の質の向上 ・地

域の振興 に重要 な役割 を果 た している。

この うち簡保 資金 は、加入者 の身近 な ところで役立て られ るよう、地

方還 元を図 って いる。地域 の郵便局 を通 じて地方公共団体 に対 して貸付

けが行 われてお り、小 ・中学校 の建設、公営住宅の建設、公 園 ・下水道

の整備 等、豊か なまちづ くりに貢献 して いる。 なお、5年 度末現在の地
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歎 、

簡保資金等による地域社会への貢献

方公共団体 に対す る貸付残 高は、約11兆6千 億円で、6年 度には、1兆

5,500億 円の貸付け を計画 している。

また、郵便貯金資金及 び簡保 資金 は、外国政府や国際機 関等の発行す

る債券の購入及 び財政 投融 資計 画 を通 じた運 用に よ り、国際経済の安

定 ・発展等に貢献 している。

(9)P-SATの 活用 による地域社会への貢献

郵政省では、全 国 を結ぶ郵便局 ネ ッ トワー クの高度化 を通 じた地域の

情報化の推進 と郵便事業運営 の高度化 を目的 として、3年4月 、郵便局

衛星通信ネ ッ トワー ク(P-SAT)を 開始 した。現在、全国約1,500の

郵便局等に受信装置 を設置 し、映像 を用 いた地域 の特産物 ・地場産業 ・

観光情報等各地 のふ るさと情報、最新 の経済 ・生活情報 を提供す ること

によ り、地域 の情報化 の推進及 び地域住民の利便 の向上等 を図 り、地域

の情報拠点 としての郵便局 ネッ トワー クの高度化 を推進 している。
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㈲ ニューメデ ィア機器 の導入によ る地域情報化への貢献

郵政 省では、郵便局窓 口の環境整備並 びに地域 の情報拠点 としての郵

便局の機能 向上 を 目的に、 昭和63年 度か らハ イ ビジ ョン ・シテ ィ構想モ

デル都市 ・都 道府県庁所在地 ・テ レ トピア指定地域 ・地方拠点都 市(第

一次、二次指定)等 に所在す る郵便局 にハ イビ ジョン放送受信 システム

を配備 してお り、5年 度は143局 に同システムを配備 した(5年 度末現在

179局 に配備済)。6年 度 は地方拠点都 市(第 三次指定)に 所在す る13の

郵便局 に対 し、新 たに同 シス テム を配備す るとともに、全 国105の 普通局

及び181の 特定局においてCS(BS)放 送受信機器 を導入 し、87の 普通

局、54の特定局 において都 市型 ケー ブル テレビへの加 入 を予定 している。

6年 度以降5年 計画で、普通局全局 と一部 の特定局におけ るCS(B

S)放 送受信機器の導入 またはケー ブル テレビへの加 入 を予 定 してお り、

郵便局 ネ ッ トワー クを通 じて、地域の情報化 の一層の推進 を図 ることと

してい る。

⑲ 郵便切手類販売所等の 充実 による郵便局ネ ッ トワー クの強化

郵政省 では、地域住民の利便向上 、地域社会の活性化 に貢献す るため、

郵便局 のほか、郵便切 手類販売所及びゆ うパ ック取次所 を効 果的に設置

す ることによ り郵便 局ネ ッ トワー クの強化 を図 り、郵便事 業へ のア クセ

スポイン トを全国的に整備す る とともに、その施設 ・人材 を積極 的に活

用す るこ とに よ り、郵便事業の 窓 口拠点 としてのみ ならず、ふ るさと小

包のカタログ・チラシ、活 き活 き情報交流サー ビスの カタログの配備等、

地域情報 の受発信拠点 としての機能充実 を図 ってい くこ ととしてい る。
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郵政省オンライン広報システム

郵政 省 は 、5年1月 か らパ ソ コン通 信 及 び ビデ オ テ ッ ク スサ ー ビ ス を利

用 した 「郵 政 省 オ ン ラ イ ン広 報 シス テ ム 」 に よ り、報 道 発 表 し た郵 政 行 政

情 報 を提 供 して い る 。 この シ ス テ ム は 、 情 報 提 供 網 の拡 大 ・強 化 を 図 り、

多 くの 国 民 や 企 業 等 が 郵 政 行 政 の 各種 情 報 を簡 便 に 入 手 で き る よ うにす る

こ とを 目的 と して い る。

なお 、6年4月 か らは 報 道 発 表 以 外 の 行政 情 報 に つ い て も提 供 して い る。

郵 政省 オ ンライ ン広報 シス テム

郵政省広報室
パ ソコン

デ ー タ処 理 セ ン ター ビデオテックスセンター

パ ソ コ ンネ ッ トワー ク

企

業

法

人

個

人

(パ ソ コン加 入者)

郵
便
局

会

員

会

員

(ビデ オテ ソクス加入者)
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第5節 情報通信 に関す る国際政策の充実

1国 際的な調整 と協調への積 極的な対応

1993年 度は、情報通信 を取 り巻 く環境 の急速 な変化 に適切 に対処する

ため、国際間において電気通信分 野の 自由化 に対 す る取組や競争への対

応が図 られ るとともに、国際機関の組織や機能 の見直 し等が進 め られた。

(1)電 気通信 事業者 に対す る製品輸入促進税制 の適用

1993年4月 か ら、我が国第一種 電気通信事業 者につ いて も製品輸入促

進税制が適用 されるこ ととなった。 これは、対 象 とな る製 品の輸入額が

2%以 上増加 した場合 に、輸入増加率 に応 じ輸 入増加額 の最高5%の 税

額控除又は一定 の機械 ・装置につ き最 高20%の 割増償却が受 け られ ると

い うものである。

(2)GATTの 動向

1993年12月 のGATT貿 易交渉委貝会 において、 ウル グァイ ・ラウン

ド最終文書案 が採択 され、1986年 以来7年 越 しで世界 貿易 の 自由化につ

いて交渉 して きたGATTウ ル グァイ ・ラウン ドは、実質的合意 に達 し

た。

これに よ り、今後、世界貿易 を包括的に扱 う唯一 の国際機 関である世

界貿易機関(WTO)が 設立 され ることとな る。

ウル グァイ ・ラウン ドでは、世 界貿易 におけ るサー ビス部 門の重要性

の増大 を反映 し、サー ビス貿易の 自由化 のための交渉 も行 われて きた。

この交渉の結果、サー ビス貿易に関す る一般 協定(GATS)案 が作

成 され、最終包括合意案 の一部 として採 択 されてい る。GATSは 、①

サー ビス貿易 の一般 的ルー ルを規定す る枠組協 定、②各サー ビス分野 ご

との特殊性 を考 慮 して枠組協定 を補足す る分野別 附属書及 び③各 国別の
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自由化約束の内容 を記載 してい る国別約束表の3つ の部分 か ら構成 され

ている。

通信分 野に関す る電気通信附属書 の作成には、我が国 も積極 的に参加

した。同附属書では、電気通信の経済活動 とりわけサー ビス提供 におけ

る基本的 インフラとしての性格 を考慮 し、合理的条件 による公衆電気通

信サー ビスの利用の確保や利用条件等 の情報の透 明性等、公衆電気通信

へのアクセスと利用 に関す るルール を規定 してい る。

また、ウル グァイ ・ラウン ドでは、各国の具体 的 自由化約束 の内容 を

決定す るための二国間交渉 も行 われて きた。

この交渉 の結果 を踏 まえ、通信分野 では、米国、EC等 の主要先進 国

がVANサ ー ビスの 自由化 を約束 したのに伴い、我が国は、既 に100%の

外資参入 を認めてい る第二種電気通信事業者の提供す るVANサ ー ビス

等の 自由化 を約束 している。

一方、音声電話サー ビスなどの基本電気通信サー ビスにつ いては、 ウ

ルグァイ・ラウン ド終 了後 も自由化交渉 を継続 す るこ とが決定 してお り、

1996年4月 までに結論 を出すこ ととなってい る。

放送分 野では、ECが 音響 一映像分 野 を文化的観点か ら協定上の例外

扱いにす ることを主張 したこと、放送の社会 的影響が大 きいことな どの

理由に より、我が国を含む大部分 の加盟国は、現時点でこの分 野につ い

ての自由化約束 を行 うには至っていない。

通信 ・放送分野 は、社会経済 に与 える影響が大 き く、 また今 後更 なる

発展が期待 され るサー ビス分野 であ り、将来の グローバ ル化、 自由化に

向けての条件整備が注 目されて いる。

(3)OECD/lCCP委 員会の動向

OECDの 情報 ・コンピュー タ ・通信政策(ICCP)委 員会 におい

て、1992年 に 「情報 システムの安全のための ガイ ドライン」が勧告 とし
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て採択 された。これに よ り、各国 におけ る情報 システムの安全性 向上 と、

その開発や利用の一層の促進 に向けた協力が期待 されて いる。

また、国際計算料金、移動体 通信等に関す る各国の通信政策の調整等

が現在進行 中であるほか、 インフラ整備 の観点か ら、通信分野における

旧ソ連諸国や東欧諸国へ の支援 もなされ ている。例 えば、1993年9月 に

は、 旧ソ連諸 国モル ドヴァにて我が国等の協 力に よ り 「旧ソ連 諸国の電

気通信 に関す るセ ミナー」が開催 され、旧 ソ連諸 国の電気 通信 に係 る免

許原則 ・手続 きにつ いて検討 されてい る。

(4)lTUの 動 向

国際電気通信連合(ITU)で は、1992年12月 スイスのジュネーヴで

開催 された追加全権委員会 議において、情報通信分野 を取 り巻 く環境の

急激 な変化 に的確 に対応 してい くため、電気通信標準化部 門 ・無線通信

部 門 ・電気 通信 開発部 門の三部 門制 の導 入 を柱 とした大幅 な組織改革 を

盛 り込んだ新憲章 ・条約 を採択 した。新憲章 ・条約 の発効 は1994年7月

1日 であ り、ITU事 務 総局 はこれがで きる限 り多 くの国 の間で発効す

るよ う、早期締結 を各国に呼びかけてい る。 この よ うな状況の 中、我が

国 も新憲章 ・条約 の締結の ための手続 を進め ている。

また、新 組織に移行後初 めての全権委員会議が、1994年9月19日 から

10月14日 まで京都 で開催 され る予定であ る。全権委員会議 は全 ての加盟

国が集 まるITUの 最高意思決定機 関であ り、 またアジア ・太平洋地域

で開催 されるのは、ITU創 立以来初 めてのこ ととなる。

郵政 省では、関係行政機 関 と共に、 関係諸機 関及 び諸団体の協力 を得

つつ、本会議の成功に向けて準備 を進 めている。

ITUの 各部 門におけ る活動 は、次 の とお りである。

ア 電気通信標準化部門

ITUの 電気通信標準化部門(ITU-T)は 、従来の 国際電信電話
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諮問委員会(CCITT)及 び国際無線通信 諮問委員会(CCIR)の

一部 を統合 ・再編 した もので、電気通信 の技術 ・運用 ・料金等の標準化

に関す る研究及び勧告 の作成 を行い、世 界電気通信標準化会議 を4年 毎

に開催す るこ ととしてい る。

現在は、1993年3月 の第1回 世界電気通信標準化会議において採択 さ

れた、パーソナル通信、広帯域ISDN等 に関す る研究課題 について、

各研究委員会(SG)に おける検討等が行われてい る。

イ 無線通信部門

ITUの 無線通信部門(ITU-R)は 、従 来の無線通信主管庁会議

(WARC)、CCIR及 び国際周波数登録委員会(IFRB)の 活動 を

統合 ・再編 した もので、 無線通信の技術 ・運用等の問題の研究、勧告 の

作成、無線通信規則の改正、周波数の割 当て ・登録等 を行い、無線通信

総会(RA)及 び世 界無 線通信会議(WRC)を 、2年 毎に同所で開催

することとしてお り、1993年11月 に両会議が スイスのジュネー ヴにおい

て開催 された。

第1回RAで は、13件の勧告案及び各SGの 今研 究会期(1993年 ～1995

年)に おけ る413件(う ち新規65件)の 研究課題が採択 された。 またこ

のほか、RA及 びSGの 運営管理等につ いて助言を与 える無線通信 ア ド

バイザ リー ・グループ(RAG)の 設置、WRCの 準備 のための会議準

備会合(CPM)の 設置及び次研究会期 のSG、CPM及 びRAGの 議

長 ・副議長 の任命が行 われ た(我 が国か ら議長1名 、副議長3名 が任命

された)。

第1回WRCで は、主 として次回のWRCに おいて取 り扱 うべ き議題

(無線通信規則の簡素化、移動体衛星 の導入促進のための規定の整備等)

及び次々回のWRCに おいて取 り扱 うべ き仮議題(GMDSS完 全実施

に向けた諸措置、将来のデ ジタル技術 の適用 を可能 とす る技術規定の見
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直し等)が 審議 され、今後の国際的な無線通信活動の方向性が示 される

こととなった。

ウ 電気通信開発部門

電気通信開発部門(ITU-D)は 、従来の電気通信開発局(BDT)

を中核 として組織体制を強化 したもので、開発途上国に対する電気通信

開発の促進のための技術協力等 を行い、世界電気通信開発会議(WTD

C)を 全権委員会議から全権委員会議までの間に開催することとしてい

る。

1994年3月 、第1回WTDCが アルゼンティンのブエノスアイレスに

おいて開催され、ITU-Dの 今後4年 間の行動計画(ブ エノスアイレ

ス ・アクションプラン)の 策定、SGの 設置等が決定 された。

(5)UPUの 動向

万国郵便連合(UPU)で は、民間のクー リエ(国 際宅配便)の 進出

による競争の拡大等、郵便事業を取 り巻 く厳 しい環境変化に柔軟かつ迅

速に対応し、国際間の新たなサー ビスを機動的に展開するため、執行理

事会の作業部会等において、組織の見直しや万国郵便条約の簡素化等に

関する検討 を行っている。

1993年4月 の執行理事会においては、利用者の多様なニーズへの対応

を可能 とするための、万国郵便条約及び小包郵便物に関する約定の見直

し案が承認された。

また、同執行理事会において、UPUの 組織 運営及び活動の見直し

が行われた。現組織における執行理事会及び郵便研究諮問理事会の活動

の重複をなくし、業務関係事項の責任を明確にするため、これらを主と

してUPUの 運営と国際郵便の基本政策を担当する管理理事会 と、国際

郵便の業務全般 を担当す る業務理事会 とに再編する案が受け入れられ

た。
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国際電気通信連合(ITU)の 新組織

ITUは 、国際連合の電気通信に関する専門機関で、スイスのジュネー

ブに本部がある。

全世界の人々がいつでも、どこでも誰とでも質のよい電気通信をできる

だけ簡単に利用できるように、加盟国の政府や民間企業等の協力によって、

次のような活動 を行っている。

(1)衛 星通信、放送等の電気通信 ・放送分野で利用 される電波の国際的

な分配

② 電波の混信防止のための国際的な調整

(3)電 気通信 ・放送分野における世界的な標準化の促進

(4)開 発途上国に対する技術援助

1992年12月 開催の追加全権i委員会議において、下図のとお り三部門制の

導入を柱 とした組織改正が行われた。

1全 権委 貝会 議l
l

理 事 会1

← 無線通信部 門 → 尾一

llI
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1
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世界電気通
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研 究
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事 務
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これ らに関す る最 終案 は、1994年8月 に韓国 のソウルで開催予定の第

21回 万国郵便大会議 において審議 され るこ ととなって い る。

(6)国 際衛星通信 をめ ぐる動 向 とその対応

ア イ ンテルサ ッ トとインマルサ ッ ト

国際電気通信衛星機構(イ ンテルサ ッ ト)は 各国の電気通信事業体に

対 して宇宙部分 を提供 するため に、 国際海事衛 星機構(イ ンマルサ ッ ト)

は海事通信の改善に必要 な宇宙部分 を提供す るために発足 した国際機関

であ り、 ともに各国の通信事業者等の共同出資に よってい る。

国際衛星通信 は、このインテルサ ッ トとインマルサ ッ トに よって、安

定 的な世界通信 を確保す る観点 に立 ち運営 されて きた。 しか しなが ら、

近年の衛星通信 技術 の進歩、サー ビスに対す る多様化 した需要等が背景

となって、民間企業等が 自ら衛星 を打ち上げ国際通信 サー ビスの提供を

行 う構想(別 個 システム構想)が 次々 と打 ち出 されて きた。

この動 きをうけてインテルサ ッ ト及び インマルサ ッ トでは、別個衛星

との経済的調整手 続 きの大幅 な簡 素化の検討 に着 手 してい る。 インテル

サ ッ トでは1992年11月 の第18回 締 約国総会 において、 インマルサ ッ トで

は1993年10月 の第9回 総会 にお いて、それ.それ手続 きの簡素化 の決定 を

行 い実行 に移 している。 また、 インマルサ ッ トでは上 記検討 に加 えて、

「プロジェ ク ト21」とい う小 型携帯電話の開発 を中心 とした21世 紀へ 向け

た総合計画 を発表 してい る。 これ は、世 界 中どこか らで も使 えるポケッ

トサ イズの衛星 電話サー ビスの提供 を行 う とい うものであ り、1994年 中

に も構想段 階か ら着 手段階へ と移行す るこ とが予想 され る。

イ 別個 システムの動向 とその対応

1980年 代 か ら、民間企業等が 自ら衛星 を打 ち上げて 多種 多様 な国際通

信サー ビスの提供 を行 う別個 システム構想が打 ち出 され、その うちのい

くつかは実用化 されてい る。 さらには、低軌道(LEO)と よばれる周
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回衛星 を利用 して国際移動通信 サー ビス を行 う構想 もあが ってお り、そ

の一部 には構想実現に向けて実質的な作 業が始 まっている もの もある。

アジア ・太平洋地域において も、既に約30の 別個 システム計画が発表

されている。 しか しなが ら、衛星軌道は有限な資源であ り、無秩序 に数

多 くの衛星が打ち上げ られ ることとなる と、衛星相互 に有害 な電波干渉

を引 き起 こしかねない。国際電 気通信連合 の無線通信規則(RR)で は、

この衛星間の混信 問題 を解決す るため の国際的な調整手続 ぎが規定 され

てお り、郵政省は この調整手続 きに従 い、我が国の衛星通信網 を混信か

ら守 るとともに、我 が国の新 しい衛星軌道位 置確保のために外国 との調

整を行 っている。

また、1992年9月 か ら 「国際衛星問題研究会」等 の研 究会 を開催 し、

アジア ・太平洋地域におけ る国際通信分 野におけ るビジ ョンの確立、別

個システムの利用の促進 、我が国の国際テ レビジョン映像の受発信のた

めの体制整備等 の提言がな され た。 また1993年6月 に、ア ジア ・太平洋

酢 『T㌧
.一馨 麟 豪霧 薪4

コ しニ 　
　 ヨ 　 コ 　 　　

轡 二譲 翻 鵠 ・
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地域諸国の主管庁 を招 いて意見交換 を行 うアジア ・サ テライ ト ・コミュ

ニケー シ ョンズ ・フォー ラム を開催 す るな ど相互理解 の促進 を図ってい

る。

なお、1993年9月 に、郵 政省 は我が国 の国際電気通信事業者 による別

個 システムの使用 を許可 した。今後 は更 なる通信衛 星の利用拡大 を目指

す よ うな施 策 を講 じて い くとともに、周 回衛星 を用 いた 国際移 動通信

サー ビスな どの新 しいサー ビスに対す る検 討 を行 って い くこ とが重要で

あ る。

(7)二 国間郵政 定期協議の推進

杜会経 済の国際化 の進展 に伴 い、 多 くの課題が相互 に、密接に関連 し

合 い、複雑化 している状況 に対 し、国際機関等 において、 多 くの国々の

間で調整 を図 るほか に、二 国間で相 互の現状や政策課題 等 につ いて協議

第2-5-1表 二国聞郵政定期協議の開催状況

(1993年度末現在)

相手国等の名称 設置合意 相 手 側 参 加 者 開催回数

1 英国 1981.9 貿易産業省(DTD
電気通信庁(OFTEL)

10回

2 米国 1982.10 電気通信情報庁(NTIA)連邦通信委員会(
FCC)

5回

3 カナダ
,1984

.10 産業省 8回

4 EC(現EU) 1986.5 EC委 員会第13総 局 5回

5 韓国 1988.1 逓信部(MOC) 5回

6 フ ラ ンス 1990.11 産業 ・郵便電気通信 ・貿易省 3回

7 オー ス トラ リア 1991.4 通信 ・芸術省 3回

8 ドイ ツ 1991.6 郵電省(BMPT) 3回

9 マ レ イ シア 1992.6 エネルギー ・郵便電気通信省 2回

10 メキ シ コ 1993.1 通信運輸省 1回

11 中国 1993.4 郵電部 1回

郵政省資料に より作成
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第3回 日豪郵政 定期 協議(1993年11月)

を行 うとい う方法が ある。

郵政省は、10か 国1機 関(第2-5-1表 参照)と の問で各年1回 定

期協議 を開催 し、情報通信及び郵政事 業の現状 と課題 に関す る情報交換

や意見交換 を行 うこ とに よ り、 国際的 な相互理解 と協調関係 の進展に努

めている。

1993年 度においては、情報通信基盤 の整備 や新 しい移 動体通信 システ

ムの開発 ・市場動向、APEC及 びGATTに おける対応、「国境 を越 え

るテレビ」等、電気通信、放送及び郵政事 業に関す る様 々な情報や意見

の交換が行 われ た。

⑧ 二国間科学技 術協力の推進

科学技術 の全分 野にわたる主要 国 との間の協力 に関 し、我が国 と主要

国 との間で、科学技術 に関す る協定 ・取極等が結 ばれてお り、 この下 で

全省庁 的に研究協 力が行 われてい る。 この協定等 に基づ き、1～2年 に

一度
、双方の国で交互 に協力推 進のための実務級委員会等が開催 され、
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協力案件等が検討 され る。 このほか、協定下の ワー クシ ョップ等が適宜

開催 されている。

郵政省 では、 この枠組 みの中で12か 国 と電気通信分野 におけ る情報交

換、研 究者交流等の研 究協 力 を行 ってい る。

この うち、超長基線電 波干渉計(VLBI)を 利用 した地球科学に関

す る研究協力については、各 国 と共 同観測実験 を実施 して きてお り、特

に、米 国や 中国 との研 究協 力では、ユー ラシアプ レー トと太平洋プ レー

トの動 きが解析 で きるな ど多大 な成果 をあげて いる。

また、地球 環境保 護の重要性か ら、地球大気の状況 を電波及 び光に よっ

て計測す る技術に関 して研究協力 を実施 してお り、1993年 度 は米国 と、

ア ラスカにおけ る共 同観測実験 を行 う準備 を開始 した。

2国 際協力の推進

(1)ODAに よる協 力実績

情報通信は、社会経 済のあ らゆ る分 野におけ る活動 の活性化 ・効率化

を促 し、先進国 と開発途上 国 とを問わず、社会経 済の発展に必要 なイン

フラス トラクチ ャである。 しか しなが ら、開発途上 国においてその整備

を図るためには、膨大 な資金並 びに高度 な技術 を備 えた人材の養成及び

確保が必要 なこ とか ら、先進 国による資金 ・技術両面におけ る支援 のニー

ズは高 い。

最近5か 年 間の通信分野 におけ る我が国のODA実 績 をみ る と、平均

して全体の5～6%を 通信分野が 占めて いる(第2-5-2表 参照)。
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第2-5-2表 通信 分野 に おけ るODA実 績

(単位:億 円)

年度
無 償

資金協力
円 借 款

技 術 協 力(単 位:人)

研修貝受入 専門家派遣 協力隊派遣

1988 58.51
(6.0)

539.52
(5.1)

537
(7.9)

109
(4.5)

23
(2.9)

1989 134.47
(12.7)

704.69
(7.2)

567
(7.4)

115
(4.6)

37
(4,2)

1990 103.71
(11.0)

1,009.96
(10.1)

509
(6.7)

118
(4.7)

26
(3.7)

1991 79.37

(7.7)

437.28

(4.6)
527

(6.5)
72

(2.8)
40

(4.1)

1992 72.04
(6.2)

204.44

(2.2)
516

(6.2)
80

(2.9)

21
(2.2)

「我が国の政府開発援助」(外務省)に よ り作成

(注)()内 は、一般無償全体(債 務救済、ノン ・プロジェク ト援助、小規模無償 を除

く。)又 は円借款全体(債 務繰延べ を除 く。)に 占め る通信分 野の比率(単 位:%)

を示 し、技術協 力は、全体に 占める通信分野の比率(単 位:%)を 示す。

(2)ア ジア ・太平洋地域 におけ る国際協力

アAPTへ の対応

アジア ・太平洋電気通信 共同体(APT)は 、ア ジア ・太平洋地域の

電気通信 の開発促進及 び地域電気通信 網の整備 ・拡 充 を主 たる目的 とし

た政府間国際機 関であ り、1994年1月 現在、加盟27か 国、準加盟3地 域、

賛助加盟員27事 業体 の計57会 貝 で構成 されている。

1993年11月 に イン ドネシアのバ リにおいて、APT第6回 総会及び第

17回管理委員会が開催 され、総会 にお いては今後3年 間(1994～1996年)

のAPTの 活動方針 、年次経費の限度額等が決定 され、 また管理委員会

においては1994年 の予算が承 認 された。1994年 の予算につ いて、我が国

は全体 として前年 と同額の41万 米 ドル(APT通 常予算の4割 弱に相 当)

を拠出す ること となった。

このほか、我が国は積極 的にAPTを 支援す る立場か ら、ア ジア ・太
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平洋地域の電気通信網高度化のための人材 育成 に資す るため、郵政省O

DA予 算か ら80万 米 ドルの特別拠出 を1992年 か ら行 ってお り、 これによ

り研修 員の受 入れ、専 門家の派遣 、セ ミナーの開催 等 を実施 している。

イAPECへ の対応

アジア ・太平洋経済協力(APEC)は 、アジア ・太平洋 地域 におけ

る経済面におけ る協議 と協 力の在 り方に関す る討議 の場 として、1989年

以来開催 されてお り、1993年11月 の第5回 閣僚会議 においては、貿易投

資枠組み宣言が 出され、ア ジア ・太平洋地域 の貿易投 資の 自由化 を促進

してい くこととなった。

APECの 電気通信専門家会合 は、 国別 ・地域別の電気通信情報収集、

インフラ整備、人材育成、電 子デー タ交換(EDI)等 の導入 について

検討 を進め ている。第5回 閣僚会議 では、電気通信専 門家会合 による地

域 内の端末認証手続の共通化 、国際VANサ ー ビス提供に関す る枠組み

作 成の活動 を推奨す る旨の宣言が なされ た。

ウPECCへ の対応

太平洋経済協力会議(PECC)は 、太平洋地域におけ る経済協力関

係 の推進 を目的 とした官界 ・経済界 ・学 界で構成 され る国際的 フォーラ

ムである。

PECCの 「運輸 ・通信 ・観光(ト リプルT)小 委員会」 は、運輸、

通信及 び観光の各分 野 を通 じたアジア ・太平洋地域の国際協力の実現を

目指 してお り、我が国は同小委員会の主幹事 国 として、様 々なプ ロジェ

ク トへの取組みに積極 的な役割 を果 た している。

エAPPUへ の対応

アジア ・太平洋郵便連合(APPU)はUPU憲 章第8条 に基づ く地

域 的限定連合の一つであ り、我が 国はAPPUの 一機 関であ るア ジア ・

太平洋郵便研修セ ンター(APPTC)に 対 し、郵便業務 に関す るコン
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サルタン トとして職貝の派遣等 による支援 を行 っている。

1993年9月 に神戸において開催 されたAPPU執 行理事会及びAPP

TC運 営理事会 では、APPUとAPPTCの 財政 、APPU条 約の簡

素化等について審議 を行 い、 また、国際エ クスプ レスメール(EMS)

の翌 日配達の実施 と追跡 システムの早期構築、マーケティング・センター

の構築 を含む郵便の地域 活動の強化等に取 り組む ことを決議 した。

第2-5-3表 旧 ソ連 諸国 ・東 欧諸 国関係施 策

年 旧 ソ連諸国関係 東欧諸国関係

1991

10月

11月

11月

「対 ソ支援連絡会」設置

「通信 ・放送現状調査団」派遣

「地域開発会議(ITU)」 参加

1月

2月

3月

5月

7月

12月

「東欧通信 ・放送事業化協議会」

発足

「東欧セ ミナー実施協議会」発足

「第1回 事業化現地調査団」派遣

(ハンガ リ『、ユーコー スラヴィァ〉

「東欧通信政策セ ミナー」開催

「第2回 事業化現地調査 団」派遣

(ブルガ リア、ルーマニア)

ブルガ リアか らの研修貝受入れ

1992 2月

5月

9～

10月

「CIS電気通信協 力協議会」設

置

「CIS電気通信セ ミナー」開催

ロシア連邦極 東地 域への電気

通信事 情調査団派遣

1～

3月

11月

ポーラン ドか らの研修員受入れ

「東欧中堅幹部研修」実施

1993

6月 「中 央 ア ジ ア電 気 通 信 セ ミ

ナー」開催

1月

3月

「平成4年 度特設東欧電気通信経

営管理 コー ス」実施

「東欧放送セ ミナー」実施

1994 2～

3月

2～

3月

「平成5年 度対 ロシア連邦等技

術 的 支 援 計画 電 気 通信 分 野

コース」実施

「平成5年 度地域別特設中央ア

ジア電気通信経営管理 コース」

実施

1～

2月

「平成5年 度特設東欧電気通信経

営管理 コー ス」実施

郵政省資料に より作成
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⑧ 旧ソ連諸国及び東欧諸国への支援の強化

我が国は、 旧ソ連諸国及び東欧諸 国の通信 ・放送分 野の発展 に貢献す

るため、視察団 の派遣、研修員 の受入れ、セ ミナーの開催 等 によ り、同

地域への協力 ・支援体制 の整備及 び現地事情の調査 を行 って いる(第2

-5-3表 参照) 。

旧ソ連諸 国に関 しては、1993年6月 にODAの 対象国 である中央アジ

ア5か 国に対 して、 タジキスタンを除 く4か 国か ら電気通信関係の幹部

及び海外 か らの援助 等の受 入れ機関の幹部 を東京に招 へ い し、「中央アジ

ア電気通信 セ ミナー」 を開催 し、我が国 の電気通信政 策、電気通信網の

整備 及び技術分野の研 究 ・開発 に関す るノウハ ウの提供 を行 ったほか、

1994年2月 ～3月 にかけて中央 アジア5か 国の通信関係者 を東京に招へ

いして 「中央ア ジア電気通信経営管理 コー ス」 を実施 した。

また、 ロシア に対 しては、1994年2月 ～3月 にかけて 日本 政府の技術

支 援の一環 として、「対 ロシア連邦等 技術 的支援計 画電気通信分野 コー

ス」 を実施 した。

東欧に関 しては、1994年1月 下旬に、前年に引 き続 き 「東欧電気通信

経営管理 コース」 を開催 した。

(4)電 気通信技 術研 究者交流

電気通信技術 が 日進 月歩す るなか で開発途上 国が 自律 的発展 を行 うた

めには、先進国か らの既存 の技術 を移転す るのみ ならず、 自ら技術の研

究 開発 を推進で きるような体制の整備 ・確立が必要で ある。

この ため、開発途上 国の電気通信分 野 におけ る研 究開発能力の向上を

図 るため、従来の技術協 力に加 え、6年 度か ら、開発 途上国の電気通信

技術者 を我が国の電気通信 関係研究所に受け入れて共 同研 究 を実施する

こととしてい る。
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(5)国 際協力の フォローアップ施策

近年、開発途上国に対す る国際協 力におけ るフォローア ップの重要性

が指摘 されているため、郵政省では、 これ を踏 まえ財団に よる国際協力

事業を助成 してい る。

研修員の受入れ等の従来か らの国際協力に加 え、1992年 度か ら実施 し

ている通信 ・放 送設備 の診断等 を目的 とす るメンテナ ンス ・サ ポー テ ィ

ング事業に対す る補助金 による助成や、帰国研修員等に対す る我が国の

通信 ・放送の技術動 向等 に関す る情報誌の送付が、本年度 も継続 して行

われている。
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第6節 技術開発 ・標準化の一層の推進

1次 世代 を支え る技術開発の促進

(1)将 来のマル チメデ ィア情 報通信技術の展望

社会 ・経済 の発展に伴 い、様 々な大量の情報が、紙 ・写真 ・磁気記録 ・

光 フ ァイバー ・電波 な ど各種 の媒体 を通 して流通 してい る。 これ らの情

報 は、電子技術 の発達 によ り、電気信号 として扱い、 ネ ッ トワー クを通

して伝送す ることも可能 とな りつつあ る。

さらに、情報の電子化、伝送及 び処理 能力の向上並 びに メデ ィアの多

様化 に伴 い、将来的 には、ネ ッ トワー クを通 して、いつ で も、どこでも、

音声 ・映像 ・データな ど様 々 なメデ ィア を複合 的 ・一体的 に利用す るこ

とが可能 となる時代が来 るこ とが考 え られる。

そこで、電気通信技術審議会は5年3月 に諮問を受け 、「将来のマルチ

メデ ィア情報通信技術 の展望」 につ いて審議 を行 って いる。

6年3月 現在、同審議会 では、マルチ メデ ィアに対 す る社会 的期待、

マルチメデ ィア情報通信 の現状 と課題、標準化 の現状 と課題、マルチメ

ディア情報通信 の発展の展望 について精力的 に審議 を行 ってい る。

② 情報通信技術 に関す る研究 開発指針の一部改定

郵政省 では、21世 紀へ 向けて豊か でゆ とりある高度情報社会 を構築 し

てい くため、電気通信技術審議会におけ る検 討等 を踏 まえ、研究開発の

基本的方向 を 「情報通信技術に関す る研 究開発指針」 として公表 してい

る。

5年8月 、同指針の一 部改定 を行 い、今後特 に留意 して取 り組むべ き

テーマ として 「高度映像 技術の研究開発の推進」 を加 えた。

高度情報化の進展、社会ニー ズの 多様化 等 を背景 として、種 々の産業
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分野において映像 メディアへの期待が高 まっている。他 方、デ ジタル技

術 と広帯域伝送技術が結合 したB-ISDNに よ り、多 くの情報移動 を

伴 う映像伝送の路が飛躍的 に開けて きている。

また、映像情報のデジ タル化は、通信 ・放 送 ・蓄積系 ・映画 ・印刷 等

様々なメデ ィア間でハー ドウェア、 ソフ トウェアの共有化 を可能 とし、

メディア融合 を進展 させ てい くもの と考 えられ る。

このような背景か ら、 より高精細な映像サー ビスに対す る期待が ます

ます高ま りつつ あるこ とを受け て、同指針 にお いては、具体 的な研究課

題 として、デジタル映像符号化技術、超高精細映像 入出力技術 等を挙 げ

るとともに、それ ら技術 に関す る各種規格 の統合化 に も取 り組 むことが

必要 としてい る。

③ 電気通信 フロンテ ィア研 究開発の推 進

郵政省 では、電気通信の高度化 のための基礎 的 ・先端的 な研 究開発 と

して、郵政省通信総合研究所 を中心に、産 ・学 ・官 の研究者の連携に よ

り、電気通信 フロンティア研究開発 を昭和63年 度か ら行 ってい る。

5年 度 においては、「高度情報通信の ための分子素子技術の研 究開発」

を新 たなテーマに加 え、現在3分 野8研 究課題の研 究開発 を推進 してい

る。

最近の研究成果 として は、①世 界で最 も波長 の短 い(190nm)紫 外線

レーザー光 の連続発光 に成功、② レーザー光 で1個 の イオン(原 子)の

捕獲 に成功、③ 生 きたままの細 胞の生命現象の観察 を可能 とす る蛍光顕

微鏡 システムの開発 、等が ある。

(4)宇 宙通信技術開発の推進

ア 技術試験衛星Vl型(ETS-Vl)

郵政省 では、6年 夏の打上げ を目途に技術 試験衛星VI型(ETS-VI)

の開発 を宇宙開発事 業団及 びNTTと 協力 して行 ってい る。本衛星は、
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ガン細胞内の染色体分裂のカラー立体画像

将来の需要増大に対応できる2ト ン級の大型衛星の開発に必要 となる技

術を確立することを目的 としたものである。さらに、将来の衛星通信で

必要 となる様々な周波数帯における通信や、地上だけでなく、衛星 と衛

星 との間の通信 といった高度な衛星間通信の技術開発 を目的として、各

種の実験を行 う。

実験概要は、Kaバ ンドによる大容量の固定通信及びSバ ン ドによる

移動体通信並びに衛星間通信に関する高度の技術開発及び実験 を行 うこ

とを予定 している。
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郵政省では、本衛 星通信実験 を効率 的 ・効 果的に推進す るため、郵政

省、宇宙開発事業団及びNTTか らなる 「ETS-VI実 験推進会議」 を

4年6月 か ら開催 し、開発担 当機関が実施す る 「基本実験」の計画策定、

連絡調整 を行 って きた ところであ る。

「基本実験」 では、①マ ルチビーム方式 による固定地球局 との通信実

験、②Sバ ン ド(2.5GHz帯)電 波による自動車 ・船舶 との移動体通信

実験、③持 ち運び可能 な超小型地球局 との通信実験、④ETS-VIを 経

由 して、低高度周 回衛星 との衛 星間通信実験、⑤ ミリ波 と光 による衛星

間通信の基礎実験、等 を行 う予定である。

また、今後 の多様化す る衛星通信需要 に対応するため、「基本実験」に

加え、幅広 く衛星通信 に関心 を有す る企業、機関等 に実験施設の機会 を

提供 し、アプ リケー ション技術の開発や利用の促進 に資す るための 「応

用実験」 を実施す ることとし、 その基本方針の審議等 を目的 とす る 「技

術試験衛星VI型 応用実験企画推進会議」 を6年3月 か ら開催 している。

◎ ＼
・《

ヂ

.`士 」

Fρゲ

,1

技術試験衛星U型(ETS-1の の想像図

(写真提供:宇 宙開発事業団)
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イ 通信放送技術衛星(COMETS)

我が国の社会経済の発展に伴い、宇宙通信に対するニーズは今後一層

増大、かつ高度化 ・多様化 してい くものと考えられる。そこで郵政省で

は、科学技術庁、宇宙開発事業団 と協力して、Kaバ ン ド(20～30GH

z帯)及 び ミリ波による高度移動体衛星通信技術(小 型通信機によるデー

タ通信、テレビ電話等)、衛星間通信技術、高度衛星放送技術(広 帯域H

DTV)、 大型静止衛星技術の高性能化技術等の開発及びその実験・実証

を行 うことを目的 とした通信放送技術衛星(COMETS)を8年 度に

打ち上げることを目標に、2年 度か ら搭載用中継器等の開発を進めてい

る。郵政省通信総合研究所においては、3年 度から高度移動体衛星通信

用搭載中継器 と高度衛星放送用搭載中継器受信部の開発 を行 ってきてお

り、5年 度で終了した。また、5年 度は、4年 度から開始 した地上実験

設備及び主局実験設備の研究開発を継続した。6年 度は、維持設計 とし

一

4

3㍉

醜 ・

通信放送技術衛星(COMETS)の 想像図

(写真提供:字 宙開発事業団)
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て、電気性能確 認試験 に対す る支援及び試験結果の評価 を行 う。さらに、

地上実験設備 の研究開発、主局実験設備 の開発 を継続す ることとしてい

る。

ウ 次世代 の通信 ・放 送分野の研究開発衛星の研 究開発

21世紀初頭においては、地上系の通信 システムが使 えないような山奥

であって も利用 できる携帯電話、走行 中の自動車等移動体において もC

D並 の高品質 な音声放送が安定的 に受信 で きる移動体音声放 送等の実現

が期待 されてい る。 このため、郵政省では、21世 紀初頭に実 現が予想 さ

れ るSバ ン ド(2.5/2.6GHz帯)移 動体衛星通信 システム、Sバ ン ド移

動体デジタル音声衛星放送 システムに必要 となる衛星技術の研究開発及

び宇宙における実験 ・実証 を 目的 とした次世代 の通信 ・放送分野の研究

開発衛星の研究に4年 度か ら着手 している。5年 度は本衛星技術に関す

る国際動向調査 を実施 し、本調査結果及 び概 念設計結果 を踏 まえ、設計

検討を行 った。6年 度 は、「次世代の通信 ・放送分野の研究開発衛星の開

発に関す る調査研究会」 を開催 し、研究開発成果の評価 ・検討 を行 うと

ともに、 ミッション機器の予備設計、ブ レッ ドボー ドモデルの製作 を行

っこととしてい る。

⑤ 高速情報通信実験施 設の整備

郵政省通信総合研究所 では、通信 回線 の大容量 ・デジタル化 の進展 に

対応するため衛星系 ・地上系 を含む大容量通信技術の研 究開発 を推進 し

ている。5年 度の第二次及 び第三次補正予算によ り、関西文化学術研究

都市内に研究開発 を行 うための施設整備 を行 った。

大容量回線では、動画 ・デー タ ・音声等の各種情報が統合的に伝送 さ

れるようになるため、各種の情 報 を統合 的に扱 う地上網 の整備 が必要で

あるが、一方、衛星通信 において も衛星通信技術の進歩 によ り、さらに

大容量化が進みっっ あ り、今後地上系デ ジタル通信網 と接続 される機会
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第2-6-1図 高速 情報通 信 実験 施 設の シ ステ ム図
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(技術試験衛星VI型)
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が増加す るので、地上網 と衛星デ ジタル回線 とを効率 よ く接 続す る技術

が必要 であ る。

こ うした観点か ら本施設 を整備 す ることに より、6年 夏期 に打上げ予

定の技術試験衛星VI型(ETS-VI)に 搭載 された中継器 を利用 して、

郵政省通信総合研究所 鹿 島宇宙通信 セン ター と関西文化 学術研究都市を

結び、地 上系大容量通信 網 とETS-VIの 大容量 回線 を接続 し、高品質

HDTV放 送の地上通信 網への伝送実験 を6年7月 ごろか ら行 うことと

して いる(第2-6-1図 参 照)。

⑥ 超高速通信 ネ ッ トワーク実現 に向 けての取組

ア 超高速通 信ネ ッ トワーク実験施設の整備

情報通信分 野 において、近年、大量のデー タや映像 の伝達 に対す るニー

ズが高まってい る。

米国で は、全 国規模 で研究用 の高速ネ ッ トワー クを整備 し、 さらに超

高速ネ ッ トワー クの実験 計画 に着手 してお り、EUに おいて も同様 の計

画が予定 されてい る。
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一方、我が国では、現在、小容 量のLANの 整備 が進みつつ ある段 階

であ り、将来期待 されて いる超 高速通信 ネッ トワー クの実現 に向けて取

組 を行 う必要があ る。

そこで、5年 度第三次補正予算 によ り、郵政省通信総合研究所 と電気

通信事業者の研究所 を高速 回線で接続 し、6年 度か らは超 高速通信 にお

けるネッ トワー ク運用 ・利用技術 の研 究開発等 を行 うこととしている。

イ 超高速 ネ ッ トワーク ・コンピュー タ統合化技術の研究開発

通信ネ ッ トワー ク及 びスーパー コンピュー タ等の情報処理装 置は、 そ

れぞれ高速化 ・広域化 ・分散化等 が進展 している。 これ らを有機的に連

携するこ とに より、従 来は不可能だ った大量のデー タや画像 な どの情報

を扱 う様々 なアプ リケー ションの提供 が可能 とな る。

このため、6年3月 に基盤技術研 究促進 センター と民間企業 の出資に

より、ネ ッ トワー ク ・コンピュー タ統合化技術に関す る研究開発 を行 う

ため、「㈱超高速ネ ッ トワー ク・コンピュー タ技術研究所 」が設立 された。

研究期間は、6年3月 か ら11年3月 までで、統合化技術 を①ネ ッ トワー

クアー キテ クチャの研究、②ア クセス技術の研 究、③情報処理 ・通信制

御統合化技術の研究、④応用化 技術の研究、の4つ のサブテーマに分け

て研究 を行 う。

(7)広 帯域ケーブルテ レビの技術開発

ア 広帯域ケーブルテ レビシステム電波干渉施 設の整備

通信 ・放送の融合時代 に向けて、大規模 ケー ブルテレビ施設の技術基

準策定のため、郵政省では、5年 度第二次補正予算 によ,り、通信 と放送

の融合やケー ブルテレビの多機 能化、双方向機能 の開発 に必要 な光 ケー

ブルテレビ技術、デ ジタル伝送技術、画像圧縮 技術及び双方向 ケーブル

テレビ技術 の標準化や実証実験に必要 なケーブルテレビ実験施設 を整備

した。6年 度 におけ る研 究 ・実証実験は、①1GHz帯 ケー ブルテレビ
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伝送路 の漏洩 、電波干渉実験 、② ケー ブルテ レビの大規模 化、超広帯域

化へ必要 なガ イ ドライン作 り、③ ケーブルテ レビ伝 送路の相互接続試験

技術基準作成 、④ ビデォ ・オン ・デマ ン ド、ゲーム伝送等 である。

イ 光ケーブル テ レビシステムの開発調 査

ケーブルテ レビは、地域情報格差の是正 に大 きく貢献す る とともに、

多様化 ・高度化 す る国民ニー ズに応 えるこ とが で きる もの と期待 されて

い る。今後は、好 きな ときに見 たい番組 を見 るこ とが できるビデオ ・オ

ン ・デマ ン ドな どケー ブル テレビならで はの新サー ビスの出現に より、

ます ます 多チャ ンネル ・広域化 され、高度 ・高 品質のサー ビスが求めら

れ るこ ととなる。

これ らのニー ズに応 え るためには、従 来のシステムで は伝送容 量や品

質 の確保等に限界があ り、伝送 品質 及び信頼性 の向上 と多チ ャンネル ・

広域化が可能 な光伝送 技術 を用いた光 ケーブルテレビシステムの確立が

急務 となって いる。

このため、今後の光関連技術 の開発動 向を踏 まえなが ら、光ケーブル

テ レビシステムに関 して、技術 的 な検討 を行 い、導入 の 目標 とすべ き望

ましい標 準的 システム を確立す るこ とを目的 として、4年 度か ら開発調

査 を行 ってい る。

4年 度 ・5年 度は、光 ケー ブル システムに関す る動 向調査 ・要素技術

調査 ・標準的光ケー ブルシステムの各種 設計 を行 った。6年 度 は、実証

実験試験 モデル システム等 を設計 ・開発 し、実証実験 の実施 と評価 ・分

析 を行 い、開発調査 を総括 し取 りま とめ る予定 であ る。

(8)高 度三次元画像情報の通信 技術 に関す る研 究開発

21世 紀の高度情報社会 におい ては、テ レビな どの画像 の伝送 に現在の

二次元画像 では な く、 より臨場感 のある三次元画像 が求め られ る。三次

元画像情報通信技術 に より、遠 隔地への正確 な情報の伝達 が可能 とな り、
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産業 ・医療 ・教 育等の分野での利用が期待 され る。

この三次元画像通信技術の確 立 を図るこ とを目的 として、郵政省の特

別認可法人で ある通信 ・放送機構 において 「高度三次元画像情報の通信

技術 に関す る研究開発」 を行 ってい る。

これは、異 なった角度か ら対象物 を撮像 した複数 の二次元画像情報 を、

高度に圧縮 して伝送 した後、ホ ログラフ ィ技術 を用 い、元の対象物 の三

次元動画像 を リアルタイムで形 成 ・表示す る技術 を実現するこ とな どに

より、本格的な三次元立体動画像 を伝送 ・表示す ることを可能 とするた

めの研究開発であ る。

5年 度にお いては、 これまで国内外の研究機関等において進め られて

いる立体動画像 表示 に係 わる各種実験方式の中か ら、主 な方式 を選 び、

その実験結果 について評価 を行 い、今後の研究開発の方 向性 を確定す る

ための参考 にす る(第2-6-2図 参照)。

第2-6-2図 高度 三次 元画像 情報 の通信 の イメー ジ図

現在の画像通信〔平面画像=二 次元)

カメラ

織 お・幽

平面 画像 デ ィスプレ イ
(今 のテ レビ等)

鐵
ホログラ7イ 画像通信 〔立体画像=三 次 元}

ホ ログラフ ィ立体画像

デ ィスプレ イ端末

大学病院 等か ら手術指 示

畢辮議 漁
(信号処理部)三 次元立体像

色々な角度からの

。。。。,、ラ画像を処理し伝送 聯 薦 翻 轄8瑠
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(9)通 信 ・放送分野における研究開発体制の整備

ア 高度映像通信利用技術に関する研究開発

広帯域ISDNは 、音声だけではな く、映像の伝送も可能 とするもの

であり、現在の電話網に代わる21世紀の通信基盤 として早期普及が期待

されている。

郵政省では、5年 度第三次補正予算により、特別認可法人である通信・

放送機構に対し出資を行い、6年 度から超高精細映像伝送技術等映像系

の情報通信 システムの研究 ・開発を行 う上で必要な施設を整備 し、映像

系の情報通信 システムの開発に不可欠な共通的、基盤的技術の研究 ・開

発を行 うこととしている。

イ 広帯域デジタル無線通信 システムの研究開発

現在のデジタル移動通信システムは、伝送容量が小さいので、音声伝

送が主体である。今後、携帯型パソコン、テレビ電話等の普及により、

無線系において も、有線通信系 と整合性があり、画像や高速データ伝送

等が可能な広帯域デジタル無線通信 システムの開発が重要になって く

る。広帯域デジタル無線通信 システムにおいては、周波数ひっ迫が厳し

くなると予想されているので、大容量の情報伝送に適 し、周波数の利用

効率の高い変調方式、アクセス方式等の研究開発を行 う必要がある。郵

政省では、5年 度の第三次補正予算により、郵政省の特別認可法人であ

る通信 一放送機構に対 し出資を行い、6年 度か ら家庭 ・企業等のユーザ

と最寄 りの基地局及び中継局 とを光ファイバー と同等の大容量回線で接

続するデジタル無線アクセスシステムと画像や高速デー タ等の大容量情

報の伝送が可能 となる広帯域デジタル移動通信 システムの研究開発を行

うこととしている。

ウ 立体ハイビジョン番組制作技術の研究開発

テレビジョン放送は、高画質化 ・高機能化等の方向で高度化が進展し
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ているが、将 来の放送 として立体ハ イビジョン放送への期待が高 まって

いる。そこで、立体ハ イビジ ョン放送 を実 現す るために不可欠 な立体ハ

イビジョン番組制作 技術 の研 究開発 を行 うための施 設 を整備す るため

に、5年 度の第三次補正予算 によ り、郵政省 の特別認可法 人である通信 ・

放送機構に出資 を行 った。

本研究開発においては、立体 ハイビジ ョン放送 のための番組制作技術

の研究開発 を実施す るとともに、立体ハ イビジ ョン番組制作上 の問題 点

の抽出、発生原 因の究明、解決 方策の研究等 を行 うこ ととしている。

㈲ デジタル映像技 術開発の推進

郵政省では、通信 ・放送 ・パ ッケー ジ ・映画 ・印刷等の各種 映像 メデ ィ

アに共通 して適用 され るデ ジタル映像技術の体 系化 ・規格の統合化の必

要、超高精細デジタル映像 システム(UDTV)の 開発の提言を内容 と

す る5年1月 の電気通信技術審議会の答申 「21世紀 を展望 したデジタル

映像技術の在 り方について」 を受けて、今後のマルチメデ ィアの時代 に

対応 して、通信 ・放送 ・蓄積 ・印刷 ・医療 ・映画等の様々 な映像 メデ ィ

アに共通 して適用 できるデ ジタル映像 技術の研究開発 を推進 している。

電気通信技術審議会の答 申後の施策 としては以下 の ものがあ る。

① デジタル映像技術開発 に向けた情報交流

将来のマルチメデ ィア化 の時代 を踏 まえたデ ジタル映像技術開発に

向け、通信事業者 ・放送事業者 ・利用者 ・製造業者 等幅広 い映像 メデ ィ

アの関係者間の情報交流の促進 を図 るため、5年2月 「高度映像技術

開発推進開発会議(AIM:AdvancedImageTechnology)」 が設立

された。

②MPEG-2確 認実験 の実施

映像 のデ ジタル化 を図 るに当たっては、通信 ・放送 ・蓄積 メディア

におけ る統一的なデジタル圧縮技術 が必要不可欠であ るこ とか ら、現
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在、国際電 気通信連合(ITU)は 国際標準化機構(ISO)と 共同

で、MPEG-2と い うデ ジタル符号圧縮技術 の国際標準化 を進めて

いる ところであ り、技術 的仕様 はほぼ固 ま り、来年初 め頃には正式に

標準化 され る予定 であ る。

我が国において は、郵政省、 日本 ビ クター、 日本 テ レビ、NHKが

共同で6年1月 よ り確 認実験 を行 っている。

③ 映像 メディア統合伝送処理 システムの試験研究

5年3月 に設立 された 「㈱ グラフィックス ・コ ミュニケー ションズ・

ラボラ トリー」 では、基盤技術研究促進セ ンターの 出資 を受け、映像

メディア統合伝送処理 システムの試験研究 を行 って い る。

④ 超 高精細 映像のB-ISDN伝 送実験

郵 政省 では、5年 度第三次補正予算 によ り通信 ・放送機構 に出資を

行 った。 また、通信 ・放 送機構 では、超高精細映像 のB-ISDN伝

送実 験 を行 う上 で必要な設備 を整備す るこ ととして いる。

⑤r国 際標準化活動への寄 与

郵 政省 は、5年3月 にITUの 無線通信部 門(ITU-R)の 放送

と非放 送応用 のための テ レビジ ョン規格 の調和 を研 究す るタスクグ

ループに前記電気通信 技術 審議会 の答 申 を提 出 した。 同タス クグルー

プにおいては、HDTV以 上の精細度 を有す る 「超高精細映像 」 を新

研究課題 として提案す るこ ととな り、5年11月 のITU-Rで 正式に

承 認 された。

(11)第2世 代EDTVの 開発

第2世 代EDTVは 、現行 テ レビジョン放送 と両立性 を保 ちなが ら、

画面のワ イ ドアスペ ク ト化(9:16)、 高画質化 等 を図 るもの である。6

年1月 の電気通信技術審議会において、EDTV委 員会 か ら暫定方式の

報告が行われた。 ワイ ドア スペ ク ト化 の伝送方式 としては、 レター ボッ
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第2-6-3表 各種 テ レビジ ョンの比 較

現行テレビ
(NTSC)

第1世 代EDTV 第2世 代EDTV

現行テレビとの両立性 あ り あ り

走 査 線 数 525本 525本 525本

走 査 方 式 飛越 し 順次(受 信側) 順 次 ・飛 越 し

フ ィ ー ル ド 数 59.94 59.94 59.94

画 面 の 縦 横 比 3:4 3:4 9:16

高 画 質 化

受信機の改善 ゴース ト除去、垂直解

像 度の向上(受 信側)

画面のワイ ド化、水平

解像度 向上、垂直解像

度向上

実 用 化 時 期 昭和35年9月 元年8月 7年

クス形式(注)を採用す ることとして いる。

第2世 代EDTVに つ いて、電気通信技術審議会EDTV委 員会では、

6年 中に最終報告 を行 うこ とを目標 に審議 している(第2-6-3表 参

照)。

働 郵便 システムの技術開発推進

郵政省郵政研究所では、21世 紀の郵便 システムを 目指 した技術開発 を

促進するために、本省関連部 門 との密接 な連携 を保 ちつつ、郵便処理 の

自動化のための技術開発及 び郵政事業高度化 のための情報通信に関す る

技術開発 を行 っている。5年 度 では主 として以下のよ うな研 究を行 った。

① 手書 き文字認識技術 の高度化の研究 としては、現在、研究開発され

てい る文字認識技術の調査 とその高度化 を図 るため、昨年に引 き続 き

文字認識技術 コンテス トを行 った。 また、優秀な文字認識アル ゴ リズ

(注)現 行 テ レビジ ョン受 信機 で見 た場 合 に、9:16の ワ イ ド画面 の すべ て を表示

す るもの。画 面上下 に 無画部 が生 じて画像 が少 し小 さ くな るが 、画像 が 欠け るこ

とは ない。
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ム(注1)を組 み合 わせ ることに よる精度 向上の研究 を行 うとともに、独 自

のアル ゴ リズムの開発 を行 った。

② 昭和63年 以来、首都 圏におけ る郵便 の区分輸送効率 を画期 的に向上

させ るため の大深度(注2)を利用 した地 下郵便 輸送 シス テム に関す る研

究(東 京L-NET構 想)を 行 って きたが、最終的 なモデル化 を行い、

6年3月 に最終報告書 をと りまとめた。

③ 新 たに、配達準備作業の最終 部分 に当たる道順組立作業 の 自動化 に

関す る研究 を開始 した。

2重 要性 を増す標準化の推進

(1)標 準化に対する取組

通信を行 うためには、相互に接続できることが必要であ り、不特定多

数のユーザ間で円滑な通信を行 うためには、端末及びシステム相互間の

通信方式等の標準化が不可欠である。電気通信に関す る標準化は、国際

的には国際電気通信連合(ITU)で 行 っており、これを受けて国内の

標準化が行われている。

ア 国際標準化活動

電気通信に関する国際標準化は、主 として国際電気通信連合(ITU)

の電気通信標準化部門及び無線通信部門で行われている。

郵政省では、電気通信技術審議会における審議を通 じて積極的に寄与

している。

電気通信標準化部門(ITU-T)の 任務は、電気通信の技術・運用・

料金に関する標準化問題の研究及び勧告の作成であり、この部門の総会

である世界電気通信標準化会議は4年 ごと(2年 ごとも可能)に 開催さ

(注1)計 算処 理 や 聞題 解 決の 手順 を示 した もの。

(注2)今 回の研 究 にお いて は、深 度50～70メ ー トルの地 下 空 間 を想 定。
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れ る。

また、無線通信部 門(ITU-R)の 任務 は、無線通信規則の改正、

無線通信 の技術 ・運用等 の問題 の研究及 び勧告 の作成、周波数の割当 ・

登録等であ り、 この部 門の総会 である無線通信総会は、2年 ご とに開催

される。

イ 国内標準化活動

我が国におけ る電気通信の国 内標準化 に対す る取組は以下の とお りで

ある。

① 国の機関 として、電気通信技術審議会があ る。電気通信技術審議会

は、20名 以内の学識経験者 で構成 され、必要に応 じて専門委員 をお く

ことができ、有線通信 技術 と無線通信 技術 を一体 とした電気通信技術

全般にわたる調査審議 を行 っている。

② 電気通信利用の高度化 ・多様化、新 システムの導入 ・普及に伴 う通

信方式の統一に対す るニーズに対応す るため、推奨通信方式委員会 を

設置 し、望 ま しい標 準通 信 方 式 として推 奨通 信 方式(JUST:

JapaneseUnifiedStandardsforTelecommunications)を 制定 して

いる。

③ 高度通信 システム相互接続推進会議(HATS:Harmonizationof

AdvancedTelecommunicationSystems)を 開催 し、高度通信 システ

ムに関す る相 互接 続性の確保 に向け、活動 を行 っている。

④ 民間の機関 として、電気通信全般 に関す る標準化 と標準の普及 を行

う㈹電信電話技術委貝会(TTC)、 電波利用 システムの標準規格 を作

成 し普 及す るこ とを 目的 とした助電 波 システム開発 セ ン ター(RC

R)、 放送技術に関する調査研 究 を行 う放 送技術開発協議会(BTA)

が設立 されている。

⑤OSI(OpenSystemsInterconnection:開 放型 システム間相互接



一286一 第2章 情報通信政策の動向

続)(注)対応装 置等の国際標準 に準拠す る端 末及 びシステム に対す る各

種支援策等 を推進 してい る。

ITUの 標準化 活動 に対 して、我が国では、電気 通信 技術審議会 の成

果 を一層活用 し、民間標準化機関 との連携 を強化 す ると ともに国際標準

化活動へ の参加 を強化 している(第2-6-4図 参 照)。

第2-6-4図 電 気通信 の 標 準化体 制
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電波システム開発センター
放送技術開発協議会

世界電気通信標準化活動協調機構

米国民間標準化団体
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欧州電気通信標準化機構
推奨通信方式

高度通信 システム相互接続

国際標準化機構
国際電気標準会議

(注)異 な るメー カーの コン ピュー タや 端 末間 で も通 信 が行 え るよ うに す る ための

ネ ッ トワー クア ー キテ クチ ャの こ と。
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(2)OSl標 準 の国 内への普及促進

4年 度行政改革大綱 にお いて、 国の行政機 関が情報 システムを整備す

る場合には、ITU勧 告 またはISO(国 際標準化機構)規 格に基づ く

OSIシ ステム を導入す るよ う提 言され てい る。 また、5年 度行政改革

大綱において もこの方針 は引き続 き推進す ることとされている。郵政省

として もTTC標 準 を実装す る製品が対象 とな るよ う、㈹電信電話技術

委員会(TTC)をITU勧 告 等に基づ く国内標準 を作成す る機関 とし

て告示 した。

また、民間におけ るOSI製 品の導入促 進 を図 るため、低利融資や税

制上の優遇措置 を講 じている。

③ 相互接続性の確保

電気通信網 の高度化 ・多様化、端末の 高機能化 に伴い、国際標準 ・国

内標準に基づ いて開発 された端末 ・システムであって も、 メー カーが異

なる と、標準に対す る解釈上の問題等 によ り、相互 に接続 で きない場合

があ り、標準 に基づ いて開発 され たシステムの相互接続性 を確 認す る必

要性が高 まっている。そこで、これに対処 す るためユーザー、メーカー、

事業者参加に より 「高度通信 システム相互接続推進会議(HATS推 進

会議)」 を開催 し、 その下に各分科会(現 在8分 科会)を 設けて問題解決

に向け取 り組んでいる。

相互接続試験 では、ISDNを 介 して通信 を行 うために開発 された製

品またはOSIの 考 え方 に基づ いて開発 された製 品であ るISDN/O

SI製 品間の相互接続試験 を実施 してお り、その結果、相互接続性が確

保された通信機器(G4フ ァクシ ミリ、デ ジタルテレビ電話 ・会議装 置

等)に は届出に基づ きTTCマ ー クが表示 されている。5年8月 にはL

AN間 相互接続 試験、5年10月 に はPBX(注)相 互接続 試験、6年1月

(注)構 内の内線電話相互間及び内線電話と外線の交換接続を行う交換機。
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(～3月)に は デジタルテレ ビ電話 ・会議 システムの相互接続試験 に成功

している。 さ らに、2月 には、PBX一 デジタルテレビ会議 システム間

の合 同相互接続試験 を実施 し、成功 して い る。

また、EU及 び韓国 との間の各定期協議 にお いて、ISDNに 関する

相 互接続実験 を実施 してい くことが合意 され てお り、 国内におけ るHA

TS推 進会議の活動成果 を踏 まえ対処 している。

(4)ア ジア ・太平洋地域 におけ る標準化の推進

今後21世 紀に 向け、ア ジア ・太平洋地域の社 会経済 の発展 において、

電気通信 ネ ッ トワー クの円滑な構築 は必要不可 欠である。特 に、国際 ・

国 内標準化活動 を通 じた相 互接続性 の確保、特定 のメー カー に依存 しな

いシステムの構築(マ ルチベ ンダ化)等 が必要 であるが、 アジア ・太平

洋諸国単独 では困難 で,技 術 協力が必要 であ り、標準化 活動 のレベルアッ

プが必要 であ る。 曲

このため、① アジア ・太平洋地域 におけ る標準化活動へ の技術協力麹矯

ズの発掘 、② わが 国におけ る技術 協力体制 の確 立、③ ア ジア ・太平洋馳

域 におけ る相互協 力の枠組みの掲示 を目標 に、4年10月 か ら 「アジ擬

太平洋地域におけ る標準化の推進に関す る調査研 究会 」が開催 され蒸毒

る。 また、5年11月 か ら12月 にか けて東京 でAPT(Asia-PacificT慰 欝

community:ア ジア ・太平洋電気通信共同体)研 修 が実施 され、我が国

は、カ リキュラム作成、講師 派遣 その他運営管理等支 援 を行 っている。


